
附則（平成１３年９月１７日ＯＣＴ営発第１２３５号、第１２３６号）
（実施時期）
第１条 この約款は、平成１３年１０月１日から実施します。
（契約約款の廃止）
第２条 この約款の実施に伴い、ａｕ電話サービス契約約款（以下「旧ａｕ電話サービス契約
約款」といいます。）、ａｕデュアルサービス契約約款（以下「旧ａｕデュアルサービス契約
約款」といいます。）及びａｕパケットサービス契約約款（以下「旧ａｕパケットサービス契
約約款」といいます。）（以下これらを総じて「廃止約款」といいます。）は、廃止します。

（契約に関する経過措置）
第３条 この約款実施の際現に、廃止約款の規定により次の各号の表の左欄の契約を締結して
いる者は、この約款実施の日において、それぞれ同表の右欄の契約を締結したものとみなし
ます。
（１） 旧ａｕ電話サービス契約約款における契約

廃止約款における契約 この約款における契約

一般ａｕ電話契約 一般ａｕ契約
（ＰＤＣ方式に係るもの） （ＰＤＣ方式のａｕ電話に係るもの）

一般ａｕ電話契約 一般ａｕ契約
（ＣＤＭＡ方式に係るもの） （ＣＤＭＡ方式のａｕ電話に係るもの）

定期ａｕ電話契約 定期ａｕ契約
（ＰＤＣ方式に係るもの） （ＰＤＣ方式のａｕ電話に係るもの）

定期ａｕ電話契約 定期ａｕ契約
（ＣＤＭＡ方式に係るもの） （ＣＤＭＡ方式のａｕ電話に係るもの）

前払ａｕ電話契約 プリペイド電話契約

ビジターコール契約 ローミング契約

ローミング契約 同上

緊急通報用電話契約 緊急通報用電話契約

（２） 旧ａｕデュアルサービス契約約款における契約

廃止約款における契約 この約款における契約

一般ａｕデュアル契約 一般ａｕ契約
（ＣＤＭＡ方式のａｕデュアルに係るもの
）

定期ａｕデュアル契約 定期ａｕ契約
（ＣＤＭＡ方式のａｕデュアルに係るもの
）

デュアルビジターコール契約 ローミング契約

デュアルローミング契約 同上
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（３） 旧ａｕパケットサービス契約約款における契約

廃止約款における契約 この約款における契約

ａｕパケット契約 一般ａｕ契約
（９．６ｋｂｉｔ／ｓに係るもの） （９．６ｋｂｉｔ／ｓのａｕパケットに係るもの）

ａｕパケット契約 一般ａｕ契約
（１４．４ｋｂｉｔ／ｓに係るもの） （１４．４ｋｂｉｔ／ｓのａｕパケットに係るもの）

パケットローミング契約 ローミング契約

（利用年数に関する経過措置）
第４条 この約款における利用年数は、廃止約款における利用年数を通算して取り扱います。
（利用休止中の契約に関する経過措置）
第５条 この約款実施の際現に、廃止約款の規定によりａｕ電話、ａｕデュアル又はａｕパケ
ットの利用休止をしている契約については、この約款実施の日において、この約款第１４条の
規定により、ａｕサービスの利用の一時休止をしているものとみなします。

２ 前項の場合において、廃止約款における利用休止中の期間は、これをこの約款における利
用の一時休止期間に算入します。

（基本使用料の料金種別に関する経過措置）
第６条 この約款実施の際現に、旧ａｕ電話サービス契約約款又は旧ａｕデュアルサービス契
約約款の規定により次表の左欄の基本使用料の種別を選択している者は、この約款実施の日
において、それぞれ同表の右欄の料金種別を選択したものとみなします。

廃止約款における種別 この約款における料金種別

プランＡ 標準プラン

プランＢ ちょっとコール

プランＣ Ｂ．Ｂ．プラン

コミコミコールＬ コミコミコールＬ

コミコミコールＳ コミコミコールＳ

コミコミコールＸＳ コミコミコールＸＳ

ホットコール ホットコール

コミコミコールスーパー コミコミコールスーパー

コミコミコールジャンボ コミコミコールジャンボ

デイタイムプラン デイタイムプラン

（基本使用料の割引の適用に関する経過措置）
第７条 この約款実施の際現に、廃止約款の規定により次の各号の表の左欄の基本使用料の取
扱い又は割引を選択している者は、この約款実施の日において、それぞれ同表の右欄の基本
使用料の取扱い又は割引を選択したものとみなします。
（１） 旧ａｕ電話サービス契約約款及び旧ａｕデュアルサービス契約約款
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廃止約款における この約款における
基本使用料の取扱い又は割引 基本使用料の取扱い又は割引

定期ａｕ電話契約に係る基本使用料の取扱 定期ａｕ契約に係る基本使用料の取扱い
い（一般用に係るもの） （一般用に係るもの）

定期ａｕデュアル契約に係る基本使用料の
取扱い（一般用に係るもの）

定期ａｕ電話契約に係る基本使用料の取扱 定期ａｕ契約に係る基本使用料の取扱い
い（学生用に係るもの） （学生用に係るもの）

定期ａｕデュアル契約に係る基本使用料の
取扱い（学生用に係るもの）

契約者を単位とする基本使用料割引 契約者を単位とする基本使用料割引Ⅰ

複数回線複合割引 複数回線複合割引

（２） 旧ａｕパケットサービス契約約款

廃止約款における基本使用料の割引 この約款における基本使用料の割引

契約者を単位とする基本使用料割引 契約者を単位とする基本使用料割引Ⅱ

（通信料の月極割引の適用に関する経過措置）
第８条 この約款実施の際現に、廃止約款の規定により次表の左欄の通話料又はパケット通信
料の月極割引を選択している者は、この約款実施の日において、それぞれ同表の右欄の通話
料又はパケット通信料の月極割引を選択したものとみなします。

廃止約款における この約款における
通話料又はパケット通信料の月極割引 通話料又はパケット通信料の月極割引

通話料の月極割引 最低通話料の支払いを条件とする通話料の
（パッケージ１に係るもの） 月極割引

（とくとくパック１０００に係るもの）

通話料の月極割引 最低通話料の支払いを条件とする通話料の
（パッケージ２に係るもの） 月極割引

（とくとくパック２５００に係るもの）

通話料の月極割引 最低通話料の支払いを条件とする通話料の
（パッケージ３に係るもの） 月極割引

（とくとくパック５０００に係るもの）

契約者を単位とする通話料の月極割引 契約者を単位とする通話料の月極割引

特定電話番号への通話料の月極割引 特定電話番号への通話料の月極割引

ＤＬ加入回線からの通話に係る通話料の割 ＤＬ加入回線からの通話に係る通話料の割
引 引
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パケット通信料の月極割引 最低パケット通信料の支払いを条件とする
（ミドルパックに係るもの） パケット通信料の月極割引

（ミドルパックに係るもの）

パケット通信料の月極割引 最低パケット通信料の支払いを条件とする
（スーパーパックに係るもの） パケット通信料の月極割引

（スーパーパックに係るもの）

（オプション機能等に関する経過措置）
第９条 この約款実施の際現に、廃止約款の規定より次表の左欄の付加機能又はオプション機
能を選択している者は、この約款実施の日において、それぞれ同表の右欄のオプション機能
を選択したものとみなします。

廃止約款における この約款におけるオプション機能
付加機能又はオプション機能

三者通話機能 三者通話機能

割込通話機能 割込通話機能

着信短縮ダイヤル機能 着信短縮ダイヤル機能

メッセージ機能 留守番伝言機能
（メッセージサービスに係るもの）

メッセージ機能 Ｃメール機能
（Ｃメールに係るもの）

メッセージ機能 文字サービス機能
（文字サービスに係るもの）

着信通知機能 ＥＶメール機能

料金分計機能 通話料分計機能

迷惑電話おことわり機能 迷惑電話拒否機能

番号情報送出機能 番号情報送出機能

音声認識ダイヤル機能 音声認識ダイヤル機能

海外ローミング機能 海外ローミング機能

ＥＺｗｅｂ機能 ＥＺｗｅｂ機能
（タイプⅠに係るもの又は情報管理機能が （タイプⅠに係るもの）
あるもの）

ＥＺｗｅｂ機能 ＥＺｗｅｂ機能
（タイプⅡに係るもの又は情報管理機能が （タイプⅡに係るもの）
ないもの。ただし、タイプⅢに係るものを
除きます。）
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ＥＺｗｅｂ機能 ＥＺｗｅｂ機能
（タイプⅢに係るもの） （タイプⅢに係るもの）

ｅｚｐｌｕｓ通信機能 ｅｚｐｌｕｓ通信機能

高速パケット通信機能 高速パケット通信機能

制御情報通知機能 制御情報通知機能

課金開始信号送出機能 課金開始信号送出機能

（プリペイドカードに関する経過措置）
第１０条 廃止約款に規定する次表の左欄のプリペイドカードは、この約款実施の日において、
それぞれ同表の右欄のプリペイドカードであるとみなします。

廃止約款におけるプリペイドカード この約款におけるプリペイドカード

第１種カード Ａ種カード

第２種カード Ｂ種カード

（ローミング契約に関する経過措置）
第１１条 この約款実施の際現に、旧ａｕ電話サービス契約約款の附則（平成１１年３月１０日ＯＣ
Ｔ営発第０１７１号）第２項から第４項までの規定により従前のとおりとされた者との間のロー
ミング契約の取扱いについては、この約款第３５条の規定にかかわらず、平成１３年１０月２５日ま
での間、なお従前のとおりとします。
ただし、この約款実施の日以降、従前のとおりの取扱いを受けている者から当社とローミ

ング契約を締結したい旨の申出があった場合は、この限りでありません。
２ 当社は、前項本文の規定により従前のとおりの取扱いを受けている者が、特定事業者が提
供するａｕサービスの種類の変更を行ったときは、前項ただし書きの申出があったものとみ
なして取り扱います。

（文字サービス機能の提供を受けていないＰＤＣ方式の契約者回線に関する経過措置）
第１２条 この約款実施の際現に、旧ａｕ電話サービス契約約款の附則（平成１１年１０月２０日ＯＣ
Ｔ営発第１５４３号）第３項の規定により、その廃止約款における文字サービスの提供を受けて
いないＰＤＣ方式の契約者回線について、その文字サービス及びＥＺｗｅｂ機能を提供しな
いとされた取扱いについては、なお従前のとおりとします。
ただし、この約款実施の日以降、その契約者回線の契約者からこの約款における文字サー

ビス機能を利用したい旨の申出があったときは、この限りでありません。
（他社電話サービスの利用等に係る提供条件に関する経過措置）
第１３条 この約款実施の際現に、旧ａｕ電話サービス契約約款の附則（平成１２年６月１６日ＯＣ
Ｔ営発第０６５６号）第２項の規定により従前のとおりとされた株式会社エヌ・ティ・ティ・ド
コモ又は株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海が提供するローミングの利用により生じた
債権の取扱いについては、なお従前のとおりとします。

（複数回線割引に関する経過措置）
第１４条 この約款実施の際現に、旧ａｕ電話サービス契約約款の附則（平成１３年４月２６日ＯＣ
Ｔ営発第０２１８号）第３項の規定により従前のとおりとされた法人名義の契約者回線に係る複
数回線割引については、なお従前のとおりとします。

（自宅加入電話への通話料の月極割引に関する経過措置）
第１５条 当社が別に定めるまでの間、ａｕサービスの利用の一時休止の再利用があった場合は、
再利用があった日を含む料金月の通話料について、この約款の料金表第１表第２（通話料）
に規定する自宅加入電話への通話料の月極割引を適用しません。
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（料金等の支払いに関する経過措置）
第１６条 この約款実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（この約款実施前に行った手続きの効力等）
第１７条 この約款実施前に廃止約款の規定により行った手続きその他の行為は、この附則に規
定する場合のほか、この約款中にこれに相当する規定があるときは、この約款の規定に基づ
いて行ったものとみなします。

２ この約款実施の際現に、廃止約款の規定により提供している電気通信サービスは、この附
則に規定する場合のほか、この約款中にこれに相当する規定があるときは、この約款の規定
に基づいて提供しているものとみなします。

附則（平成１３年１０月１１日ＯＣＴ営発第１５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１３年１１月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成１４年４月３０日までの間における着信課金用ドメイン名に係
るパケット通信料の割引については、この改正規定にかかわらず、その定額料の支払いを要
しないものとし、その適用額は１課金対象パケットごとに税抜額０．１円とします。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１３年１１月１日ＯＣＴ営発第１６５６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、当社が別に定める日から実施します。
（プリペイド通話に係る利用有効期間に関する経過措置）
２ この改正規定実施日以降、プリペイド通話に係る前払い通話料を追加登録した場合におい
て、追加登録前の利用有効期間が ３６５日を超えているときは、第７６条第３項の規定を適用し
ません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ

の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１３年１１月１日ＯＣＴ営発第１６５７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１３年１１月２１日から実施します。ただし、迷惑電話拒否機能に関する
改正規定については、平成１３年１２月１日から、プリペイド通話に係る前払い通話料に関する
改正規定については、当社が別に定める日から実施します。

（Ａ種カード又はＢ種カードに関する経過措置）
２ 当社は、この改正規定実施日以降、改正前の料金表の規定により提供されていたプリペイ
ドカードであるＡ種カード又はＢ種カードについて、次の場合を除き、当社が別に定める期
間において、それぞれこの料金表における第１種カード又は第２種カードと交換します。
（１） Ａ種カード又はＢ種カードにおいて、既に第７６条（プリペイド通話に係る前払い通話

料の登録等）に規定する登録を行っている場合。
（２） Ａ種カード又はＢ種カードに記載されたカードの登録期限を経過している場合。

３ 契約者は、前項の場合には、当社が別に定めるサービス取扱所に申し出ていただきます。
４ 削除
（料金等の支払いに関する経過措置）

５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１３年１１月２０日ＯＣＴ営発第１７１３号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成１３年１２月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成１４年９月３０日までの間における料金表第１表第１（基本使
用料等）に規定するオプション機能使用料の減額については、この改正規定にかかわらず、
下表の料金額を減額して適用します。

１契約ごとに

控除額（月額）

６００円

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１３年１２月１３日ＯＣＴ営発第１８９６号、第１８９７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１３年１２月２０日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１３年１２月２６日ＯＣＴ営発第１９７２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年１月７日から実施します。

ただし、海外ローミング機能に関する改正規定については、当社が別に定める日から実施
します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年１月２４日ＯＣＴ営発第２１５１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年２月１日から実施します。

ただし、北摂ケーブルネット株式会社及び株式会社ケーブルネット神戸芦屋との接続に関
する改正規定については、平成１４年２月４日から、特定データ通信に係る通話料の適用に関
する改正規定については、平成１４年３月１日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年２月２１日ＯＣＴ営発第２３２９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年３月２１日の午前２時から実施します。
（経過措置）
２ 平成１４年３月２１日の午前２時以前に開始された相互接続点からの通話（遠隔制御課金先指
定の取扱いを受けたものを除きます。）に係る料金については、この改正規定にかかわらず、
改正前の料金表の規定を適用します。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年２月２８日ＯＣＴ営発第２４０６号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成１４年４月１日から実施します。
ただし、浦和ケーブルテレビネットワーク株式会社との接続に関する改正規定については、

平成１４年３月２５日から実施します。
（ＰＤＣ方式に係る契約申込みの取扱いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日以降、第６７条（通信利用の制限）に掲げる機関等からＰＤＣ方式に
係る契約申込みがあった場合は、ＣＤＭＡ方式のａｕサービスにより代替して提供すること
が困難であると当社が認めるときに限り、この改正規定にかかわらず、なお従前のとおり取
り扱うこととし、第９条（契約申込みの承諾）を準用する場合も同様とします。

（ローミングに係る契約者回線における通話料の取扱いに関する経過措置）
３ この改正規定実施の際現に、ＫＤＤＩ株式会社のコミコミＯｎｅファーストの適用を受け
ているローミングの契約者回線における通話料については、なお従前のとおり取り扱います。

附則（平成１４年３月１１日ＯＣＴ営発第２４７０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年４月１日から実施します。
（その他）
２ ＯＣＴ営発第１７１３号（平成１３年１１月１２日）の附則第２項（経過措置）中「平成１４年３月３１
日までの間」とあるのを「平成１４年９月３０日までの間」に改めます。

附則（平成１４年３月２５日ＯＣＴ営発第２６０１号、第２６０２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年４月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年５月１日ＯＣＴ営発第０１９２号）
この改正規定は、平成１４年５月１日から実施します。
ただし、株式会社スーパーネットワークユーとの接続に関する改正規定については、平成１４
年６月１日から実施します。

附則（平成１４年４月２６日ＯＣＴ営発第０２２５号）
この改正規定は、平成１４年７月１日から実施します。

附則（平成１４年５月１４日ＯＣＴ営発第０３０７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年７月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年５月３１日ＯＣＴ営発第０４４１号）
この改正規定は、平成１４年７月１日から実施します。

附則（平成１４年６月４日ＯＣＴ営発第０４６５号、０４６６号）
この改正規定は、平成１４年７月２２日から実施します。

附則（平成１４年６月２４日ＯＣＴ営発第０５９５号、０５９６号）
この改正規定は、平成１４年７月１日から実施します。

附則（平成１４年７月１１日ＯＣＴ営発第０７４０号、０７４１号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成１４年７月１８日から実施します。
ただし、料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）に規定するオプション機能使用料

の減額適用及び第１（基本使用料）２（料金額）に規定するオプション機能使用料に係る改
正規定については、平成１４年１０月１日から、別表１（オプション機能）に係る改正規定につ
いては、平成１４年１０月１５日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、タイプⅣに係るＥＺｗｅｂ機能の提供を受けている契約者回
線（高速パケット通信機能の提供を受けている契約者回線を除きます。）については、タイプ
Ⅳに係るＥＺｗｅｂ機能が廃止（この機能の種類の変更を含みます。）されるまでの間、高速
パケット通信機能に係る別表１（オプション機能）の改正規定にかかわらず、なお従前のと
おり取り扱います。
ただし、この改正規定実施の日以降、高速パケット通信機能の利用の請求があった場合は、

この限りでありません。
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

４ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の契約約款に規定するナビダイヤル通
話又はテレドーム通話に係る料金（特定事業者が提供するローミングに係るものを含みます
。）については、平成１４年７月１８日から平成１４年１２月３１日までの間、料金表第１表第２（通話
料）１（適用）に規定する基本使用料の料金種別による通話料の減額適用、複数回線複合割
引の通話料の取扱い、契約者を単位とする通話料の月極割引の適用、通話料の長期利用割引
の適用、通話料の月間累計額に応じた通話料の月極割引の適用又は最低通話料の支払いを条
件とする通話料の月極割引の適用において、その適用の対象となる通話料とみなして取り扱
います。

附則（平成１４年７月２５日ＯＣＴ営発第０８５０号、０８５１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年８月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改定前の規定により次表の左欄の契約を締結している者は、
この改正規定実施の日において、同表の右欄の契約を締結しているものとみなします。

定期ａｕ契約 第１種定期ａｕ契約

附則（平成１４年８月２６日ＯＣＴ営発第１０７８号）
この改正規定は、平成１４年９月２日から実施します。

附 則（平成１４年９月２４日ＯＣＴ営発第１２５４号、１２５５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年１０月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年１０月１８日ＯＣＴ営発第１４４７号）
この改正規定は、平成１４年１０月２５日から実施します。
ただし、別記１に規定する協定事業者の区分に係る改正規定については、平成１４年１１月１日

から実施します。

附則（平成１４年１１月２７日ＯＣＴ営発第１７５４号、１７５５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１４年１２月４日から実施します。

ただし、この改正規定中、一般ａｕ契約者が行う一般ａｕ契約の解除及び定期ａｕ契約者
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が行う定期ａｕ契約の解除に関する改正規定以外の部分については、平成１５年１月１日から
実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、一時休止又は一時中断の状態にある契約者回線については、
この改正規定にかかわらず、その再利用又は再開に係る番号登録手数料又はシステム登録手
数料の支払いを要します。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１４年１月５日ＯＣＴ営発第２０１３号）
この改正規定は、平成１５年１月５日から実施します。

附則（平成１５年１月２４日ＯＣＴ営発第２１６６号、第２１６７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年２月１日から実施します。

ただし、ソフトバンクＢＢ株式会社との接続に関する改正規定については、平成１５年２月
７日から、ＢＲＥＷ．ＮＥＴ機能及びＥＺｗｅｂ機能に関する改正規定については、平成１５
年２月２１日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年３月１７日ＯＣＴ営発第２５２７号）
この改正規定は、平成１５年３月１７日から実施します。

附則（平成１５年３月５日ＯＣＴ営発第２４７５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年４月１日から実施します。

ただし、料金表第１表第２（通話料）２（料金額）２－３の改正規定については、平成１５
年４月２１日の午前２時から実施します。

（経過措置）
２ 平成１５年４月２１日の午前２時以前に開始された通話（料金表第１表第２（通話料）２（料
金額）２－３に係る通話に限ります。）に係る料金については、この改正規定にかかわらず、
改正前の料金表の規定を適用します。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年３月２４日ＯＣＴ営発第２５９６号、第２５９７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年４月１日から実施します。
（ａｕサービスの種類の廃止に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により締結していたＰＤＣ方式のａｕサービス
に係る契約は、この改正規定実施の日において、改正後の規定により提供するａｕサービス
に係る契約に移行するものとします。

３ 前項の場合において、約款第８８条（当社が行うａｕサービスの種類の変更の場合の費用負
担）の規定は、平成１５年９月３０日までの間にその請求があったときに限り適用するものとし
ます。

４ 平成１５年３月３１日において現に利用され、第２項の規定により契約が移行したａｕサービ
スについて、当社は、約款第１４条（ａｕサービスの利用の一時休止）に規定する一時休止が
あったものとみなして取り扱います。

５ 前項の場合において、当社は、平成１５年９月３０日までの間にそのａｕサービスが再利用さ
れたときに限り、一時休止前と同一の電話番号を付与するものとします。

－ 附 １０ －



６ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により締結していたＰＤＣ方式に係る定期ａｕ
契約については、この改正規定実施の日おける一般ａｕ契約への移行にかかわらず、その契
約解除料の支払いを要しません。

（プリペイド電話の種類の廃止に関する経過措置）
７ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により締結していた第１種プリペイド電話契約
及び第２種プリペイド電話契約は、この改正規定実施の日において、それぞれ改正後の規定
におけるプリペイド電話契約に移行するものとします。

８ 前項の場合において、当社は、移行後のプリペイド電話契約に係る契約者回線に端末設備
が接続されていない期間について、その契約者回線に端末設備が接続されている場合と同様
に取り扱います。

９ 当社は、平成１５年９月３０日までの間に端末設備が接続されなかった契約者回線（第７項の
規定により第２種プリペイド電話契約から移行した契約に係るものに限ります。）について、
平成１５年１０月１日に電話番号を変更するものとします。

（当社が提供する端末設備に関する経過措置）
１０ この改正規定実施の日から平成１５年５月３１日までの間における当社が提供する端末設備に
関する料金その他の提供条件については、第２項の規定に該当する場合を除き、なお従前の
とおりとします。
ただし、平成１５年５月１日以降、当社は、当社が提供する端末設備の利用に係る申込みが

あったときは、これを承諾しません。
（料金等の支払いに関する経過措置）
１１ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年４月１日ＯＣＴ営発第２７３７号、第２７３８号）
この改正規定は、平成１５年４月８日から実施します。
ただし、この改正規定中、別表１（オプション機能）３欄の改正規定については、平成１５年

４月２３日から実施します。

附則（平成１５年４月２４日ＯＣＴ営発第０１７８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年５月１日から実施します。

ただし、料金表第１表第１（基本使用料等）に規定する海外ローミング機能に係るオプシ
ョン機能使用料に関する改正規定については、平成１５年５月２６日から、第２（通話料）に規
定するプリペイド通話に係る通話料に関する改正規定については、当社が別に定める日から
実施します。

（プリペイド通話に係る前払い通話料の登録に関する経過措置）
２ ａｕ契約者は、平成１５年５月１９日から当社が別に定める日までの間において、前払い通話
料を登録できません。

（Ａ種カード又はＢ種カードに関する経過措置に関する変更）
３ ＯＣＴ営発第１６５７号（平成１３年１１月１日）の附則第４項（Ａ種カード又はＢ種カードに関
する経過措置）については、平成１５年５月１９日をもって「削除」に改めます。

（パケット通信料の適用に関する経過措置）
４ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の適用を受けている者は、こ
の改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄の適用を受けている者とみなします。

最低パケット通信料の支払いを条件とする 定額料の支払いを条件とするパケット通信
パケット通信料の月極割引（その種類がミ 料の月極割引Ⅰ（その種類がミドルパック
ドルパックのものに限ります。） のものに限ります。）

最低パケット通信料の支払いを条件とする 定額料の支払いを条件とするパケット通信
パケット通信料の月極割引（その種類がス 料の月極割引Ⅰ（その種類がスーパーパッ
ーパーパックのものに限ります。） クのものに限ります。）
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定額料の支払いを条件とするパケット通信 定額料の支払いを条件とするパケット通信
料の月極割引 料の月極割引Ⅱ

（セット品に係るプリペイドカードに関する経過措置）
５ この改正規定実施の際現に、改正前の料金表の規定により提供されていたセット品に係る
プリペイドカードについては、それぞれこの料金表における第１種カードとみなして取扱い
ます。

（料金等の支払いに関する経過措置）
６ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年５月１６日ＯＣＴ営発第０３２２号、第０３２３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年５月２３日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の端末設備が接続されている
契約者回線については、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄のａｕサービ
スを利用しているものとみなします。

端末設備の種類 ａｕサービスの種類

ア イ以外のデュアル端末 第１種ａｕデュアル

イ 受信において最高１４４ｋｂｉｔ／ｓ の符号伝 第２種ａｕデュアル
送が可能な通信方式に対応したデュアル
端末

ウ エ以外のパケット端末 第１種ａｕパケット

エ 受信において最高１４４ｋｂｉｔ／ｓ の符号伝 第２種ａｕパケット
送が可能な通信方式に対応したパケット
端末

３ 前項の規定により第２種ａｕパケットを利用しているとみなされる契約者回線であって、
契約者、請求書の送付先、オプション機能の利用その他の契約内容が同一であるものは、こ
の改正規定実施の日以降、同一の包括回線グループに所属しているものとみなします。
ただし、その日において、その契約者回線に係る契約者から、異なる包括回線グループを

指定する申出があったときは、この限りでありません。

附則（平成１５年５月２８日ＯＣＴ営発第０４１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年７月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年６月５日ＯＣＴ営発第０５０８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年７月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、料金表第１表第２（通話料）１（適用）（２０）の料金額の規定に
ついては同日の午前２時から実施し、別記３（６）の規定については平成１５年７月３日から実
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施します。
（経過措置）
２ 平成１５年７月１日の午前２時以前に開始された通話（料金表第１表第２（通話料）１（適
用）（２０）の適用を受ける通話に限ります。）に関する料金については、この改正規定にかかわ
らず、改正前の規定に係る料金額を適用します。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年６月１６日ＯＣＴ営発第０５８８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年６月２３日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年７月４日ＯＣＴ営発第０７１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年８月１日から実施します。

附則（平成１５年７月２４日ＯＣＴ営発第０８０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年８月１日から実施します。

ただし、料金表第１表第１（基本使用料等）に規定する海外ローミング機能に係るオプシ
ョン機能使用料のうち、タイ王国に関する改正規定については、平成１５年８月８日から、台
湾に関する改正規定については、平成１５年９月１８日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年７月３０日ＯＣＴ営発第０８６４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年１１月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第０７１６号（平成１５年７月４日）の附則第２項（経過措置）の表のエ中「学生用
の基本使用料」を、「学生用又は障害者用の基本使用料」に改めます。

附則（平成１５年９月１日ＯＣＴ営発第０８６５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年９月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年９月１８日ＯＣＴ営発第０９１８号）
この改正規定は、平成１５年９月１８日から実施します。

附則（平成１５年９月２４日ＯＣＴ営発第１１８４号）
この改正規定は、平成１５年１０月１日から実施します。
ただし、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社に係る電気通信番号（００３５に限
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ります。）を使用して行った通話に関する改正規定については、当社が別に定める日から実施し
ます。

附則（平成１５年１０月３日ＯＣＴ営発第１２６６号、第１２６７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年１０月１０日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成１５年１１月３０日までの間、ＩＰ電話サービスの電気通信回線
への通話（電気通信番号規則第１０条第２号に規定する電気通信番号を使用して行ったものに
限ります。）については、この改正規定にかかわらず、料金表第１表第２（通話料）１（適用）
（１３）に規定する特定電話番号への通話料の月極割引を適用しません。

附則（平成１５年１０月２２日ＯＣＴ営発第１３９９号、第１４００号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年１１月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、ＥＺｗｅｂ利用制限に関する部分は平成１５年１１月４日から、第
３種ａｕデュアル及び第３種ａｕパケットに関する部分は平成１５年１１月２８日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成１６年５月３１日までの間におけるａｕ．ＮＥＴ機能に係るオ
プション機能使用料については、この改正規定にかかわらず、その支払いを要しません。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年１２月１日ＯＣＴ営発第１６１３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年１２月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年１２月８日ＯＣＴ営発第１６８１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１５年１２月１５日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１５年１２月２５日ＯＣＴ営発第１７５８号）
この改正規定は、平成１６年１月８日から実施します。

附則（平成１６年１月９日ＯＣＴ営発第１８４９号、第１８５０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年２月９日から実施します。
（ａｕ．ＮＥＴ電子メールに関する経過措置）
２ この改正前の約款に規定するａｕ．ＮＥＴ電子メールについては、この改正規定にかかわ
らず、この改正規定実施の日から平成１６年５月３１日までの間、なお従前のとおり提供するも
のとし、平成１６年６月１日をもって廃止します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年２月１０日ＯＣＴ営発第２０３９号、第２０４０号）
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（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年２月１７日から実施します。

ただし、この改正規定中、定期ａｕ契約に係る契約解除料に関する部分は、平成１６年３月
１日から実施します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年３月１日ＯＣＴ営発第２１０９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年３月１日から実施します。
（空き電話番号検索サービスに関する経過措置）
２ ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除すると同時に行われたものを除きます。）と同時に
別記３（７）に規定する調査の請求を行った場合であって、平成１６年３月１日から平成１６年４
月３０日までの間に、その申込みに係る契約者回線の提供の開始があったときは、別記３（７）
ウの規定にかかわらず、料金表第４表（付随サービスに関する料金等）に規定する空き電話
番号検索手数料の支払いを要しません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年４月１日ＯＣＴ営発第２４１５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年４月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第２４０６号（平成１４年２月２８日）の附則第３項中「特定事業者」を「ＫＤＤＩ株
式会社」に改めます。

４ ＯＣＴ営発第０７１６号（平成１５年７月４日）の附則第２項を削ります。
５ 削除
６ ＯＣＴ営発第２０３９号、第２０４０号（平成１６年２月１０日）の附則第２項を削り、第３項を１項
繰り上げます。

７ 平成１６年２月２９日の時点で、定期ａｕ契約（第２種ａｕパケットに係る第１種定期ａｕ契
約を除きます。）を締結している契約者については、その定期ａｕ契約に係る契約解除料とし
て、料金表第１表第４（契約解除料）の規定に代えて、その満了に伴いその契約を更新した
回数（以下この附則において「更新回数」といいます。）に従い下表を適用します。

１契約ごとに

区 分 料 金 額

税抜額

第１種定期ａｕ契約 更新回数が０回のもの ３，０００円

更新回数が１回のもの １，０００円

備考 更新回数が２回以上の場合は、その契約解除料の支払いを要しません。

附則（平成１６年４月２６日ＯＣＴ営発第０１４５号）
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（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年５月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年５月１９日ＯＣＴ営発第０２６７号）
この改正規定は、平成１６年５月１９日から実施します。

附則（平成１６年５月２８日ＯＣＴ営発第０３５２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年６月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年６月２８日ＯＣＴ営発第０６１４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年７月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、料金表第１表第１（基本使用料等）に規定する海外ローミング
機能に係るオプション機能使用料に関する改正規定については、平成１６年１０月１日から、第
３（パケット通信料）に規定する定額料の支払いを条件とするパケット通信料の月極割引Ⅲ
の適用及び特定のパケット通信への２段階定額制の適用に関する改正規定については、平成
１６年８月１日から実施します。
（特定のパケット通信への定額料の適用の廃止に関する経過措置）

２ 改正前の規定により特定のパケット通信への定額料の適用を受けている者は、平成１６年８
月１日において、この改正規定に規定する特定のパケット通信への２段階定額制の適用を受
けているものとみなします。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年７月２１日ＯＣＴ営発第０８０６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年７月２６日から実施します。

ただし、この改正規定中、Ｃメール機能に関する部分は平成１６年７月２７日以降当社が別に
定める日から、三者通話機能及び割込通話機能に関する部分は平成１６年８月１日から、契約
者の氏名等を通知する中継事業者に関する部分は平成１６年８月２日から実施します。

（ＢＲＥＷ．ＮＥＴ機能に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、変更前のａｕ通信サービス契約約款の別表１（オプション機
能）のＢＲＥＷ．ＮＥＴ機能に関する規定に基づき提供しているオプション機能は、この改
正規定実施の日において、この約款の別表１（オプション機能）に定める第１種ＢＲＥＷ．
ＮＥＴ機能に関する規定に基づき提供します。
（料金等の支払いに関する経過措置）

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年８月５日ＯＣＴ営発第０９０８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年８月９日から実施します。
（パケット通信料の月極割引Ⅲの適用及び特定のパケット通信への定額料の適用に関する規定
の廃止に伴う附則の改正）
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２ ＯＣＴ営発第０６１４号（平成１６年６月２８日）の附則第１項のただし書き後段及び表を削りま
す。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年８月１７日ＯＣＴ営発第０９８７号）
この改正規定は、平成１６年８月２３日から実施します。

附則（平成１６年８月２７日ＯＣＴ営発第１０５７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年８月３１日から実施します。

ただし、この改正規定中、株式会社ＳＴＮｅｔ及びＺＩＰ Ｔｅｌｅｃｏｍ株式会社との
間の相互接続通信の接続形態と料金の取扱いに関する部分については、平成１６年９月１日か
ら実施します。

（空き電話番号検索サービスに関する経過措置）
２ ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除すると同時に行われたものを除きます。）と同時に
別記３（７）に規定する調査の請求を行った場合であって、平成１６年９月１日から平成１６年１２
月３１日までの間に、その申込みに係る契約者回線の提供の開始があったときは、別記３（７）
ウの規定にかかわらず、料金表第４表（付随サービスに関する料金等）に規定する空き電話
番号検索手数料の支払いを要しません。

（その他の経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年９月２８日ＯＣＴ営発第１２３５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年１０月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第０６１４号（平成１６年６月２８日）の附則第１項のただし書き中「料金表第１表第
１（基本使用料等）に規定する海外ローミング機能に係るオプション機能使用料に関する改
正規定については、当社が別に定める日から」を「料金表第１表第１（基本使用料等）に規
定する海外ローミング機能に係るオプション機能使用料に関する改正規定については、平成
１６年１０月１日から」に改めます。

附則（平成１６年１０月１４日ＯＣＴ営発第１３３３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年１０月１８日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１０５７号（平成１６年８月２７日）の附則第２項中「平成１６年１０月３１日まで」を
「平成１６年１２月３１日まで」に改めます。

附則（平成１６年１０月２６日ＯＣＴ営発第１３７４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年１０月２９日から実施します。

ただし、特定文字メッセージ送信に係る通話料に関する改正規定、学生又は障害者である
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ことを条件とする通話料の月極割引に関する改正規定及びｅｚｐｌｕｓ通信に関する改正規
定は平成１６年１１月１日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年１１月１２日ＯＣＴ営発第１４７２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年１１月１５日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１６年１１月２９日ＯＣＴ営発第１５７４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年１２月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次の各号に規定する表の左欄の適用を受
けている者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄に定めるパケット通信
料の取扱い若しくは割引又は基本使用料の料金種別を選択したものとみなします。
（１） 第３種ａｕデュアルに係るもの

改正前の規定における この改正規定における
パケット通信料の取扱い又は割引 パケット通信料の取扱い又は割引

定額料の支払いを条件とするパケット通信 特定のパケット通信への２段階定額制（パ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮスーパ ケット割ＷＩＮスーパーに限ります。）
ーに限ります。）

定額料の支払いを条件とするパケット通信 特定のパケット通信への２段階定額制（パ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮミドル ケット割ＷＩＮミドルに限ります。）
に限ります。）

定額料の支払いを条件とするパケット通信 定額料の支払いを条件とするパケット通信
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮに限り 料の月極割引Ⅲ
ます。）

特定のパケット通信への２段階定額制 特定のパケット通信への２段階定額制（ダ
ブル定額に限ります。）

定額料の支払いを条件とするパケット通信 特定のパケット通信への２段階定額制（パ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮスーパ ケット割ＷＩＮスーパーに限ります。）
ーに限ります。）及び特定のパケット通信へ
の２段階定額制

定額料の支払いを条件とするパケット通信 特定のパケット通信への２段階定額制（パ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮミドル ケット割ＷＩＮミドルに限ります。）
に限ります。）及び特定のパケット通信への
２段階定額制
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定額料の支払いを条件とするパケット通信 特定のパケット通信への２段階定額制（ダ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮに限り ブル定額に限ります。）
ます。）及び特定のパケット通信への２段階
定額制

（２） 第３種ａｕパケットに係るもの

改正前の規定における割引 この改正規定における
基本使用料の料金種別

定額料の支払いを条件とするパケット通信 ＷＩＮシングルＬ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮスーパ
ーに限ります。）

定額料の支払いを条件とするパケット通信 ＷＩＮシングルＭ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮミドル
に限ります。）

定額料の支払いを条件とするパケット通信 ＷＩＮシングルＳ
料の月極割引Ⅲ（パケット割ＷＩＮに限り
ます。）

備考 改正前の規定において上記のいずれの適用も受けていない場合、当社は、その契
約者がこの改正規定による基本使用料の料金種別としてＷＩＮシングルＳＳを選択
したものとして取り扱います。

附則（平成１６年１２月１０日ＯＣＴ営発第１６７２号）
この改正規定は、平成１６年１２月１３日から実施します。
ただし、料金表第１表第１（基本使用料等）に規定する海外ローミング機能に係るオプショ

ン機能使用料に関する改正規定については、平成１６年１２月１５日から実施します。

附則（平成１６年１２月１７日ＯＣＴ営発第１７３０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１６年１２月２０日から実施します。

ただし、相互接続通信の接続形態と料金の取扱いに関する規定については、平成１６年１２月
２１日から実施します。

（プリペイド電話契約者の取扱いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、当社とプリペイド電話契約を締結している者（改正前のａｕ
通信サービス契約約款第２８条の規定により、当社がプリペイド電話契約者と取り扱う者を含
みます。以下この項及び次項において「改正前契約者」といいます。）は、当社が別に定める
期日までに、プリペイド電話契約者としての届出を行っていただきます。この場合において
は、改正前契約者は、その契約者回線に接続された端末設備を持参のうえ、当社所定の書面
及び当社がその記載内容を確認するための書類として当社が別に定めるものを、そのプリペ
イド電話の契約事務を行うサービス取扱所に提出していただきます。

３ 改正前契約者（前項に基づきプリペイド契約者としての届出を行ったものを除きます。）に
ついては、この改正以後のａｕ通信サービス契約約款第３１条、第３２条、第３３条又は第６１条の
規定によらず、それぞれ改正前のａｕ通信サービス契約約款第２５条、第２６条、第２７条又は第
５６条の規定を従前のとおり適用するものとします。

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。
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附則（平成１６年１２月２７日ＯＣＴ営発第１７９０号）
この改正規定は、平成１７年１月１日から実施します。

附則（平成１７年１月２６日ＯＣＴ営発第２００３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年２月１日から実施します。

ただし、基本使用料の料金種別（プランＬＬに限ります。）及び通話料（基本使用料の料金
種別がプランＬＬのものに限ります。）に関する部分は、平成１７年２月１４日から実施します。

（第３種ａｕパケットの基本使用料に関する経過措置）
２ 第３種ａｕパケットの基本使用料については、その料金種別に応じ、平成１７年２月１日か
ら平成１７年４月３０日までの間、料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金等）第１（基
本使用料等）２（料金額）２－１－２（ａｕパケットに係るもの）（１）（一般ａｕ契約に係
るもの）の規定に代え、次表を適用するものとします。

１電話番号ごとに月額

料 金 額
区 分

税抜額

第 ＷＩＮシングルＬＬ ７，８００円
３
種 ＷＩＮシングルＬ ５，６００円
ａ
ｕ ＷＩＮシングルＭ ３，９００円
パ
ケ ＷＩＮシングルＳ ２，２５０円
ッ
ト ＷＩＮシングルＳＳ １，４００円

（空き電話番号検索サービスに関する経過措置）
３ ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除すると同時に行われたものを除きます。）と同時に
別記３（７）に規定する調査の請求を行った場合であって、平成１７年２月１日から平成１７年４
月３０日までの間に、その申込みに係る契約者回線の提供の開始があったときは、別記３（７）
ウの規定にかかわらず、料金表第４表（付随サービスに関する料金等）に規定する空き電話
番号検索手数料の支払いを要しません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年２月２４日ＯＣＴ営発第２１８２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年３月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ この改正規定実施前に、改定前の規定に基づく回収代行の取扱いを利用して行われた有料
サービスの利用又は商品の購入に関する料金の取扱いについては、なお従前のとおりとしま
す。

附則（平成１７年３月３０日ＯＣＴ営発第２３８３号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成１７年４月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年４月１５日ＯＣＴ営発第０１０６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年４月１８日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年４月１９日ＯＣＴ営発第０１２０号）
（実施時期）
１ この改正規定は平成１７年４月２０日から実施します。
（プリペイド電話契約者の取扱いに関する経過措置）
２ ＯＣＴ営発第１７３０号（平成１６年１２月１７日）の附則第２項中「当社が別に定める期日まで
に」を「平成１７年１２月３１日までに」に改めます。

３ 当社は、ＯＣＴ営発第１７３０号（平成１６年１２月１７日）附則第２項に規定する改正前契約者
が、同項に定める期日までにプリペイド契約者としての届出を行わなかった場合には、その
プリペイド電話の利用を停止することがあります。

附則（平成１７年４月２７日ＯＣＴ営発第０１９０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年４月２８日から実施します。

ただし、有料サービスの利用又は商品の購入に係る料金の合算請求の取扱い、複数回線の
利用を条件とする第３種ａｕパケットに関する基本使用料の減額適用、定額料の支払いを条
件とするパケット通信料の月極割引Ⅲの適用及び特定のパケット通信への２段階定額制の適
用に関する部分は、平成１７年５月１日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次の各号に規定する表の左欄の適用を受
けているａｕ契約者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄に定めるパケ
ット通信料の取扱いを選択したものとみなします。

改正前の規定における この改正規定における
パケット通信料の割引 パケット通信料の取扱い

定額料の支払いを条件とするパケット通信 特定のパケット通信への２段階定額制（ダ
料の月極割引Ⅲ ブル定額ライトに限ります。）

附則（平成１７年５月３０日ＯＣＴ営発第０３５３号）
この改正規定は、平成１７年６月１日から実施します。

附則（平成１７年６月１４日ＯＣＴ営発第０４５０号）
この改正規定は、平成１７年６月１６日から実施します。

附則（平成１７年６月２８日ＯＣＴ営発第０５２９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年７月１日から実施します。
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（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年７月１１日ＯＣＴ営発第０６２０号）
この改正規定は、平成１７年７月１３日から実施します。

附則（平成１７年８月１１日ＯＣＴ営発第０８０４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年８月１５日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、当社が別に定める契約に基づき一定額到達案内サービスの提
供を受けている者は、この改正規定実施の日において、料金安心サービス（通知コースであ
って、概算額の算定の対象となる通信の種類がタイプⅠのものに限ります。）の提供を受けて
いるものとみなします。

附則（平成１７年８月３１日ＯＣＴ営発第０８９３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年９月１日から実施します。

ただし、料金表第１表第１（基本使用料等）に規定する海外ローミング機能（タイプⅠの
ものであって、パケット通信に係るものに限ります。）に係るオプション機能使用料に関する
改正規定は、平成１７年９月２日から実施します。

（その他）
２ ＯＣＴ営発第１２３５号、第１２３６号（平成１３年９月１７日）の附則第５条第１項中「第１２条」を
「第１４条」に、同附則第１１条第１項中「第２９条」を「第３５条」に、ＯＣＴ営発第１６５６号（平
成１３年１１月１日）の附則第２項中「第７２条」を「第７６条」に、ＯＣＴ営発第１６５７号（平成１３
年１１月１日）の附則第２項第１号中「第７２条」を「第７６条」に、ＯＣＴ営発第２４０６号（平成
１４年２月２８日）の附則第２項中「第６３条」を「第６７条」に、ＯＣＴ営発第２５９６号、第２５９７号
（平成１５年３月２４日）の附則第３項中「第８６条」を「第８８条」に、同附則第４項中「第１２条
」を「第１４条」に、ＯＣＴ営発第１７３０号（平成１６年１２月１７日）の附則第３項中「改正後のａ
ｕ通信サービス契約約款第２５条、第２６条、第２７条又は第５６条の２の規定」を「この改正以後
のａｕ通信サービス契約約款第３１条、第３２条、第３３条又は第６１条の規定」に改めます。

附則（平成１７年９月３０日ＯＣＴ営発第１０３７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１０月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年１０月１４日ＯＣＴ営発第１１６３号）
この改正規定は、平成１７年１０月１６日から実施します。

附則（平成１７年１０月１７日ＯＣＴ営発第１１７０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１０月１９日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年１０月２７日ＯＣＴ営発第１２２２号）
この改正規定は、平成１７年１０月２８日から実施します。
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附則（平成１７年１０月２８日ＯＣＴ営発第１２３６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１１月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年１１月９日ＯＣＴ営発第１２９８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１１月１０日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年１１月１１日ＯＣＴ営発第１３１３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１１月１４日から実施します。
２ 削除
（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

４ 削除

附則（平成１７年１１月１５日ＯＣＴ営発第１３２１号）
この改正規定は、平成１７年１１月１６日から実施します。

附則（平成１７年１１月２１日ＯＣＴ営発第１３４１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１１月２２日から実施します。
２ 削除

附則（平成１７年１１月２９日ＯＣＴ営発第１３９８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１７年１２月１日から実施します。
（ＥＺｗｅｂ機能の一部廃止及び同機能に関する経過措置）

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供していたＥＺｗｅｂ機能（タイプⅠ
又はタイプⅡに係るものに限ります。）は、この改正規定の実施をもって廃止します。

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のオプション機能を選択して
いる者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄のオプション機能を選択し
たものとみなします。

改正前の規定におけるオプション機能 この改正規定におけるオプション機能

ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅢに係るもの） ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅠに係るもの）

ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅣに係るもの） ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅡに係るもの）

ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅤに係るもの） ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅢに係るもの）

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ

－ 附 ２３ －



の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１７年１２月１５日ＯＣＴ営発第１４７５号）
この改正規定は、平成１７年１２月１６日から実施します。

附則（平成１８年１月１８日ＯＣＴ営発第１６５６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年１月１９日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前のａｕ通信サービス契約約款第６１条第２項又は第３項
の規定により利用を停止されているプリペイド電話に係る契約の解除、利用停止及びプリペ
イド通話に係る前払い通話料の登録等の取扱いについては、なお従前のとおりとします。

３ 当社は、ＯＣＴ営発第１７３０号（平成１６年１２月１７日）附則第２項に規定する改正前契約者で
あって、平成１７年１２月３１日までにプリペイド契約者としての届出を行わなかったものについ
て、そのプリペイド電話の利用を停止し、又は契約を解除する場合、同附則第３項の規定に
よらず、この約款に定めるプリペイド電話契約者とみなして、この約款の第３３条、第６１条及
び第７６条を適用します。
この場合においては、通知を省略します。

４ 当社は、前項の規定によりその利用を停止したプリペイド電話に係るプリペイド電話契約
者について、その利用を停止した日から ３６５日を経過してもなお、そのプリペイド電話契約
者本人の確認ができない場合は、この約款の第３３条第２項に規定する「その事実が解消しな
い場合」に該当するものとして取り扱います。

附則（平成１８年１月３１日ＯＣＴ営発第１７５５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年２月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年２月１３日ＯＣＴ営発第１８３４号）
この改正規定は、平成１８年２月１６日から実施します。

附則（平成１８年２月１７日ＯＣＴ営発第１８７０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年２月２０日から実施します。
（オプション機能の提供に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、変更前のａｕ通信サービス契約約款の別表１（オプション機
能）に規定する留守番伝言機能、ボイスメール機能、Ｃメール機能又はｅｚｐｌｕｓ通信機
能を提供されていない契約者回線については、当社は、この約款の別記３０の規定にかかわら
ず、海外ローミング機能、ａｕ．ＮＥＴ機能及びハローメッセンジャー機能の提供に限り請
求があったものとみなして取り扱います。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年２月２８日ＯＣＴ営発第１９２６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年３月１日から実施します。
（サポートプランに関する基本使用料の減額適用に関する経過措置）
２ 削除
３ 削除

－ 附 ２４ －



（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年３月２９日ＯＣＴ営発第２１０９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年４月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年４月７日ＯＣＴ営発第０６０４１０号）
この改正規定は、平成１８年４月１０日から実施します。

附則（平成１８年４月２４日ＯＣＴ営発第０６０５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年５月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、デイタイムプランＷＩＮの取扱いに関する改正規定については、
平成１８年５月６日から実施します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１３１３号（平成１７年１１月１１日）の附則第２項（第３種ａｕデュアル又はＵＩＭ
サービスの契約者回線から行うデータ通信等に係る通話料に関する経過措置）については、
「削除」に改めます。

４ 削除

附則（平成１８年５月３０日ＯＣＴ営発第０６０６０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年６月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ 料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）第１（基本使用料等）１（適用）（９）の
４について、この改正規定実施の日から平成１８年１０月３１日までの間、次の各号のとおり取り
扱います。
（１） 同欄のアの規定にかかわらず、適用条件Ⅱを満たす場合は、本減額適用を行います。
（２） 前号のほか、同欄のイの規定にかかわらず、適用条件を満たすいずれの契約者回線又

は他網契約者回線についても、本減額適用を行うものとします。
４ ＯＣＴ営発第１９２６号（平成１８年２月２８日）の附則第３項（プリペイド電話契約手数料に関
する経過措置）については、「削除」に改めます。

附則（平成１８年６月１５日ＯＣＴ営発第０６０６１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年６月１６日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年６月２７日ＯＣＴ営発第０６０６３０号）

－ 附 ２５ －



（実施時期）
この改正規定は、平成１８年６月３０日から実施します。
ただし、料金表第１表第１（基本使用料）に規定する海外ローミング機能（タイプⅡのもの

に限ります。）に係るオプション機能使用料に関する改正規定は、平成１８年７月１日から実施し
ます。

附則（平成１８年７月２８日ＯＣＴ営発第０６０８０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年８月１日から実施します。

ただし、料金表第１表第１（基本使用料）に規定する海外ローミング機能に係るオプショ
ン機能使用料に関する改正規定は、平成１８年８月３日から実施します。

（経過措置）
２ この改正規定実施の日を含む料金月に係る前料金月からの繰越控除可能額（料金表第１表
（ａｕ通信サービスに関する料金）第２（通話料）１（適用）（１０）の２に定めるものをいい
ます。）については、同規定によらず、０円とします。

３ この改正規定実施の際現に料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）第１（基本使
用料等）１（適用）（５）の適用を受けている契約者回線又はその適用の申出を平成１８年８月
１３日までに当社が承諾した契約者回線については、料金表第１表（ａｕ通信サービスに関
する料金）第２（通話料）１（適用）（１０）のイに規定する申出があったものとして取り扱い
ます。この場合、平成１８年８月１３日を含む料金月以降の通話に関する料金について、料金表
第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）第２（通話料）１（適用）（１０）のエの規定によら
ず、その取扱いの適用の対象とします。

４ 料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）第２（通話料）１（適用）（１０）の適用を
受けている契約者回線（前項の規定により料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）
第２（通話料）１（適用）（１０）のイに規定する申出があったものとして取り扱われるものを
含みます。）について、平成１８年８月１３日以前に、その契約者からその適用を廃止する申出が
あった場合、当社は、同規定中のオ又はカによらず、平成１８年８月１３日を含む料金月の初日
に遡って同規定に定める取扱いの適用を廃止するものとし、その料金月に係る通話料につい
ては、その取扱いの適用の対象としないものとします。

（料金等の支払いに関する経過措置）
５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

６ 削除

附則（平成１８年８月１５日ＯＣＴ営発第０６０８１６号）
（実施時期）
この改正規定は、平成１８年８月１６日から実施します。

附則（平成１８年８月２５日ＯＣＴ営発第０６０９０１号）
この改正規定は、平成１８年９月１日から実施します。

附則（平成１８年９月１２日ＯＣＴ営発第０６０９１５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年９月１５日から実施します。
（オプション機能の利用に係るパケット通信料に関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成１８年１２月３１日までの間、マルチキャスト情報受信機能（タ
イプⅠに限ります。）に係るパケット通信については、この改正規定にかかわらず、料金表第
１表第３（パケット通信料）１（適用）（１）に規定するパケット通信料の支払いを要しませ
ん。

附則（平成１８年９月２８日ＯＣＴ営発第０６１００１号）
（実施時期）

－ 附 ２６ －



１ この改正規定は、平成１８年１０月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１９２６号（平成１８年２月２８日）の附則第２項については、「削除」に改めます
。

附則（平成１８年１０月１７日ＯＣＴ営発第０６１０２４号）
この改正規定は、平成１８年１０月２４日から実施します。

附則（平成１８年１０月３０日ＯＣＴ営発第０６１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年１１月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ 削除

附則（平成１８年１０月３０日ＯＣＴ営発第０６１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年１１月１日から実施します。
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。
（その他）
３ ＯＣＴ営発第２４１５号（平成１６年４月１日）の附則第５項のア中「料金（ＫＤＤＩ株式会社
が提供するローミングに係る料金を含みます。以下この欄において同じとします。）」を「料
金（ＫＤＤＩ株式会社が提供するローミングに係る料金を含み、（２４）に規定する定額対象部
分を除きます。以下この欄において同じとします。）」に改めます。

附則（平成１８年１０月３０日ＯＣＴ営発第０６１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年１１月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年１１月１０日ＯＣＴ営発第０６１１１３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１８年１１月１３日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１８年１１月２７日ＯＣＴ営発第０６１１２８号）
この改正規定は、平成１８年１１月２８日から実施します。ただし、料金安心サービスに関する改正
規定については、平成１８年１２月１日から実施します。

附則（平成１８年１２月２１日ＯＣＴ営発第０７０１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年１月１日から実施します。
（マルチキャスト情報受信機能に係るパケット通信料に関する経過措置）

－ 附 ２７ －



２ 平成１８年１２月１日から平成１９年９月３０日までの間に、マルチキャスト情報受信機能（タイ
プⅠに限ります。）の利用に係る請求を行ったａｕ契約者は、その請求がこの機能を廃止した
後に再び利用するためのものでない限り、料金表第１表第３（パケット通信料）１（適用）
（１）の規定によるほか、その請求を行った日を含む料金月の翌料金月についても、この機能
に係るパケット通信に関する料金の支払いを要しません。

附則（平成１９年１月３０日ＯＣＴ営発第０７０２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年２月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（包括回線グループに関する経過措置）
３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定に定める包括回線グループに所属していた契約
者回線は、改正後の別記３６に定める包括的管理の取扱いの適用を受けるものとします。

附則（平成１９年２月９日ＯＣＴ営発第０７０２１３号）
この改正規定は、平成１９年２月１３日から実施します。

附則（平成１９年２月２８日ＯＣＴ営発第０７０３０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年３月１日から実施します。
（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ 平成１９年３月１日から平成１９年４月３０日までの間にａｕ契約（契約変更により締結される
ものを除きます。）を締結し当社がａｕサービスの提供を開始した場合であって、そのａｕサ
ービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月の末日までに、当社が別表１（オプショ
ン機能）に規定する呼出音設定機能の提供を開始したときは、契約者は、第７０条第１項の規
定にかかわらず、当社がそのオプション機能の提供を開始した日を含む料金月及びその翌料
金月について、そのオプション機能使用料の支払いを要しません。

（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年３月１４日ＯＣＴ営発第０７０３１９号）
この改正規定は、平成１９年３月１９日から実施します。

附則（平成１９年３月２８日ＯＣＴ営発第０７０４０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年４月１日から実施します。

ただし、位置情報検索サービス及び端末設備ロックサービスに関する改正規定は、平成１９
年４月５日から実施します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（位置情報検索機能手数料の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施の日から平成１９年７月３１日までに、ａｕ契約者は、別記３（１４）に定める
位置情報検索サービスにより、移動無線装置の位置情報を検索し、その結果の通知を受け取
った場合であって、その料金月における結果の通知の回数が１０回目までのときは、別記３（１
４）の規定にかかわらず、位置情報検索手数料の支払いを要しません。

附則（平成１９年５月８日ＯＣＴ営発第０７０５１４号）
（実施時期）

－ 附 ２８ －



１ この改正規定は、平成１９年５月１４日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年５月１１日ＯＣＴ営発第０７０５２２号）
この改正規定は、平成１９年５月２２日から実施します。

附則（平成１９年６月１９日ＯＣＴ営発第０７０６２０号）
この改正規定は、平成１９年６月２０日から実施します。

附則（平成１９年６月２０日ＯＣＴ営発第０７０６２１号）
この改正規定は、平成１９年６月２１日から実施します。
ただし、ビジネスメッセンジャー機能に関する改正規定は、平成１９年７月１日から実施しま

す。

附則（平成１９年６月２８日ＯＣＴ営発第０７０７０１号）
この改正規定は、平成１９年７月１日から実施します。

附則（平成１９年７月１０日ＯＣＴ営発第０７０７１１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年７月１１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年７月１３日ＯＣＴ営発第０７０７１７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年７月１７日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年７月１９日ＯＣＴ営発第０７０７２０号）
この改正規定は、平成１９年７月２０日から実施します。

附則（平成１９年７月２０日ＯＣＴ営発第０７０７３１号）
この改正規定は、平成１９年７月３１日から実施します。

附則（平成１９年７月３１日ＯＣＴ営発第０７０８０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年８月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年８月３１日ＯＣＴ営発企第０７０９０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年９月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

－ 附 ２９ －



附則（平成１９年９月２７日ＯＣＴ営発第０７１００１号）
この改正規定は、平成１９年１０月１日から実施します。

附則（平成１９年９月２７日ＯＣＴ営発第０７１００９号）
この改正規定は、平成１９年１０月９日から実施します。

附則（平成１９年９月２７日ＯＣＴ営発第０７１０１６号）
この改正規定は、平成１９年１０月１６日から実施します。

附則（平成１９年１０月３１日ＯＣＴ営発第０７１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年１１月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年１１月９日ＯＣＴ営発第０７１１１２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年１１月１２日から実施します。
（基本使用料の料金種別に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の適用を受けている者は、こ
の改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄の適用を受けているものとみなします。

コミコミデイタイムＷＩＮ デイタイムＬ

デイタイムプランＷＩＮ デイタイムＳ

３ この改正規定実施の際現に、次表に定める基本使用料の料金種別を選択している場合の料
金その他の提供条件については、この約款の規定によるほか、附則別紙１のとおりとします。

基本使用料の料金種別 標準プラン、ちょっとコール、コミコミコールスーパー、コミコ
ミコールジャンボ、コミコミコールＬ、コミコミコールＳ、デイ
タイムプランＫＯ、コミコミＯｎｅビジネス、コミコミＯｎｅス
タンダード、コミコミＯｎｅエコノミー、コミコミＯｎｅライト
、コミコミＯｎｅオフタイム、デイタイムプランＥＮ、コミコミ
デイタイム

（シンプルプランに関する経過措置）
４ 料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）第１（基本使用料等）１（適用）（３）の
エに規定する特定端末設備の購入は、平成１９年１１月１２日以降に当社が別に定めるサービス取
扱所において行われたものに限ります。

（契約解除料に関する経過措置）
５ 料金表第１表第４（契約解除料）１（適用）（２）の規定によるほか、当社が別に定めるサ
ービス取扱所において特定端末設備を購入するに際し、購入サポートの適用を受けない契約
者回線についても、この改正規定実施の日から平成２０年１１月３０日までの間、契約解除料の支
払いを要しません。

６ 削除
（ａｕサービスの継続的利用に対する補助金の支給に関する取扱いに関する経過措置）
７ 別記３７の（４）の規定によるほか、この改正規定実施の際現にａｕサービスを利用している
ａｕ契約者は、その契約者回線に関して当社が別に定めるサービス取扱所において端末設備
を購入した日を含む料金月から起算し、６料金月（一時休止日を含む料金月の翌料金月から

－ 附 ３０ －



再利用開始日を含む料金月までの月数を除いた月数とします。）を経過していない場合、その
契約者回線について購入サポートの適用を受けることはできません。
（料金等の支払いに関する経過措置）

８ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年１１月２８日ＯＣＴ営発第０７１１３０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年１１月３０日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成１９年１１月３０日ＯＣＴ営発第０７１２０３号）
この改正規定は、平成１９年１２月３日から実施します。

附則（平成１９年１２月１８日ＯＣＴ営発第０７１２２２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成１９年１２月２２日から実施します。
（ＷＩＮシングル定額に関する経過措置）
２ 料金表第１表（ａｕ通信サービスに関する料金）第１（基本使用料等）１（適用）（２）の
キに規定する特定端末設備の購入は、平成１９年１１月１２日以降に当社が別に定めるサービス取
扱所において行われたものに限ります。

３ この改正規定実施の日から平成２１年１月末日までの間に、料金表第１表第１（基本使用料
等）１（適用）（２）の規定に基づき、ＷＩＮシングル定額フルサポートを選択することとな
る契約者回線に係る基本使用料の料金種別については、その規定によらず、次のとおり取り
扱います。
（１） その契約者回線が、購入サポートの適用を受けたものである場合、その購入サポート

に係るフルサポート最小期間内であっても、ＷＩＮシングル定額シンプルを適用するも
のとします。

（２） （１）以外の場合は、この改正規定実施の日から平成２１年１月末日までの間、ＷＩＮシ
ングル定額シンプルを適用するものとします。

附則（平成１９年１２月２８日ＯＣＴ営発第０８０１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年１月１日から実施します。

ただし、プリペイド電話に関するユニバーサルサービス料に関する改正規定は、平成２０年
１月１６日から実施します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成２０年１月２３日ＯＣＴ営発第０８０１２９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年１月２９日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成２０年１月２８日ＯＣＴ営発第０８０２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年２月１日から実施します。

－ 附 ３１ －



（基本使用料等の支払いに関する経過措置）
２ 平成２０年２月１日から平成２０年３月３１日までの間に、当社がａｕサービスの提供を開始し
た場合（そのａｕ契約が契約変更により締結される場合及びそのａｕサービスの提供を開始
した日（以下、この附則において「ａｕサービス開始日」といいます。）を含む料金月におい
て、ａｕ契約の解除又はａｕサービスの利用の一時休止があった場合を除きます。）であって、
ａｕサービス開始日を含む料金月の末日までに料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）
（５）に規定する割引の適用の申出があったときは、当社は、ａｕサービス開始日を含む料金
月以降において、そのａｕサービスの契約者回線について、料金表第１表第１（基本使用料
等）の規定により支払を要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを除き、
料金表第１表第１（基本使用料等）第１（適用）（９）の５の適用を受けている契約者回線に
ついては、その適用を受ける前の額とします。）のうち、税抜額 ３，０００円を、当社が別に定め
る方法により一括又は分割で控除する取扱いを行います。
ただし、ａｕサービス開始日を含む料金月の末日において、料金表第１表第１（基本使用

料等）１（適用）（５）の規定によりその契約者回線が属する割引選択回線群を構成する契約
者回線及び他網契約者回線の数が２未満である場合は、この限りでありません。

３ 前項の取扱いにおいて、分割で控除することにより、翌料金月において控除されることと
なる額（以下、この附則において「翌月控除額」といいます。）が生じる場合であっても、そ
の料金月においてａｕ契約の解除又はａｕサービスの利用の一時休止があったときは、翌月
控除額は０円とします。

４ 平成２０年１月１日から平成２０年３月３１日までの間に、当社がａｕサービス（第３種ａｕパ
ケットであって、その基本使用料の料金種別がＷＩＮシングル定額のものに限ります。）の提
供を開始した場合（そのａｕ契約が契約変更により締結される場合及びそのａｕサービスの
提供を開始した日（以下、この附則において「ａｕサービス開始日」といいます。）を含む料
金月において、ａｕ契約の解除又はａｕサービスの利用の一時休止があった場合を除きます。）
であって、ａｕサービス開始日を含む料金月の末日までに、料金表第１表第１（基本使用料
等）第１（適用）（９）の２に規定する取扱いの申込みがあったときは、当社は、ａｕサービ
ス開始日を含む料金月の翌料金月から起算し、３料金月の間（以下、この附則において「控
除対象期間」といいます。）、そのａｕサービスの契約者回線（料金表第１表第１（基本使用
料等）第１（適用）（９）の５の適用を受けているものを除きます。）について、料金表第１表
第１（基本使用料等）の規定により支払を要することとされる額（オプション機能使用料に
係るものを除きます。）のうち、１の料金月ごとに税抜額 １，８００円を控除する取扱いを行いま
す。

５ 前項の規定にかかわらず、控除対象期間内に、ａｕ契約の解除、ａｕサービスの利用の一
時休止又は料金表第１表第１（基本使用料等）第１（適用）（９）の２に規定する取扱いを廃
止することとなる申出があったときは、その申出があった日を含む料金月以降、その控除の
取扱いを行いません。

附則（平成２０年２月１２日ＯＣＴ営発第０８０２１９号）
この改正規定は、平成１０年２月１９日から実施します。

附則（平成２０年２月２７日ＯＣＴ営発第０８０３０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１を含みます。）は、平成２０年３月１日から実施します。
（海外ローミング機能に係るオプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２０年３月１４日までの間、料金表第１表第１（基本使用料等）
に規定する海外ローミング機能（タイプⅠに限ります。）に係るオプション機能使用料（パケ
ット通信に係るものに限ります。）について、料金表第１表第１（基本使用料等）２（料金額）
の規定に代え、１課金対象パケットごとに０．３５円を適用します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

－ 附 ３２ －



附則（平成２０年３月５日ＯＣＴ営発第０８０３０６号）
この改正規定は、平成１０年３月６日から実施します。

附則（平成２０年３月１４日ＯＣＴ営発第０８０３１５号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１を含みます。）は、平成２０年３月１５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（平成２０年３月１８日ＯＣＴ営発第０８０３２０号）
この改正規定は、平成２０年３月２０日から実施します。

附則（平成２０年３月１８日ＯＣＴ営発第０８０３２５号）
この改正規定は、平成２０年３月２５日の午前１０時から実施します。

附則（平成２０年３月２７日ＯＣＴ営発第０８０４０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年４月１日から実施します。
（基本使用料等の支払いに関する経過措置）
２ 平成２０年４月１日から平成２０年５月１１日までの間に、当社がａｕサービスの提供を開始し
た場合（そのａｕ契約が契約変更により締結される場合及びそのａｕサービスの提供を開始
した日（以下、この附則において「ａｕサービス開始日」といいます。）を含む料金月におい
て、ａｕ契約の解除又はａｕサービスの利用の一時休止があった場合を除きます。）であって、
ａｕサービス開始日を含む料金月の末日までに料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）
（５）に規定する割引の適用の申出があったときは、当社は、ａｕサービス開始日を含む料金
月以降において、そのａｕサービスの契約者回線について、料金表第１表第１（基本使用料
等）の規定により支払を要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを除き、
料金表第１表第１（基本使用料等）第１（適用）（９）の５の適用を受けている契約者回線に
ついては、その適用を受ける前の額とします。）のうち、税抜額 ３，０００円を、当社が別に定め
る方法により一括又は分割で控除する取扱いを行います。
ただし、ａｕサービス開始日を含む料金月の末日において、料金表第１表第１（基本使用

料等）１（適用）（５）の規定によりその契約者回線が属する割引選択回線群を構成する契約
者回線及び他網契約者回線の数が２未満である場合は、この限りでありません。

３ 前項の取扱いにおいて、分割で控除することにより、翌料金月において控除されることと
なる額（以下、この附則において「翌月控除額」といいます。）が生じる場合であっても、そ
の料金月においてａｕ契約の解除又はａｕサービスの利用の一時休止があったときは、翌月
控除額は０円とします。

附則（ＯＣＴ営発第０８０５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年５月１日から実施します。

ただし、契約解除料の支払義務の免除に関する改正規定は、平成２０年５月１２日から実施し
ます。

（繰越控除可能額に係る通話料の減額適用に関する経過措置）
２ この改正規定実施の日を含む料金月においては、その料金月の前料金月の末日において障
害者用の基本使用料の適用を受ける契約者回線に係る前料金月からの繰越控除可能額を０円

と します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

－ 附 ３３ －



附則（ＯＣＴ営発第０８０５１５号）
この改正規定は、平成２０年５月１５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０６０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年６月１日から実施します。
（ＥＺｗｅｂ機能の一部廃止及び同機能に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供していたＥＺｗｅｂ機能（タイプⅠ
に係るものに限ります。）は、この改正規定の実施をもって廃止します。

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のオプション機能を選択して
いる者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄のオプション機能を選択し
たものとみなします。

改正前の規定におけるオプション機能 この改正規定におけるオプション機能

ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅡに係るもの） ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅠに係るもの）

ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅢに係るもの） ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅡに係るもの）

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０８０６１０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年６月１０日から実施します。
（基本使用料等、通話料又はパケット通信料の適用に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の規定の適用を受けている契
約者回線（この改正規定実施の際現に、改正前の規定により同規定の適用を受けている契約
者回線が属する割引選択回線群を指定して同規定の適用を受けようとする契約者回線を含み
ます。）については、それぞれ改正後の同規定のア中同表の中央欄の語句を同表の右欄の語句
のとおり読み替えるものとします。
ただし、その契約者回線について読み替え前の同規定を適用することを当社が承諾した場

合は、この限りでありません。

規定 読み替え前 読み替え後

料金表第１表第１（基本料 シンプルプランＬ若しくはシ シンプルプランのもの
使用料等）１（適用）（６） ンプルプランＳのもの

料金表第１表第１（基本料 シンプルプランＬ、シンプル シンプルプラン又はＷＩＮシ
使用料等）１（適用）（９） プランＳ又はＷＩＮシングル ングル定額のもの
の５ 定額のもの

料金表第１表第２（通話料 シンプルプランＬ若しくはシ シンプルプランのもの
）１（適用）（１５）に規定す ンプルプランＳのもの
る割引

料金表第１表第２（通話料 シンプルプランＬ又はシンプ シンプルプランのもの
）１（適用）（２３） ルプランＳのもの

料金表第１表第３（パケッ シンプルプランＬ、シンプル シンプルプラン又はＷＩＮシ
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ト通信料）１（適用）（１０） プランＳ又はＷＩＮシングル ングル定額のもの
定額のもの

（契約解除料に関する経過措置）
３ 料金表第１表第４（契約解除料）１（適用）（２）の規定によるほか、当社が別に定めるサ
ービス取扱所において特定端末設備を購入するに際し、購入サポートの適用を受けた契約者
回線であって、その基本使用料の料金種別がシンプルプラン（プランＬＬシンプル、プラン
Ｌシンプル、プランＭシンプル、プランＳシンプル、プランＳＳシンプル、デイタイムＬシ
ンプル又はデイタイムＳシンプルに限ります。）のものについては、この改正規定実施の日か
ら平成２０年１１月３０日までの間、契約解除料の支払いを要しません。

（料金その他の債務の書面による請求に関する取扱いに関する経過措置）
４ ＯＣＴ営発第０７１１１２号（平成１９年１１月９日）の附則第６項については、「削除」に改めます。
（料金等の支払いに関する経過措置）
５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０８０６２５号）
この改正規定は、平成２０年６月２５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０７０１号）
この改正規定は、平成２０年７月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０７０４号）
この改正規定は、平成２０年７月４日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０７０８号）
この改正規定は、平成２０年７月８日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０７１６号）
この改正規定は、平成２０年７月１６日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０７２３号）
この改正規定は、平成２０年７月２３日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０８０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年８月１日から実施します。
（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ 削除

附則（ＯＣＴ営発第０８０９０１号）
この改正規定は、平成２０年９月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８０９１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は平成２０年９月１６日から実施します。

ただし、別表１（オプション機能）１２欄に関する改正規定は、平成２０年９月１日から実施
します。

（経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
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の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０８１００１号）
この改正規定は、平成２０年１０月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８１０１０号）
この改正規定は、平成２０年１０月１０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０８１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は平成２０年１１月１日から実施します。
（附則別紙に関する経過措置）
２ ＯＣＴ営発第２４１５号（平成１６年４月１日）の附則第５項表中、ＯＣＴ営発第０７１１１２号（平
成１９年１１月１２日）の附則第３項中、ＯＣＴ営発第０８０３０１号（平成２０年２月２７日）の附則第１
項中、ＯＣＴ営発第０８０３１５号（平成２０年３月１４日）の附則第１項中、ＯＣＴ営発第０８０８０１号
の附則第３項中「附則別紙」とあるのをそれぞれ「附則別紙１」に改めます。

（基本使用料の料金種別に関する経過措置）
３ この改正規定実施の際限に、次表に定める基本使用料の料金種別を選択している場合の料
金その他の提供条件については、この約款の規定によるほか、附則別紙２のとおりとします。

基本使用料の料金種別 シンプルプランＬ、シンプルプランＳ

（満１８歳に満たない契約者のＥＺｗｅｂ機能の利用に係る経過措置）
４ ａｕサービスの契約者回線（平成２０年１月３１日終了時において、別表１（オプション機能
）５欄（ＥＺｗｅｂ機能）に定めるＥＺｗｅｂ機能の提供を受けているものであって、同欄
の備考（１１）に定める取扱い（以下この欄において「本取扱い」といいます。）の適用を受け
ていないものに限ります。）について、その契約者（平成２１年２月２８日において満１８歳に満た
ないものに限ります。）は、平成２１年１月３１日までに、当社に対し、本取扱いの適用の要否
についての意思表示を行っていただきます。
ただし、平成２０年２月１日以降、その契約者が親権者又は後見人の同意を得て本取扱いを

適用しない旨の意思表示を行った場合は、この限りでありません。
５ 契約者が、前項に定める本取扱いの適用の要否についての意思表示を行うにあたり、本取
扱いを適用しない旨の意思表示を行う場合は、その親権者又は後見人の同意を得ていただき
ます。

６ 契約者が第４項に定める本取扱いの適用の要否についての意思表示を行わない場合、当社
は、その契約者が、本取扱い（その契約者の年齢に応じ、当社が別に定める種類のものとし
ます。）を適用する旨の請求があったものとみなして取り扱うこととし、平成２１年２月１日か
ら平成２１年２月２８日までの間で当社が別に定める日から、その適用を開始します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０８１２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２０年１２月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙を含みます。）は、平成２１年２月１日から実施します。
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ただし、番号変換機能に関する改正規定は、平成２１年４月１５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ 削除

附則（ＯＣＴ営発第０９０２０９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年２月９日から実施します。

ただし、別記３（６）に関する改正規定は、平成２１年２月１７日から実施します。
（ワイドサポートの対象者に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（９）の４に規
定する対象者である者は、この改正規定実施の日以降、登録利用者として取り扱います。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０３０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年３月１日から実施します。
（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ 平成２１年３月１日から平成２１年９月３０日までの間に、当社が別表１（オプション機能）に
規定する呼出音設定機能の提供を開始したときは、契約者は、第７０条第１項の規定にかかわ
らず、当社がそのオプション機能の提供を開始した日を含む料金月及びその翌料金月につい
て、そのオプション機能使用料の支払いを要しません。
ただし、その契約者回線について呼出音設定機能の提供を受けたことがある場合は、この

限りでありません。
（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０３１５号）
この改正規定は、平成２１年３月１５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０９０４０１号）
この改正規定は、平成２１年４月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０９０５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年５月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０５１１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１を含みます。）は、平成２１年５月１１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０６０１号）
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（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年６月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０６１０号）
この改正規定は、平成２１年６月１０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０９０６１６号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙２を含みます。）は、平成２１年６月１６日から実施します。
（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年６月３０日までの間、第７０条第１項の規定にかかわらず、
別表１（オプション機能）に規定するＷｉ－Ｆｉ ＷＩＮ機能に係るオプション機能使用料
の支払いを要しません。

３ この改正規定実施の日から平成２２年５月３１日までの間、料金表第１（基本使用料等）２（
料金額）の規定にかかわらず、ｗｅｂフィルタリング・カスタマイズ機能の利用に係る加算
額の支払いを要しません。

附則（ＯＣＴ営発第０９０７０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年７月１日から実施します。

ただし、第３（パケット通信料）１（適用）（８）に規定する特定のパケット通信への２段
階定額制の適用に関する改正規定に関する改正規定及び第２（通話料）１（適用）（２５）に規
定する特定電話番号への通話料の月極割引Ⅱの適用に関する改正規定（附則別紙１、附則別
紙２を含みます。）は、平成２１年８月１日から実施します。

（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ 削除

附則（ＯＣＴ営発第０９０７１５号）
この改正規定は、平成２１年７月１５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０９０８０１号）
この改正規定は、平成２１年８月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０９０８０３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年８月３日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０８１０号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１、附則別紙２を含みます。）は、平成２１年８月１０日から実施しま
す。

（基本使用料の料金種別に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際限に、次表に定める基本使用料の料金種別を選択している場合の料
金その他の提供条件については、この約款の規定によるほか、附則別紙１のとおりとします。
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基本使用料の料金種別 サポートプラン

３ 削除

附則（ＯＣＴ営発第０９０９０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１、附則別紙２を含みます。）は、平成２１年９月１日から実施しま
す。

（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９０９１５号）
この改正規定は、平成２１年９月１５日から実施します。
ただし、この改正規定中、保留転送機能に関する改正規定については、平成２１年１０月１日か

ら実施します。

附則（ＯＣＴ営発第０９０９２８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年９月２８日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９１００１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年１０月１日から実施します。
（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ 平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日までの間に、当社が別表１（オプション機能）に
規定する呼出音設定機能の提供を開始したときは、契約者は、第７０条第１項の規定にかかわ
らず、当社がそのオプション機能の提供を開始した日を含む料金月及びその翌料金月につい
て、そのオプション機能使用料の支払いを要しません。
ただし、その契約者回線について呼出音設定機能の提供を受けたことがある場合は、この

限りでありません。
（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９１０３１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１、附則別紙２に係るものを含みます。）は、平成２１年１０月３１日か
ら実施します。

（ビジネスメッセンジャー機能に関する経過措置）
２ 削除
３ 削除
４ 削除
５ 削除
（料金等の支払に関する経過措置）
６ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。
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附則（ＯＣＴ営発第０９１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年１１月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９１１０９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２１年１１月９日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第０９１２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１に係るものを含みます。）は、平成２１年１２月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年１月１日から実施します。
（基本使用料等の支払いに関する経過措置）
２ 平成２２年１月１日から平成２２年５月９日までの間に、当社のＦＴＴＨサービス契約約款に
定めるＦＴＴＨ電話契約若しくはインターネット契約又はＫＤＤＩ株式会社のＦＴＴＨサー
ビス契約約款に定めるＦＴＴＨ電話契約若しくはインターネット契約（タイプⅠ（カテゴリ
ーⅢのものに限ります。）のものを除きます。）の申込み（下表に定めるものを除きます。）があ
り、当社又はＫＤＤＩ株式会社が承諾した場合、ＫＤＤＩ株式会社の「ＫＤＤＩまとめて請
求」に係る取扱い規約により、その料金その他債務がそのＦＴＴＨ接続回線に係るＦＴＴＨ
サービスの料金その他債務と合わせてＫＤＤＩまとめて請求の取扱いにより請求されること
となるａｕサービス（第４種ａｕパケットを除きます。）の契約者回線（その契約者名義が法
人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。）以外であるものに限ります。）につ
いて、下表に定める料金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払
いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを除きます。以下「控除対象
額」といいます。）のうち、税抜額 ３７２円（控除対象額が税抜額 ３７２円に満たない場合は、控
除対、象額とします。）を控除する取扱いを行います。
ただし、ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項又はＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項の適

用を受ける契約者回線については、この限りでありません。

申込み ア その申込みにより新たにＦＴＴＨ接続回線を設置することとならないも
の。

イ ＫＤＤＩ株式会社のＦＴＴＨサービス契約約款料金表第４（手続きに関
する料金及び工事費）１（適用）の１）欄のウ又は４）欄のイの適用を受ける
こととなる申込み。

ウ ＫＤＤＩ株式会社のＦＴＴＨサービス契約約款の附則（平成２１年１２月９
日）第２項又は第３項の適用を受けることとなる申込み。

料金月 そのＦＴＴＨ接続回線に係るＦＴＴＨサービスの提供が開始された日を含む
料金月の翌料金月（その月が平成２２年６月以前の場合は、平成２２年７月とし
ます。）から平成２３年６月までの各料金月であって、そのａｕサービスの契約
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者回線及びそのＦＴＴＨ接続回線について、ＫＤＤＩまとめて請求の取扱い
による請求が行われることとなる料金その他債務が生じた月。

（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００１１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年１月１６日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１００１０１号の附則第２項中「ＫＤＤＩ株式会社のＦＴＴＨサービス契約約款に
定めるＦＴＴＨ電話契約又はインターネット契約（タイプⅠ（カテゴリーⅢのものに限りま
す。）のものを除きます。）の申込み（下表に定めるものを除きます。）があり、ＫＤＤＩ株式会
社が承諾した場合、」を「当社のＦＴＴＨサービス契約約款に定めるＦＴＴＨ電話契約若し
くはインターネット契約又はＫＤＤＩ株式会社のＦＴＴＨサービス契約約款に定めるＦＴＴ
Ｈ電話契約若しくはインターネット契約（タイプⅠ（カテゴリーⅢのものに限ります。）のも
のを除きます。）の申込み（下表に定めるものを除きます。）があり、当社又はＫＤＤＩ株式会
社が承諾した場合、」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１００２０１号）
この改正規定は、平成２２年２月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００２０９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年２月９日から実施します。
（基本使用料等の支払に関する経過措置）
２ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める基本使用料の減額適用を行います。

（１） 学生である ア 学生であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下この附
ことを条件と 則において「本減額適用Ⅰ」といいます。）とは、平成２２年２月９日
する基本使用 から平成２２年５月９日までの間（以下この附則において「申出対象
料の減額適用 期間」といいます。）に、ａｕ契約者からの申出があり、当社が承諾

した場合、そのａｕサービスの契約者回線について、次表に定める
料金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により
支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るもの
を除きます。以下この（１）欄において「控除対象額」といいます。）
のうち、次表に定める控除額（控除対象額が控除額に満たない場合
は、控除対象額とします。）を控除する取扱いを行うことをいいます
。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金
月（以下この欄において「適用承諾月」といいます
。）の翌料金月から起算し、３６料金月が経過するまで
の各料金月であって、その契約者回線について、次
欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用条件 （ア） 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用
）（３）に規定する障害者用の基本使用料の適用
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又は（３）の２の適用を受けていること。
（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＥ、プラ

ンＦ（ＩＳ）、プランＥシンプル、プランＦ（
ＩＳ）シンプル又はプランＺシンプルを選択し
ていること。

控除額 （ア） 基本使用料の料金種別とし 税抜額 ３７２円
てプランＥ又はプランＥシン
プルを選択しているとき。

（イ） 基本使用料の料金種別とし 税抜額 ８７２円
てプランＦ（ＩＳ）又はプラ
ンＦ（ＩＳ）シンプルを選択
しているとき。

（ウ） 基本使用料の料金種別とし 税抜額 ４６７円
てプランＺシンプルを選択し
ているとき。

イ 本減額適用Ⅰは、ａｕサービス（第３種ａｕデュアル又はＵＩＭ
サービスに限ります。）の契約者回線であって、その契約者（そのａ
ｕ契約について利用者登録が行われているときは、登録利用者とし
ます。）が学生であるものに限り、申し出ることができます。

ウ 当社は、イに規定する申出があった契約者回線に係る対象名義（
契約者名義（利用者登録が行われているときは、登録利用者の名義
とします。）とします。以下この附則において同じとします。）が、当
社との間で締結している若しくは締結していた他のａｕ契約（その
契約者回線について、本減額適用Ⅰの申出又は（２）に定める本減額
適用Ⅱの申出を当社が承諾したものに限ります。）の対象名義又はＫ
ＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していたａｕ契
約（その他網契約者回線について、ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款
附則に定める学生であることを条件とする基本使用料の減額適用の
申出又は学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用
の申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾したものに限ります。）の対象名義
と同一であるときは、その申出を承諾しません。

エ 当社は、次に該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める３６
料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅰを廃止します。
（ア） ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） 削除
（カ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅰを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その廃止日を含む料金月までの
廃止したとき。 基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。
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２ 定期ａｕ契約の更新日を含 ａｕ契約の解除があった日又は
む料金月にａｕ契約の解除（ ａｕサービスの利用の一時休止
ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約 があった日を含む料金月の前料
款に定める定期ＬＴＥ契約に 金月までの基本使用料について
限ります。）への契約移行に係 、本減額適用Ⅰの対象とします
るものを除きます。）又はａｕ 。
サービスの利用の一時休止が
あったとき。

カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において
同表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満
たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りしま
す。

キ 契約者は、本減額適用Ⅰの可否を判断するために、その契約者回
線に係る情報（本減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります。）を、
当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。

ク 当社は、本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除
（ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るも
のに限ります。）への契約移行に係るものに限ります。）があった場合
、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係るａｕ（ＬＴ
Ｅ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります
。）から次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は
、その料金額とします。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める期間が経過するまでの各料金月であって
次欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用承諾月の翌料金月から起算して、契約移行
のあった日を含む料金月の前料金月までの月数
を、３６料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定め
る定期ＬＴＥ契約であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約
款に定めるＬＴＥプランを選択していること。

控除額 税抜額 ４６７円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
について、ＬＴＥ約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
についてａｕ契約への契約移行があったときは、その契約移行があ
った日を含む料金月以降のそのａｕ契約について、適用承諾月から
継続してアに定める取扱いを受けているものとみなしてアからキの
規定を適用します。

（２） 学生の家族 ア 学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下
であることを この附則において「本減額適用Ⅱ」といいます。）とは、申出対象期
条件とする基 間に、ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除すると同時に行われ
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本使用料の減 たものを除きます。）と同時に申出があり、当社が承諾した場合、そ
額適用 のａｕサービスの契約者回線について、（１）のアの表に定める料金

月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払
いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを除
きます。以下この（２）欄において「控除対象額」といいます。）のう
ち、（１）のアの表に定める控除額（控除対象額が控除額に満たない
場合は、控除対象額とします。）を控除する取扱いを行うことをいい
ます。

イ 本減額適用Ⅱは、ａｕサービス（第３種ａｕデュアル又はＵＩＭ
サービスに限ります。）の契約者回線であって、アに定めるａｕ契約
の申込と同時に、料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（
５）に規定する割引の適用の申出（その契約者が指定する割引選択
回線群に、（１）に定める本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した契約
者回線又はＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款附則に定める学生である
ことを条件とする基本使用料の減額適用の申出をＫＤＤＩ株式会社
が承諾した他網契約者回線が含まれるものに限ります。）があったも
のに限り、申し出ることができます。。

ウ 当社は、イに規定する申出があった契約者回線に係る対象名義が
、当社との間で締結している若しくは締結していた他のａｕ契約（
その契約者回線について、本減額適用Ⅰの申出又は（２）に定める本
減額適用Ⅱの申出を当社が承諾したものに限ります。）の対象名義又
はＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していたａ
ｕ契約（その他網契約者回線について、ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ
約款附則に定める学生であることを条件とする基本使用料の減額適
用の申出又は学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額
適用の申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾したものに限ります。）の対象
名義と同一であるときは、その申出を承諾しません。

エ 当社は、次に該当する場合には、（１）のアの表の料金月の欄に定
める３６料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅱを廃止します
。
（ア） ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） 削除
（カ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅱを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その廃止日を含む料金月までの
廃止したとき。 基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。

２ 定期ａｕ契約の更新日を含 ａｕ契約の解除があった日又は
む料金月にａｕ契約の解除（ ａｕサービスの利用の一時休止
ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約 があった日を含む料金月の前料
款に定める定期ＬＴＥ契約に 金月までの基本使用料について
限ります。）への契約移行に係 、本減額適用Ⅱの対象とします
るものを除きます。）又はａｕ 。

－ 附 ４４ －



サービスの利用の一時休止が
あったとき。

カ 当社は、アに規定する控除額について、その料金月において（１）
欄のアの表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条
件を満たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割
りします。

キ 契約者は、本減額適用Ⅱの可否を判断するために、その契約者回
線に係る情報（本減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります。）を、
当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。

ク 当社は、本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除
（ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るも
のに限ります。）への契約移行に係るものに限ります。）があった場合
、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係るａｕ（ＬＴ
Ｅ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります
。）から次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は
、その料金額とします。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める期間が経過するまでの各料金月であって
次欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用承諾月（（１）欄のアの表に定める適用承諾
月をいいます。以下この欄において同じとしま
す。）の翌料金月から起算して、契約移行のあっ
た日を含む料金月の前料金月までの月数を、３６
料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定め
る定期ＬＴＥ契約であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約
款に定めるＬＴＥプランを選択していること。

控除額 税抜額 ４６７円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
について、ＬＴＥ約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
についてａｕ契約への契約移行があったときは、その契約移行があ
った日を含む料金月以降のそのａｕ契約について、適用承諾月から
継続してアに定める取扱いを受けているものとみなしてアからキの
規定を適用します。

（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
４ ＯＣＴ営発第１００１０１号の附則第２項の後に次のように加えます。

ただし、ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項の適用を受ける契約者回線については、この
限りでありません。

－ 附 ４５ －



附則（ＯＣＴ営発第１００２１８号）
この改正規定は、平成２２年２月１８日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００３０１号）
この改正規定は、平成２２年３月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００３１４号）
この改正規定は、平成２２年３月１４日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００３２６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年３月２６日から実施します。
（その他）
２ ＯＣＴ営発第０９１０３１号の附則第２項から第５項については、「削除」に改めます。
（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００４１５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年４月１５日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００４２２号）
この改正規定は、平成２２年４月２２日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００４２３号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙２を含みます。）は、平成２２年４月２３日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第２０１００５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年５月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ

の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００５１０号）
この改正規定は、平成２２年５月１０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００５２５号）
この改正規定は、平成２２年５月２５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００６０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１を含みます。）は、平成２２年６月１日から実施します。
（ＩＳ ＮＥＴ機能に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅡに限ります。）の提供を受けている

－ 附 ４６ －



契約者回線について、この改正規定の実施の日において、ＩＳ ＮＥＴ機能の請求があった
ものとみなして取り扱います。

（パケット通信料に関する経過措置）
３ この改正規定実施の日から平成２２年１１月３０日までの間、料金表第３（パケット通信料）１
（適用）（３）の６、（３）の１１、（８）又は（８）の２の適用を受けている契約者回線から行った
パケット通信（ＫＤＤＩ株式会社が提供するローミングに係るものを含み、通信の料金をそ
の通信の相手先に課金する取扱いを受けたものを除きます。）であって、当社が別に定める接
続先との間で行ったものに係る料金について、同（３）の６、（３）の１１、（８）又は（８）の２の
規定にかかわらず、同欄のＥＺｗｅｂ機能に係るパケット通信に係る料金と同様に取り扱い
ます。

（料金等の支払に関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００６２４号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙２を含みます。）は、平成２２年６月２４日から実施します。
（パケット通信料に関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年５月３１日までの間、第４種ａｕパケットの契約者回線
（基本使用料の料金種別がＰＨＯＴＯ－Ｕプランのものに限ります。）の契約者は、第７９条第
２項の規定にかかわらず、その契約者回線からのパケット通信（当社が別に定める接続先と
の間のものに限ります。）に関する料金（ＫＤＤＩ株式会社が提供するローミングに係るもの
を含みます。）の支払いを要しません。

（料金等の支払に関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
４ ＯＣＴ営発第１００１０１号の附則第２項中「ＫＤＤＩまとめて請求の取扱いにより請求される
こととなるａｕサービスの契約者回線」を「ＫＤＤＩまとめて請求の取扱いにより請求され
ることとなるａｕサービス（第４種ａｕパケットを除きます。）の契約者回線」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１００６２９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年６月２９日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００７０１号）
この改正規定は、平成２２年７月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営企発第１００７１２号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２２年７月１２日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００７１３号）
この改正規定は、平成２２年７月１３日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００８０１号）

－ 附 ４７ －



この改正規定は、平成２２年８月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００８０９号）
この改正規定は、平成２２年８月９日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１００９０１号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２２年９月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１００９３０号）
この改正規定は、平成２２年９月３０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１０１００１号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２２年１０月１日から実施します。
（支払証明書等の発行手数料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年８月３１日までの間に、支払証明書等の発行の請求をし
その承諾を受けたときは、ａｕ契約者は、別記３（１）のイの規定にかかわらず、その請求に
係る料金表第４表（付随サービスに関する料金等）に規定する支払証明書発行手数料の支払
いを要しません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１０１１０２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年１１月２日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発１０１１２６号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２２年１１月２６日から実施し
ます。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年１１月３０日までの間、この約款の規定にかかわらず、Ｓ
ｋｙｐｅ－ＧＷ機能に係るオプション機能使用料及びＳｋｙｐｅ通話に係る料金の支払いを
要しません。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。
（その他）
４ ＯＣＴ営発第１００６０１号の附則第３項中「（３）の６又は（８）の適用を受けている」を「（３）
の６、（３）の１１、（８）又は（８）の２の適用を受けている」に、「同（３）の６又は（８）の規定
にかかわらず」を「同（３）の６、（３）の１１、（８）又は（８）の２の規定にかかわらず」に改め
ます。

附則（ＯＣＴ営発第１０１２０１号）
（実施時期）

－ 附 ４８ －



１ この改正規定は、平成２２年１２月１日から実施します。
（パケット通信料に関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年５月３１日までの間、料金表第３（パケット通信料）１
（適用）（３）の６、（３）の１２、（８）又は（８）の２の適用を受けている契約者回線から行った
パケット通信（ＫＤＤＩ株式会社が提供するローミングに係るものを含み、通信の料金をそ
の通信の相手先に課金する取扱いを受けたものを除きます。）であって、当社が別に定める接
続先との間で行ったものに係る料金について、同（３）の６、（３）の１２、（８）又は（８）の２の
規定にかかわらず、同欄のＥＺｗｅｂ機能に係るパケット通信に係る料金と同様に取り扱い
ます。

３ この改正規定実施の日から平成２３年２月２８日までの間に、マルチキャスト情報受信機能（
タイプⅡに限ります。）の利用に係る請求を行ったａｕ契約者は、料金表第１表第３（パケッ
ト通信料）１（適用）（１）の規定によるほか、その請求を行った日を含む料金月の翌料金月
についても、この機能に係るパケット通信に関する料金の支払いを要しません。
（料金等の支払いに関する経過措置）

４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１０１２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２２年１２月２５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１０１２０１の附則第２項中「（３）の６、（３）の１１、（８）又は（８）の２の適用を受
けている」を「（３）の６、（３）の１２、（８）又は（８）の２の適用を受けている」に「同（３）の
６、（３）の１１、（８）又は（８）の２のの規定にかかわらず」を「同（３）の６、（３）の１２、（８）
又は（８）の２の規定にかかわらず」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１１０１０３号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２３年１月３日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０１２８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年１月２８日から実施します。
（基本使用料等の支払に関する経過措置）
２ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める基本使用料の減額適用を行います。

（１） 学生である ア 学生であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下この附
ことを条件と 則において「本減額適用Ⅰ」といいます。）とは、平成２３年１月２８日
する基本使用 から平成２３年５月３１日までの間（以下この附則において「申出対象
料の減額適用 期間」といいます。）に、ａｕ契約者からの申出があり、当社が承諾

した場合、そのａｕサービスの契約者回線について、次表に定める
料金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により
支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るもの
を除きます。以下この（１）欄において「控除対象額」といいます。）
のうち、次表に定める控除額（控除対象額が控除額に満たない場合
は、控除対象額とします。）を控除する取扱いを行うことをいいます
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。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金
月（以下「適用承諾月」といいます。）の翌料金月か
ら起算し、３６料金月が経過するまでの各料金月であ
って、その契約者回線について、次欄に定める適用
条件のいずれも満たしている月。

適用条件 （ア） 障がい者等用の基本使用料の適用又は（３）の
２の適用を受けていること。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＥ、プラ
ンＦ（ＩＳ）、プランＥシンプル、プランＦ（
ＩＳ）シンプル又はプランＺシンプルを選択し
ていること。

控除額 （ア） 基本使用料の料金種別とし 税抜額 ３７２円
てプランＥ又はプランＥシン
プルを選択しているとき。

（イ） 基本使用料の料金種別とし 税抜額 ８７２円
てプランＦ（ＩＳ）又はプラ
ンＦ（ＩＳ）シンプルを選択
しているとき。

（ウ） 基本使用料の料金種別とし 税抜額 ４６７円
てプランＺシンプルを選択し
ているとき。

イ 本減額適用Ⅰは、ａｕサービス（第３種ａｕデュアル、第４種ａ
ｕデュアル又はＵＩＭサービスに限ります。）の契約者回線であって
、その契約者（そのａｕ契約について利用者登録が行われていると
きは、登録利用者とします。）が学生であるものに限り、申し出るこ
とができます。

ウ 当社は、イに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当
する場合を除いて、これを承諾します。
（ア） その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している

若しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契
約者名義（利用者登録が行われているときは、登録利用者の名
義とします。以下この附則第２項において同じとします。）が、
申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります
。）について、次表の区分１に定める申出を当社が承諾している
とき。

（イ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出の
あった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）につ
いて、次表の区分２に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾し
ているとき。

区 分 申 出

本減額適用Ⅰの申出、（２）欄に定める本減額適用Ⅱ
の申出又はＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項に定

－ 附 ５０ －



１ める学生であることを条件とする基本使用料の減額
適用の申出若しくは学生の家族であることを条件と
する基本使用料の減額適用の申出。

ＫＤＤＩ株式会社のａｕ通信サービス契約約款のＫ
ＤＤＩＣ営企第 ２４５号、第 ２４６号の附則第２項又は

２ ＫＤＤＩＣ営企第 １０９号の附則第２項に定める学生
であることを条件とする基本使用料の減額適用の申
出又は学生の家族であることを条件とする基本使用
料の減額適用の申出。

エ 当社は、次に該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める３６
料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅰを廃止します。
（ア） ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） 削除
（カ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅰを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その廃止日を含む料金月までの
廃止したとき。 基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。

２ 定期ａｕ契約の更新日を含 ａｕ契約の解除があった日又は
む料金月にａｕ契約の解除（ ａｕサービスの利用の一時休止
ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約 があった日を含む料金月の前料
款に定める定期ＬＴＥ契約に 金月までの基本使用料について
限ります。）への契約移行に係 、本減額適用Ⅰの対象とします
るものを除きます。）又はａｕ 。
サービスの利用の一時休止が
あったとき。

カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において
同表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満
たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りしま
す。

キ 契約者は、本減額適用Ⅰの可否を判断するために、その契約者回
線に係る情報（本減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります。）を、
当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。

ク 当社は、本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除
（ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るも
のに限ります。）への契約移行に係るものに限ります。）があった場合
、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係るａｕ（ＬＴ
Ｅ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります
。）から次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は
、その料金額とします。）を控除する取扱いを行います。

－ 附 ５１ －



料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める期間が経過するまでの各料金月であって
次欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用承諾月の翌料金月から起算して、契約移行
のあった日を含む料金月の前料金月までの月数
を、３６料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定め
る定期ＬＴＥ契約であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約
款に定めるＬＴＥプランを選択していること。

控除額 税抜額 ４６７円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
について、ＬＴＥ約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
についてａｕ契約への契約移行があったときは、その契約移行があ
った日を含む料金月以降のそのａｕ契約について、適用承諾月から
継続してアに定める取扱いを受けているものとみなしてアからキの
規定を適用します。

（２） 学生の家族 ア 学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下
であることを この附則において「本減額適用Ⅱ」といいます。）とは、申出対象期
条件とする基 間に、ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除すると同時に行われ
本使用料の減 たものを除きます。）と同時に申出があり、当社が承諾した場合、そ
額適用 のａｕサービスの契約者回線について、（１）欄のアの表に定める料

金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支
払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを
除きます。以下この（２）欄において「控除対象額」といいます。）の
うち、（１）欄のアの表に定める控除額（控除対象額が控除額に満た
ない場合は、控除対象額とします。）を控除する取扱いを行うことを
いいます。

イ 本減額適用Ⅱは、ａｕサービス（第３種ａｕデュアル、第４種ａ
ｕデュアル又はＵＩＭサービスに限ります。）の契約者回線であって
、アに定めるａｕ契約の申込と同時に、料金表第１表第１（基本使
用料等）１（適用）（５）に規定する割引の適用の申出（その契約者
が指定する割引選択回線群に、次表の区分１に定める申出を当社が
承諾した契約者回線（その減額適用を廃止又は終了していないもの
に限ります。）又は次表の区分２に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が
承諾した他網契約者回線（その減額適用を廃止又は終了していない
ものに限ります。）が含まれるものに限ります。）があったものに限り
、申し出ることができます。。

区 分 申 出

本減額適用Ⅰの申出又はＯＣＴ営発第１００２０９号の附
１ 則第２項に定める学生であることを条件とする基本

使用料の減額適用の申出。

－ 附 ５２ －



ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款のＫＤＤＩＣ営企第
２ ２４５号、第 ２４６号の附則第２項又はＫＤＤＩＣ営企

第 １０９号の附則第２項に定める学生であることを条
件とする基本使用料の減額適用の申出。

ウ 当社は、イに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当
する場合を除いて、これを承諾します。
（ア） その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している

若しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契
約者名義が、申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のも
のに限ります。）について、（１）欄のウの表の区分１に定める申
出を当社が承諾しているとき。

（イ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出の
あった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）につ
いて、（１）欄のウの表の区分２に定める申出をＫＤＤＩ株式会
社が承諾しているとき。

エ 当社は、次に該当する場合には、（１）欄のアの表の料金月の欄に
定める３６料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅱを廃止しま
す。
（ア） ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） 削除
（カ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅱを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その廃止日を含む料金月までの
廃止したとき。 基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。

２ 定期ａｕ契約の更新日を含 ａｕ契約の解除があった日又は
む料金月にａｕ契約の解除（ ａｕサービスの利用の一時休止
ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約 があった日を含む料金月の前料
款に定める定期ＬＴＥ契約に 金月までの基本使用料について
限ります。）への契約移行に係 、本減額適用Ⅱの対象とします
るものを除きます。）又はａｕ 。
サービスの利用の一時休止が
あったとき。

カ 当社は、アに規定する控除額について、その料金月において（１）
欄のアの表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条
件を満たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割
りします。

キ 契約者は、本減額適用Ⅱの可否を判断するために、その契約者回
線に係る情報（本減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります。）を、

－ 附 ５３ －



当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。
ク 当社は、本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除
（ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るも
のに限ります。）への契約移行に係るものに限ります。）があった場合
、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係るａｕ（ＬＴ
Ｅ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります
。）から次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は
、その料金額とします。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める期間が経過するまでの各料金月であって
次欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用承諾月（（１）欄のアの表に定める適用承諾
月をいいます。以下この欄において同じとしま
す。）の翌料金月から起算して、契約移行のあっ
た日を含む料金月の前料金月までの月数を、３６
料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定め
る定期ＬＴＥ契約であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約
款に定めるＬＴＥプランを選択していること。

控除額 税抜額 ４６７円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
について、ＬＴＥ約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
についてａｕ契約への契約移行があったときは、その契約移行があ
った日を含む料金月以降のそのａｕ契約について、適用承諾月から
継続してアに定める取扱いを受けているものとみなしてアからキの
規定を適用します。

３ この改正規定実施の日から平成２３年５月３１日までの間に、当社のＦＴＴＨサービス契約約
款に定めるＦＴＴＨ電話契約若しくはインターネット契約又はＫＤＤＩ株式会社のＦＴＴＨ
サービス契約約款に定めるＦＴＴＨ電話契約若しくはインターネット契約の申込み（次表に
定めるものを除きます。）があり、当社又はＫＤＤＩ株式会社が承諾した場合、ＫＤＤＩ株式
会社の「ＫＤＤＩまとめて請求」に係る取扱い規約により、その料金その他債務がそのＦＴ
ＴＨ接続回線に係るＦＴＴＨサービスの料金その他債務と合わせてＫＤＤＩまとめて請求の
取扱いにより請求されることとなるａｕサービス（第４種ａｕパケットを除きます。）の契約
者回線（その契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。）以外
であるものに限ります。）について、次表に定める料金月において、料金表第１表第１（基本
使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るもの
を除きます。以下「控除対象額」といいます。）のうち、税抜額 ３７２円（控除対象額が税抜額
３７２円に満たない場合は控除対象額とします。）を控除する取扱いを行います。
ただし、ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項、この附則第２項又はＯＣＴ営発第１２０１１８号

の附則第３項の適用を受ける契約者回線については、この限りでありません。

申込み その申込みにより新たにＦＴＴＨ接続回線を設置することとならないもの。

－ 附 ５４ －



料金月 そのＦＴＴＨ接続回線に係るＦＴＴＨサービスの提供が開始された日を含む
料金月の翌料金月（その月が平成２３年６月以前の場合は、平成２３年７月とし
ます。）から平成２４年６月までの各料金月であって、そのａｕサービスの契約
者回線及びそのＦＴＴＨ接続回線について、ＫＤＤＩまとめて請求の取扱い
による請求が行われることとなる料金その他債務が生じた月。

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
５ ＯＣＴ営発第１００１０１号の附則第２項中「ただし、ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項の適
用を受ける契約者回線については、この限りでありません。」を「ただし、ＯＣＴ営発第１０
０２０９号の附則第２項又はＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項の適用を受ける契約者回線につ
いては、この限りでありません。」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１１０２０１号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２３年２月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第２０１１０２０９号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１、２を含みます。）は、平成２３年２月９日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

５ 削除
６ 削除

附則（ＯＣＴ営発第１１０２２２号）
この改正規定は、平成２３年２月２２日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０３０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１、２を含みます。）、平成２３年３月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営企第１００２０９号の附則第２項（１）欄のアの表中、適用条件の欄の（イ）について、次
のように改めます。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＥ、プランＦ（ＩＳ）、プランＥシンプル又
はプランＦ（ＩＳ）シンプルを選択していること。

４ ＯＣＴ営企第１００２０９号の附則第２項（１）欄のアの表中及びＯＣＴ営企第１１０１２８号の附則第
２項（１）欄のアの表中、控除額の欄について、それぞれ次のように改めます。

控除額 （ア） 基本使用料の料金種別としてプランＥ又は 税抜額 ３７２円
プランＥシンプルを選択しているとき。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＦ（Ｉ 税抜額 ８７２円

－ 附 ５５ －



Ｓ）又はプランＦ（ＩＳ）シンプルを選択し
ているとき。

５ ＯＣＴ営企第１００２０９号の附則第２項（１）欄中及びＯＣＴ営企第１１０１２８号の附則第２項（１）
欄中、それぞれ「カ」を「キ」とし、「オ」の次に次のように加えます。

カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において同表の適用条件を
満たさない日があった場合は、その適用条件を満たした日の日数に応じて、基本使用
料の料金種別ごとに日割りします。

６ ＯＣＴ営企第１００２０９号の附則第２項（２）欄中及びＯＣＴ営企第１１０１２８号の附則第２項（２）
欄中、それぞれ「カ」を「キ」とし、「オ」の次に次のように加えます。

カ 当社は、アに規定する控除額について、その料金月において（１）欄のアの表の適用
条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満たした日の日数に応じて、基
本使用料の料金種別ごとに日割りします。

７ 削除

附則（ＯＣＴ営発第１１０３３１号）
この改正規定は、平成２３年３月３１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０４０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年４月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０４０４号）
この改正規定は、平成２３年４月４日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０４０８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年４月８日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０４１５号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２３年４月１５日から実施し
ます。

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年８月３１日までの間、第４種ａｕデュアルの契約者回線
の契約者は、この約款の規定にかかわらず、ＷｉＭＡＸ利用機能に係るオプション機能使用
料の支払いを要しません。

（パケット通信利用の制限に関する経過措置）
３ この改正規定実施の日から平成２４年９月３０日までの間、料金表第１表第３（パケット通信
料）１（適用）（１３）の規定にかかわらず、その制限を行いません。

（ａｕサービスの種類に関する経過措置）
４ この改正規定実施の際現に、次表の左欄の適用を受けている者は、この改正規定実施の日
において、同表右欄の適用を受けているものとみなします。

第３種ａｕパケット（ＷｉＭＡＸ通信対応端 第４種ａｕパケット
末設備を利用するものに限ります。）
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（料金等の支払いに関する経過措置）
５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
６ ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項（１）欄のイ及び（２）欄のイ中「第３種ａｕデュアル又
はＵＩＭサービスに限ります。）の契約者回線」をそれぞれ「第３種ａｕデュアル、第４種ａ
ｕデュアル又はＵＩＭサービスに限ります。）の契約者回線」に改めます。

７ ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項（１）欄のエ（オ）及び（２）欄のエ（オ）中「第３種ａｕパ
ケット（包括的管理の取扱いを受けるものを除きます。）又はＵＩＭサービス」をそれぞれ「
第３種ａｕパケット（包括的管理の取扱いを受けるものを除きます。）、第４種ａｕパケット
又はＵＩＭサービス」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１１０４２０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年４月２０日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０４２１号）
この改正規定は、平成２３年４月２１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年５月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０５２５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年５月２５日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０６０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年６月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年８月３１日までの間、ａｕ契約者は、料金表第１表第３
（パケット通信料）１（適用）（１４）の規定にかかわらず、同欄に規定する定額料の支払いを
要しません。

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０６３０号）
この改正規定は、平成２３年６月３０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０７０１号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成２３年７月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０７１１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年７月１１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０７１３号）
この改正規定は、平成２３年７月１３日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０８０１号）
１ この改正規定は、平成２３年８月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、海外ローミング機能に関する改正規定については、平成２３年８
月１日午後２時００分００秒（本邦の時刻とします。）から実施します。

（パケット通信料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年１１月３０日までの間、ａｕ契約者は、別表１（オプショ
ン機能）２８欄に規定するアプリケーションを利用して行われた第２種ＢＲＥＷ．ＮＥＴ機能
に係るパケット通信（そのアプリケーションを端末設備に格納するために行われたものを除
きます。）について、この約款の規定にかかわらず、パケット通信料の支払いを要しません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０８１５号）
この改正規定は、平成２３年８月１５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０８２２号）
この改正規定は、平成２３年８月２２日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１０９０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２３年９月１日から実施し
ます。
ただし、この改正規定中、ペルー共和国における海外ローミング機能（タイプⅠに限りま

す。）に関する改正規定については、平成２３年９月１日午後２時００分００秒（本邦の時刻としま
す。）から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

３ 削除

附則（ＯＣＴ営発第１１０９０２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年９月２日から実施します。
（契約事務手数料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２３年９月３０日までの間にａｕ契約（基本使用料の料金種別
がＰＨＯＴＯ－Ｕプランのものに限ります。）の申込みがあり、当社がこれを承諾した場合、
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その申込みを行ったａｕ契約者は、料金表第１表第６（手続きに関する料金の支払義務）に
定める契約事務手数料の支払いを要しません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０９１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年９月１６日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１０９２８号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２３年９月２８日から実施し
ます。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のアの表中及びＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第
２項（１）欄のアの表中、適用条件の欄の（イ）について、それぞれ次のように改めます。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＥ、プランＦ（ＩＳ）、プランＥシンプル、
プランＦ（ＩＳ）シンプル又はプランＺシンプルを選択していること。

４ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のアの表中及びＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第
２項（１）欄のアの表中、控除額の欄について、それぞれ次のように改めます。

控除額 （ア） 基本使用料の料金種別としてプランＥ又は 税抜額 ３７２円
プランＥシンプルを選択しているとき。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＦ（Ｉ 税抜額 ８７２円
Ｓ）又はプランＦ（ＩＳ）シンプルを選択し
ているとき。

（ウ） 基本使用料の料金種別としてプランＺシン 税抜額 ４６７円
プルを選択しているとき。

附則（ＯＣＴ営発第１１１００１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年１０月１日から実施します。
（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年１月３１日までの間、ａｕ契約者は、この約款の規定に
かかわらず、ＷｉＭＡＸ利用機能に係るオプション機能使用料の支払いを要しません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１１０１４号）
（実施時期）

－ 附 ５９ －



１ この改正規定は、平成２３年１０月１４日から実施します。
（オプション機能に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のオプション機能を選択して
いる者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄のオプション機能を選択し
たものとみなします。

Ｃメール機能（パケット送信機能があるもの） Ｃメール機能（タイプⅠ）

Ｃメール機能（パケット送信機能がないもの） Ｃメール機能（タイプⅢ）

（基本使用料又はパケット通信料の支払いに関する経過措置）
３ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める取扱いを行います。

（１） 特定携帯情 ア 当社は、平成２３年１０月１４日から平成２４年１月３１日までの間（以下
報端末の購入 この附則において「申出対象期間」といいます。）に、ａｕ契約者（
に伴うプラン 次表に定める適用条件を満たす者に限ります。）からの申出があり、
Ｆ（ＩＳ）シ 当社が承諾した場合、次表に定める料金月から起算し、２４料金月の
ンプルの選択 間（以下この附則において「控除対象期間Ⅰ」といいます。）、その
を条件とする ａｕサービスの契約者回線について、料金表第１表第１（基本使用
基本使用料の 料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機
減額適用 能使用料に係るものを除きます。以下「控除対象額」といいます。）

のうち、税抜額 ４５７円（控除対象額が税抜額 ４５７円に満たない場合
は、控除対象額とします。）を控除する取扱い（以下この附則におい
て「本減額適用Ⅰ」といいます。）を行います。

適用条件 申出対象期間内に、当社が別に定めるサービス取扱
所において当社が別に定める特定携帯情報端末を購
入すると同時に、基本使用料の料金種別としてプラ
ンＦ（ＩＳ）シンプルを選択していること。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金
月の翌料金月。

イ 当社は、次に該当する場合には、控除対象期間Ⅰ内であっても、
本減額適用Ⅰを廃止します。
（ア） プランＦ（ＩＳ）シンプル以外への料金種別の変更があった

とき。
（イ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（ウ） ａｕ契約の解除があったとき。
（エ） その契約者回線に新たな端末設備を接続する請求があったと

き。
（オ） 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の適用を

受けたとき。
ウ イの規定により、本減額適用Ⅰを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区 分 本減額適用Ⅰの適用

１ プランＦ（Ｉ その廃止日を含む料金月までの基本使用料に
Ｓ）シンプル以 ついて、本減額適用Ⅰの対象とします。
外への料金種別
の変更があった
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とき（イの（エ）
の請求又はイの
（オ）に係る適用
と同時に変更が
あったときを除
きます。）。

２ ａｕサービス 一時休止日、契約解除日若しくは新たな端末
の一時休止、ａ 設備を接続する請求があった日又は料金表第
ｕ契約の解除若 １表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の
しくはその契約 適用を受けた日を含む料金月の前料金月まで
者回線に新たな の基本使用料について、本減額適用Ⅰの対象
端末設備を接続 とします。
する請求があっ
たとき又は料金
表第１表第１（
基本使用料等）
１（適用）（２６）
の適用を受けた
とき。

（２） 特定携帯情 ア 当社は、申出対象期間内に、ａｕ契約者（次表に定める適用条件
報端末の購入 のいずれかを満たす者に限ります。）からの申出があり、当社が承諾
に伴うＩＳフ した場合、次表に定める料金月から起算し、２４料金月の間（以下こ
ラットの適用 の附則において「控除対象期間Ⅱ」といいます。）、そのａｕサービ
を条件とする スの契約者回線について、料金表第１表第３（パケット通信料）１
パケット通信 （適用）（８）の２のアをこの（２）欄のイに読み替え、その他につい
料の減額適用 ては同（８）の２の規定のとおり適用する取扱い（以下この附則にお

いて「本減額適用Ⅱ」といいます。）を行います。

適用条件 （ア） 申出対象期間内に、当社が別に定めるサービ
ス取扱所において当社が別に定める特定携帯情
報端末を購入すると同時に、特定パケット通信
定額制の適用の申込みをすること。

（イ） この改正規定実施の際現に、特定パケット通
信定額制の適用を受けていて、申出対象期間内
に、当社が別に定めるサービス取扱所において
当社が別に定める特定携帯情報端末を購入する
こと。

料金月 （ア） 適用条件（ア）を 特定パケット通信定額制の
満たす場合 適用を開始した日を含む料

金月

（イ） 適用条件（イ）を 本減額適用Ⅱの申出を当社
満たす場合 が承諾した日を含む料金月

の翌料金月

イ 当社は、ａｕ契約者からの申込みにより、次表に規定する定額料
を支払った場合に、そのａｕサービス（第３種ａｕデュアル、第４
種ａｕデュアル又はＵＩＭサービスに限ります。）の契約者回線から
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のパケット通信（ＫＤＤＩ株式会社が提供するローミングに係るも
のを含み、通信の料金をその通信の相手先に課金する取扱いを受け
たものを除きます。以下この欄において同じとします。）について、
（ア）、（イ）及び（ウ）に規定する額を合計した額を適用する取扱い（
以下「特定パケット通信定額制」といいます。）を行います。

１契約ごとに月額

区 分 料 金 額

定額料 税抜額４，７４３円

（ア） ＰＣサイト閲覧機能に係るパケット通信並びにＩＳ ＮＥＴ
機能に係るパケット通信及び特定携帯情報端末通信（当社が別
に定める特定携帯情報端末を利用して行われたものを除きます
。）について２（料金額）の規定に代えて①の表に規定する適用
額により算定した額（②の表に規定するＰＣサイト閲覧機能等
上限額（ケの規定によりＰＣサイト閲覧機能等上限額を日割り
した場合はその額とします。）以上となる場合、ＰＣサイト閲覧
機能等上限額をその額とします。）に、負荷制御通信について２
（料金額）の規定に代えて①の表に規定する適用額により算定
した額を合算した額（②の表に規定するＰＣ等接続通信上限額
（ケの規定によりＰＣ等接続通信上限額を日割りした場合はそ
の額とします。）以上となる場合、ＰＣ等接続通信上限額をその
額とします。）。

① 適用額
１課金対象パケットごとに

区 分 料 金 額

適用額 税抜額０．０２５円

② 上限額
１契約ごとに月額

料 金 額
区 分

税抜額

ＰＣサイト閲覧機能等上限額 ４５７円

ＰＣ等接続通信上限額 ５，１５７円

（イ） ＥＺｗｅｂ機能、第２種ＢＲＥＷ．ＮＥＴ機能、ＰＣサイト
閲覧機能、マルチキャスト情報受信機能若しくはＩＳ ＮＥＴ
機能に係るパケット通信、特定携帯情報端末通信又は負荷制御
通信以外のパケット通信について、２（料金額）の規定に代え
て、（ア）の②の表に規定する適用額により算定した額

（ウ） マルチキャスト情報受信機能に係るパケット通信について（
１）に規定する料金額

ウ 当社は、次に該当する場合には、控除対象期間Ⅱ内であっても、
本減額適用Ⅱを廃止します。
（ア） 特定パケット通信定額制の適用を廃止したとき。
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（イ） 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の適用を
受けたとき。

エ ウの規定により、本減額適用Ⅱを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区 分 本減額適用Ⅱの適用

１ 特定パケット その廃止日を含む料金月までのパケット通信
通信定額制の廃 料について、本減額適用Ⅱの対象とします。
止があったとき
（ウの（イ）の適
用と同時に廃止
があったときを
除きます。）。

２ 料金表第１表 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用
第１（基本使用 ）（２７）の適用を受けた日を含む料金月の前料
料等）１（適用 金月までのパケット通信料について、本減額
）（２７）の適用を 適用Ⅱの対象とします。
受けたとき。

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１１０１７号）
この改正規定は、平成２３年１０月１７日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１１１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年１１月１日から実施します。
（ＥＺｗｅｂ機能に係る取扱いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の取扱いを受けている者は、
この改正規定実施の日において、同表の右欄の取扱いを受けているものとみなします。

ＥＺｗｅｂ利用制限 ｗｅｂ利用制限

（マルチキャスト情報受信機能に係るパケット通信料に関する経過措置）
３ この改正規定実施の日から平成２３年１２月３１日までの間に、マルチキャスト情報受信機能（
タイプⅡに限ります。）の利用に係る請求を行った場合、ａｕ契約者は、その請求を行った日
を含む料金月の翌料金月について、この機能に係るパケット通信に関する料金の支払いを要
しません。
ただし、その請求を行った日を含む料金月の前料金月から起算し、前３料金月の間におい

て、マルチキャスト情報受信機能（タイプⅡに限ります。）又は当社のニュースＥＸ利用規約
に定めるＥＺニュースＥＸ若しくはａｕ ｏｎｅ ニュースＥＸの提供を受けている場合は、
この限りでありません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１１１０９号）
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（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２３年１１月９日から実施し
ます。

（ａｕサービスの種類の取扱いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のａｕサービスの適用を受け
ている契約者回線又は同欄のａｕサービスに係るａｕ契約の申込みについて当社から承諾を
受けている契約者回線について、平成２３年１２月１日において、同表の右欄のａｕサービスへ
のａｕサービスの種類の変更があったものとみなして取り扱います。

第２種ａｕデュアル（当社が別に定める移動無線 第５種ａｕデュアル
装置を利用しているものに限ります。）

第３種ａｕデュアル（当社が別に定める移動無線 第５種ａｕデュアル
装置を利用しているものに限ります。）

（基本使用料の料金種別の取扱いに関する経過措置）
３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の基本使用料の料金種別を選択して
いる第２種ａｕデュアル（当社が別に定める移動無線装置を利用しているものに限ります。）
の契約者回線について、平成２３年１１月３０日までの間に、その契約者から次表の料金種別以外
への料金種別の変更の請求がないときは、平成２３年１２月１日において、プランＳＳシンプル
への料金種別の変更があったものとみなして取り扱います。

標準プラン、ちょっとコール、コミコミコールスーパー、コミコミコールジャンボ、コミ
コミコールＬ、コミコミコールＳ、デイタイムプランＫＯ、コミコミＯｎｅビジネス、コ
ミコミＯｎｅスタンダード、コミコミＯｎｅエコノミー、コミコミＯｎｅライト、コミコ
ミＯｎｅオフタイム、デイタイムプランＥＮ、コミコミデイタイム、サポートプラン

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

５ 削除

附則（ＯＣＴ営発第１１１１１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年１１月１６日から実施します。
（３ＬＭセキュリティサービス利用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年２月２９日までの間、ａｕ契約者は、別記３（１６）の規定
にかかわらず、料金表第４表に規定する３ＬＭセキュリティサービス利用料の支払いを要し
ません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１１１２１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年１１月２１日から実施します。
（パケット通信利用の制限に関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年２月２９日までの間、料金表第１表第３（パケット通信
料）１（適用）（１６）の規定にかかわらず、その制限を行いません。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。
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附則（ＯＣＴ営発第１１１１２４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２３年１１月２４日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１１１２０１号）
（実施期日）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２３年１２月１日から実施し
ます。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１１０４１５号の附則第３項中「平成２４年１月３１日までの間に」を「平成２４年９月
３０日までの間に」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１２０１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙２を含みます。）は、平成２４年１月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営初第１２０１１８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１月１８日から実施します。
（ｗｅｂフィルタリングⅡに関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、ｗｅｂフィルタリングⅠの適用を受けている契約者回線につ
いて、この改正規定実施の日において、適用を受けているｗｅｂフィルタリングⅠの種類に
応じたｗｅｂフィルタリングⅡの適用に係る請求があったものとみなして取り扱います。

（基本使用料等の支払に関する経過措置）
３ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める基本使用料の減額適用を行います。

（１） 学生である ア 学生であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下この附
ことを条件と 則において「本減額適用Ⅰ」といいます。）とは、平成２４年１月１８日
する基本使用 から平成２４年５月３１日までの間（以下この附則において「申出対象
料の減額適用 期間」といいます。）に、ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除す

ると同時に行われたものを除きます。）と同時に申出があり、当社が
承諾した場合、そのａｕサービスの契約者回線について、次表に定
める料金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定に
より支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係る
ものを除きます。以下この（１）欄において「控除対象額」といいま
す。）のうち、次表に定める控除額（控除対象額が控除額に満たない
場合は、控除対象額とします。）を控除する取扱いを行うことをいい
ます。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金
月（以下「適用承諾月」といいます。）の翌料金月か
ら起算し、３６料金月が経過するまでの各料金月であ
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って、その契約者回線について、次欄に定める適用
条件のいずれも満たしている月。

適用条件 （ア） 障がい者等用の基本使用料の適用又は（３）の
２の適用を受けていること。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプ
ル、電話カケ放題プラン（ケータイ・データ付
）又は電話カケ放題プラン（ケータイ）を選択
していること。

控除額 税抜額 ９３４円

イ 本減額適用Ⅰは、ａｕサービス（第３種ａｕデュアル、第４種ａ
ｕデュアル、第５種ａｕデュアル又はＵＩＭサービスに限ります。）
の契約者回線であって、その契約者（そのａｕ契約について利用者
登録が行われているときは、登録利用者とします。）が学生であるも
のに限り、申し出ることができます。

ウ 当社は、イに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当
する場合を除いて、これを承諾します。
（ア） その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している

若しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契
約者名義（利用者登録が行われているときは、登録利用者の名
義とします。以下この附則第２項において同じとします。）が、
申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります
。）について、次表の区分１に定める申出を当社が承諾している
とき。

（イ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出の
あった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）につ
いて、次表の区分２に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾し
ているとき。

区 分 申 出

本減額適用Ⅰの申出、（２）欄に定める本減額適用Ⅱ
の申出、ＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則第２項、ＯＣ
Ｔ営発第１１０１２８号の附則第２項又はＯＣＴ営発第１０

１ ０２０９号の附則第２項に定める学生であることを条件
とする基本使用料の減額適用の申出若しくは学生の
家族であることを条件とする基本使用料の減額適用
の申出。

ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款のＫＤＤＩ次ビジ戦
第９９号、第 １０１号、第 １０２号、第 １０３号、第 １０４号
の附則第２項、ＫＤＤＩＣ営企第 ２４５号、第 ２４６号

２ の附則第２項又はＫＤＤＩＣ営企第 １０９号の附則第
２項に定める学生であることを条件とする基本使用
料の減額適用の申出若しくは学生の家族であること
を条件とする基本使用料の減額適用の申出。

エ 当社は、次に該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める３６
料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅰを廃止します。
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（ア） ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） 削除
（カ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅰを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その廃止日を含む料金月までの
廃止したとき。 基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。

２ 定期ａｕ契約の更新日を含 ａｕ契約の解除があった日又は
む料金月にａｕ契約の解除（ ａｕサービスの利用の一時休止
ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約 があった日を含む料金月の前料
款に定める定期ＬＴＥ契約に 金月までの基本使用料について
限ります。）への契約移行に係 、本減額適用Ⅰの対象とします
るものを除きます。）又はａｕ 。
サービスの利用の一時休止が
あったとき。

カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において
同表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満
たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りしま
す。

キ 契約者は、本減額適用Ⅰの可否を判断するために、その契約者回
線に係る情報（本減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります。）を、
当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。

ク 当社は、本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除
（ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るも
のに限ります。）への契約移行に係るものに限ります。）があった場合
、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係るａｕ（ＬＴ
Ｅ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります
。）から次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は
、その料金額とします。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める期間が経過するまでの各料金月であって
次欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用承諾月の翌料金月から起算して、契約移行
のあった日を含む料金月の前料金月までの月数
を、３６料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定め
る定期ＬＴＥ契約であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約
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款に定めるＬＴＥプランを選択していること。

控除額 税抜額 ９３４円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
について、ＬＴＥ約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
についてａｕ契約への契約移行があったときは、その契約移行があ
った日を含む料金月以降のそのａｕ契約について、適用承諾月から
継続してアに定める取扱いを受けているものとみなしてアからキの
規定を適用します。

（２） 学生の家族 ア 学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下
であることを この附則において「本減額適用Ⅱ」といいます。）とは、申出対象期
条件とする基 間に、ａｕ契約の申込み（他のａｕ契約を解除すると同時に行われ
本使用料の減 たものを除きます。）と同時に申出があり、当社が承諾した場合、そ
額適用 のａｕサービスの契約者回線について、次表に定める料金月におい

て、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要す
ることとされる額（オプション機能使用料に係るものを除きます。
以下この（２）欄において「控除対象額」といいます。）のうち、次表
に定める控除額（控除対象額が控除額に満たない場合は、控除対象
額とします。）を控除する取扱いを行うことをいいます。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金
月の翌料金月から起算し、１５料金月（アに定めるａ
ｕ契約の申込みにあたって、別記３（１１）に規定する
携帯電話番号ポータビリティを希望した場合は３６料
金月とします。）が経過するまでの各料金月であって
、その契約者回線について、次欄に定める適用条件
のいずれも満たしている月。

適用条件 （ア） 障がい者等用の基本使用料の適用を受けてい
ること。

（イ） 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプ
ル、電話カケ放題プラン（ケータイ・データ付
）又は電話カケ放題プラン（ケータイ）を選択
していること。

控除額 税抜額 ９３４円

イ 本減額適用Ⅱは、ａｕサービス（第３種ａｕデュアル、第４種ａ
ｕデュアル、第５種ａｕデュアル又はＵＩＭサービスに限ります。）
の契約者回線であって、アに定めるａｕ契約の申込と同時に、料金
表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（５）に規定する割引の適
用の申出（その契約者が指定する割引選択回線群に、次表の区分１
に定める申出を当社が承諾した契約者回線（その減額適用を廃止又
は終了していないものに限ります。）又は次表の区分２に定める申出
をＫＤＤＩ株式会社が承諾した他網契約者回線（その減額適用を廃
止又は終了していないものに限ります。）が含まれるものに限ります
。）があったものに限り、申し出ることができます。

区 分 申 出
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本減額適用Ⅰの申出、ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則
１ 第２項又はＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項に定

める学生であることを条件とする基本使用料の減額
適用の申出。

ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款のＫＤＤＩ次ビジ戦
第９９号、第 １０１号、第 １０２号、第 １０３号、第 １０４号

２ の附則第２項、ＫＤＤＩＣ営企第 ２４５号、第 ２４６号
の附則第２項又はＫＤＤＩＣ営企第 １０９号の附則第
２項に定める学生であることを条件とする基本使用
料の減額適用の申出。

ウ 当社は、イに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当
する場合を除いて、これを承諾します。
（ア） その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している

若しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契
約者名義が、申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のも
のに限ります。）について、（１）欄のウの表の区分１に定める申
出を当社が承諾しているとき。

（イ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出の
あった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）につ
いて、（１）欄のウの表の区分２に定める申出をＫＤＤＩ株式会
社が承諾しているとき。

エ 当社は、次に該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める１５
料金月又は３６料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅱを廃止
します。
（ア） ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） 削除
（カ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。。
オ エの規定により、本減額適用Ⅱを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その廃止日を含む料金月までの
廃止したとき。 基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。

２ 定期ａｕ契約の更新日を含 ａｕ契約の解除があった日又は
む料金月にａｕ契約の解除（ ａｕサービスの利用の一時休止
ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約 があった日を含む料金月の前料
款に定める定期ＬＴＥ契約に 金月までの基本使用料について
限ります。）への契約移行に係 、本減額適用Ⅱの対象とします
るものを除きます。）又はａｕ 。
サービスの利用の一時休止が
あったとき。
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カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において
同表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満
たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りしま
す。

キ 契約者は、本減額適用Ⅱの可否を判断するために、その契約者回
線に係る情報（本減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります。）を、
当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。

ク 当社は、本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除
（ＬＴＥ契約（当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るも
のに限ります。）への契約移行に係るものに限ります。）があった場合
、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係るａｕ（ＬＴ
Ｅ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります
。）から次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は
、その料金額とします。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める期間が経過するまでの各料金月であって
次欄に定める適用条件のいずれも満たしている月。

適用承諾月（（１）欄のアの表に定める適用承諾
月をいいます。以下この欄において同じとしま
す。）の翌料金月から起算して、契約移行のあっ
た日を含む料金月の前料金月までの月数を、１５
料金月（アに定めるａｕ契約の申込みにあたっ
て、別記３（１１）に規定する携帯電話番号ポータ
ビリティを希望した場合は３６料金月とします。）
から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定め
る定期ＬＴＥ契約であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約
款に定めるＬＴＥプランを選択していること。

控除額 税抜額 ９３４円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
について、ＬＴＥ約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線
についてａｕ契約への契約移行があったときは、その契約移行があ
った日を含む料金月以降のそのａｕ契約について、適用承諾月から
継続してアに定める取扱いを受けているものとみなしてアからキの
規定を適用します。

（料金等の支払に関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０１２０号）
この改正規定は、平成２４年１月２０日から実施します。
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附則（ＯＣＴ営発第１２０１２７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１月２７日から実施します。
（その他）
２ ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項中「ただし、ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項又は
この附則第２項の適用を受ける契約者回線については、この限りでありません。」を「ただ
し、ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項、この附則第２項又はＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則
第３項の適用を受ける契約者回線については、この限りでありません。」に改めます。

３ ＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則第３項（２）欄のアの表の料金月の欄中「１５料金月」を「１５料
金月（アに定めるａｕ契約の申込みにあたって、別記３（１１）に規定する携帯電話番号ポータ
ビリティを希望した場合は３６料金月とします。）に、同（２）欄のエ中「１５料金月」を「１５料金
月又は３６料金月」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１２０２０１号）
この改正規定は、平成２４年２月１日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０２０９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年２月９日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０２１４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年２月１４日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０３０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年３月１日から実施します。
（基本使用料等の支払いに関する経過措置）
２ 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の適用の申出が平成２４年３月１日から
平成２４年３月３１日までの間にあり、当社がその承諾をした場合には、平成２４年４月１日から
その適用を開始します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
４ ＯＣＴ営発第１１１０１４号の附則第３項の表の（１）欄イの（エ）の次に、次のように加えます。

（オ） 第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の適用を受けたとき。
５ ＯＣＴ営発第１１１０１４号の附則第３項の表の（１）欄ウの表の区分１中「イの（エ）の請求と同
時に変更があったとき」を「イの（エ）の請求又はイの（オ）に係る適用と同時に変更があった
とき」に改め、同表の区分２中「ａｕサービスの一時休止、ａｕ契約の解除又はその契約者
回線に新たな端末設備を接続する請求があったとき。」を「ａｕサービスの一時休止、ａｕ
契約の解除若しくはその契約者回線に新たな端末設備を接続する請求があったとき又は料金
表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の適用を受けたとき。」に、「一時休止日、
契約解除日又は新たな端末設備を接続する請求があった日を含む料金月の前料金月までの基
本使用料について、本減額適用Ⅰの対象とします。」を「一時休止日、契約解除日若しくは
新たな端末設備を接続する請求があった日又は料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用
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）（２７）の適用を受けた日を含む料金月の前料金月までの基本使用料について、本減額適用Ⅰ
の対象とします。」にそれぞれ改めます。

６ ＯＣＴ営発第１１１０１４号の附則第３項の表の（２）欄ウ及びエを、それぞれ次のように改めま
す。
ウ 当社は、次に該当する場合には、控除対象期間Ⅱ内であっても、本減額適用Ⅱを廃止し
ます。
（ア） 特定パケット通信定額制の適用を廃止したとき。
（イ） 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２７）の適用を受けたとき。

エ ウの規定により、本減額適用Ⅱを廃止した場合における取扱いについては、次表のとお
りとします。

区 分 本減額適用Ⅱの適用

１ 特定パケット通信定額制の廃止があっ その廃止日を含む料金月までのパケット通
たとき（ウの（イ）の適用と同時に廃止が 信料について、本減額適用Ⅱの対象としま
あったときを除きます。）。 す。

２ 料金表第１表第１（基本使用料等）１ 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適
（適用）（２７）の適用を受けたとき。 用）（２７）の適用を受けた日を含む料金月の

前料金月までの基本使用料について、本減
額適用Ⅱの対象とします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０３１５号）
この改正規定は、平成２４年３月１５日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０３２１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年３月２１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０３２２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年３月２２日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０３２４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年３月２４日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０３３０号）
この改正規定は、平成２４年３月３０日の午前１０時から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０４０１号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成２４年４月１日から実施します。
（基本使用料の支払いに関する経過措置）
２ 平成２４年５月３１日までの間に、料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）（２４）に定め
る基本使用料の減額適用の申出があり当社が承諾した場合、この改正規定実施の日から平成
２７年５月３１日までの間、同（２４）のアの表を次表に読み替えて適用します。

１契約ごとに月額

その料金月の課金対象パケットの総情報量 料金額

税抜額

１０，４８５，７６０バイト（１０メガバイト）以下の場合 ０円

１０，４８５，７６０バイト（１０メガバイト）を超える場合 ４，２００円

３ 前項に定める取扱いは、この改正規定実施前に、料金表第１表第１（基本使用料等）１（
適用）（２４）に定める基本使用料の減額適用の申出があり当社が承諾した場合についても、同
様に適用します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０４０２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年４月２日から実施します。
（留守番伝言機能に係るオプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年５月３１日までの間、ａｕ契約者は、この約款の規定に
かかわらず、留守番伝言機能（追加機能に限ります。）に係るオプション機能使用料の支払い
を要しません。

附則（ＯＣＴ営発第１２０４１０号）
この改正規定は、平成２４年４月１０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０４１２号）
この改正規定は、平成２４年４月１２日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０４１６号）
この改正規定は、平成２４年４月１６日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０４１８号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２４年４月１８日から実施し
ます。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年５月３１日までの間、ａｕ契約者は、この約款の規定に
かかわらず、海外ローミング機能に係るオプション機能使用料（海外Ｃメール利用（国際Ｃ
メールに係るものに限ります。）に係るものに限ります。）及び国際Ｃメール送信に係る通話料
の支払いを要しません。

３ 削除

附則（ＯＣＴ営発第１２０４２６号）
（実施時期）
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１ この改正規定は、平成２４年４月２６日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０５０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年５月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０５１４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年５月１４日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０５２２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年５月２２日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０６０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年６月１日から実施します。
（定期ａｕ契約の満了に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、定期ａｕ契約を締結している場合、その定期ａｕ契約に係る
満了日については、なお従前のとおりとします。

（オプション機能に関する経過措置）
３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のオプション機能を選択して
いる者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表の右欄のオプション機能を選択し
たものとみなします。

マルチキャスト情報受信機能（タイプⅡ） マルチキャスト情報受信機能

（基本使用料の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施の日から平成２７年５月３１日までの間に、料金表第１表第１（基本使用料
等）１（適用）（２４）に定める基本使用料の減額適用の申出があり当社が承諾した場合、この
改正規定実施の日から平成２７年５月３１日までの間、同（２４）のアの表を次表に読み替えて適用
します。

１契約ごとに月額

その料金月の課金対象パケットの総情報量 料金額

税抜額

１０，４８５，７６０バイト（１０メガバイト）以下の場合 ０円
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１０，４８５，７６０バイト（１０メガバイト）を超える場合 ４，２００円

（料金等の支払いに関する経過措置）
５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０６０４号）
この改正規定は、平成２４年６月４日の午後２時から実施します。

附則（ＯＴＣ営発第１２０６０５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年６月５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０６１４号）
この改正規定は、平成２４年６月１４日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年７月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、タイ王国における海外ローミング機能に関する改正規定につい
ては、平成２４年７月１日午前２時００分００秒（本邦の時刻とします。）から実施します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７０２号）
この改正規定は、平成２４年７月２日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７１６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年７月１６日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７１７号）
この改正規定は、平成２４年７月１７日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７１９号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年７月１９日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７２３号）
（実施時期）
１ この改正規定（附則別紙１及び附則別紙２を含みます。）は、平成２４年７月２３日から実施し
ます。
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（ａｕサービスの種類の廃止等に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により締結していた次表に定めるａｕサービス
に係る契約は、この改正規定実施の日において、改正後の規定により提供するａｕサービス
に係る契約に移行するものとします。

ａｕ電話、第１種ａｕデュアル、第２種ａｕデュアル、第３種ａｕデュアル、第１種ａｕ
パケット、第３種ａｕパケット（カテゴリーⅠであって、当社が別に定める移動無線装置
を利用しているものを除きます。）

３ この改正規定実施の際現に利用され、前項の規定により契約が移行したａｕサービスは、
この改正規定実施の日において、この約款第１４条（ａｕサービスの利用の一時休止）に規定
する一時休止があったものとみなして取り扱います。

４ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により締結していた次表に定めるａｕサービス
に係る契約は、この改正規定実施の日において、契約の解除があったものとみなして取り扱
います。

第２種ａｕパケット（カテゴリーⅠに限ります。）、第３種ａｕパケット（カテゴリーⅠで
あって、当社が別に定める移動無線装置を利用しているものに限ります。）

５ 第２項及び前項の表に定めるａｕサービスに係る契約者回線の契約者は、この約款の規定
にかかわらず、この改正規定実施の日における、そのａｕサービスの利用の一時休止又はそ
の契約の解除に係る契約解除料、フルサポート解除料並びに番号登録手数料について、その
支払いを要しません。

６ この改定規定実施の際現に利用されていた第２項の表に定めるａｕサービスについては、
この約款第２４条（定期ａｕ契約の更新）第２項に定める取扱いを適用しません。

７ 第３項の場合において、当社は、平成２４年１０月２０日までの間にそのａｕサービスの再利用
の請求があったときは、一時休止前と同一の電話番号を付与するものとします。

（ａｕ通信サービスの種類に関する経過措置）
８ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の適用を受けている者は、こ
の改正規定実施の日において、それぞれ同表右欄の適用を受けているものとみなします。

第５種ａｕデュアル 第１種ａｕデュアル

第４種ａｕデュアル 第２種ａｕデュアル

第３種ａｕパケット（カテゴリーⅡであって、当 第１種ａｕパケット
社が別に定める移動無線装置を利用しているもの
を除きます。）

第４種ａｕパケット 第２種ａｕパケット

第２種ａｕパケット（カテゴリーⅡに限ります。） 第１種ａｕモジュール

第３種ａｕパケット（カテゴリーⅡであって、当 第２種ａｕモジュール
社が別に定める移動無線装置を利用しているもの
に限ります。）

第５種ａｕパケット 第３種ａｕモジュール

（ａｕ通信サービスに係る契約に関する経過措置）
９ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄の契約を締結している者は、
この改正規定実施の日において、それぞれ同表右欄の契約を締結しているのとみなします。
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第４種定期ａｕ契約（第５種ａｕパケットに係る 第２種定期ａｕ契約
ものを除きます。）

第１種定期ａｕ契約（第２種ａｕパケット（カテ 第１種定期ａｕモジュール契約
ゴリーⅡに限ります。）又は第５種ａｕパケットに
係るものに限ります。）

第４種定期ａｕ契約（第５種ａｕパケットに係る 第２種定期ａｕモジュール契約
ものに限ります。）

（オプション機能に関する経過措置）
１０ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のオプション機能を選択して
いる者は、この改正規定実施の日において、それぞれ同表右欄のオプション機能を選択した
ものとみなします。

ＥＺｗｅｂ機能（タイプⅡに係るもの） ＥＺｗｅｂ機能

（携帯電話番号ポータビリティに関する経過措置）
１１ 別記３（１１）の規定により発行された携帯電話番号ポータビリティに係る手続きに必要とな
る番号（ａｕ電話又はａｕデュアルに係るａｕ契約の解除に関して発行された番号であって、
同（１１）のオの規定により無効となっていないものに限ります。）は、同（１１）のオの規定にかか
わらず、この改正規定実施の日において無効となります。

（料金等の支払いに関する経過措置）
１２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
１３ ＯＣＴ営発第２４１５号の附則第５項について、「削除」に改めます。
１４ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のアの表中、ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２
項（１）欄のアの表中及びＯＣＴ営初第１２０１１８号の附則第３項（１）欄のアの表中、適用条件の
欄について、「（３）の４」をそれぞれ「（３）の２」に改めます。

１５ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のエの（オ）及び（２）欄のエの（オ）、ＯＣＴ営発
第１１０１２８号の附則第２項（１）欄のエの（オ）及び（２）欄のエの（オ）並びＯＣＴ営初第１２０１１８号
の附則第３項（１）欄のエの（オ）及び（２）欄のエの（オ）のについて、それぞれ「削除」に改め
ます。

附則（ＯＣＴ営発第１２０７２７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年７月２７日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０８０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年８月１日から実施します。

ただし、この改正規定中、ニュージーランドにおける海外ローミング機能に関する改正規
定については、平成２４年８月１日午前０時００分００秒（現地の時刻とします。）から実施します。

（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年８月９日までの間にａｕ契約の申込みがあり、そのａ
ｕサービスの提供を開始した契約者回線の契約者から申出があったときは、当社は、そのａ
ｕサービスの提供を開始した日を含む料金月から起算して４料金月の間（以下この附則にお
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いて「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線に係る基本使用料等（この約款の規定
により支払いを要することとされるａｕ通信サービスの料金（基本使用料、オプション機能
使用料（着信短縮ダイヤル機能、海外ローミング機能、番号変換機能、保留転送機能及び番
号変換文字メッセージ受信機能に係るものを除きます。）、通話料（ａｕ国際通話及び国際Ｓ
ＭＳ送信に係るものを除きます。）及びパケット通信料に限ります。）及び当社が別に定める料
金をいいます。以下この附則において同じとします。）について１の料金月ごとに税抜額 １，０
４３円（基本使用料等の額が税抜額 １，０４３円に満たない場合は、基本使用料等の額とします。）
を控除する取扱いを行います。
ただし、その料金月の末日において、その契約者回線に係るａｕサービスの利用の一時休

止（タイプⅡに限ります。）を行っているときは、この限りでありません。
３ 当社は、前項の申出があったときは、次の全てを満たす場合に限り、これを承諾します。
（１） その申出が、その契約者回線に係るａｕ契約の申込みと同時に行われたものであるこ

と。
（２） そのａｕ契約の申込みに際し、当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める

端末設備の購入を伴うこと。
４ 第２項の規定にかかわらず、控除対象期間内にａｕ契約の解除、ａｕサービスの利用の一
時休止（タイプⅠに限ります。）又は新たな端末設備の購入があったときは、それらのあった
日を含む料金月以降、第２項に定める控除の取扱いを行いません。

５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０８０７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年８月７日から実施します。

ただし、この改正規定実施の日から平成２４年９月３日までの間に、料金表第１表（基本使
用料等）１（適用）（２３）に定める基本使用料等の割引の適用の申出（この改正規定に係るも
のに限ります。）があったときは、平成２４年９月４日において、その申出があったものとみな
して取り扱います。

２ 前項の規定にかかわらず、料金表第１表（基本使用料等）１（適用）（２４）に定める基本使
用料の減額適用の申出（この改正規定に係るものに限ります。）については、平成２４年９月４
日から行うことができます。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０８１０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年８月１０日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年１１月３０日までの間ａｕ契約の申込みがあり、そのａｕ
サービスの提供を開始した契約者回線の契約者から申出があったときは、当社は、そのａｕ
サービスの提供を開始した日を含む料金月から起算して１３料金月の間（以下この附則におい
て「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線に係る基本使用料等（この約款の規定に
より支払いを要することとされるａｕ通信サービスの料金（基本使用料、オプション機能使
用料（着信短縮ダイヤル機能、海外ローミング機能、番号変換機能、保留転送機能及び番号
変換文字メッセージ受信機能に係るものを除きます。）、通話料（ａｕ国際通話及び国際ＳＭ
Ｓ送信に係るものを除きます。）及びパケット通信料に限ります。）、付随サービスに関する料
金等（料金安心サービスに関する料金、３ＬＭセキュリティサービス利用料及びａｕスマー
トサポート接続サービス利用料に限ります。）及び当社が別に定める料金をいいます。以下こ
の附則において同じとします。）について、１の料金月ごとに税抜額 ７４３円（基本使用料等の
額がその額に満たない場合は、基本使用料等の額とします。）を控除する取扱いを行います。
ただし、その料金月の末日において、その契約者回線に係るａｕサービスの利用の一時休
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止（タイプⅡに限ります。）を行っているときは、この限りでありません。
３ 当社は、前項の申出があったときは、次の全てを満たす場合に限り、これを承諾します。
（１） その申出が、その契約者回線に係るａｕ契約の申込みと同時に行われたものであるこ

と。
（２） 平成２５年４月１日までに満１３歳に満たない契約者（そのａｕ契約について利用者登録

が行われているときは、登録利用者とします。）からの申出であること。
（３） そのａｕ契約の申込みに際し、当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める

端末設備の購入を伴うこと。
（４） 基本使用料の料金種別として、プランＥシンプルを選択していること。
（５） その契約者回線が、障がい者等用の基本使用料の適用又は（３）の２の適用を受けてい

ること。
（６） そのａｕ契約の申込みと同時に、ＥＺｗｅｂ機能の請求があること。

４ 当社は、第２項に定める控除の取扱いを受けている契約者回線について、控除対象期間内
に次のいずれかに該当することとなった場合には、第２項の規定にかかわらず、その事由が
生じた日を含む料金月以降、その控除の取扱いを行いません。
（１） ａｕ契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止（タイプⅠに限ります。）があったとき。
（３） 新たな端末設備の購入があったとき。
（４） プランＥシンプル以外への料金種別の変更があったとき。

５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
６ ＯＣＴ営発第１００８０１号の附則第２項中、「この改正規定実施の日以降に」を「この改正規
定実施の日から平成２４年８月９日までの間に」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１２０８１４号）
この改正規定は、平成２４年８月１４日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１２０９０１号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２４年９月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０９０４号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年９月４日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０９０７号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年９月７日から実施します。

ただし、第２項に定める控除の取扱いについては、平成２４年９月８日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２４年１１月３０日までの間にａｕ契約の申込みがあり、そのａ
ｕサービスの提供を開始した契約者回線の契約者から申出があったときは、当社は、そのａ
ｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して２４料金月の間（以下こ
の附則において「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線に係る基本使用料等（この
約款の規定により支払いを要することとされるａｕ通信サービスの料金（基本使用料、オプ
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ション機能使用料（着信短縮ダイヤル機能、海外ローミング機能、番号変換機能、保留転送
機能及び番号変換文字メッセージ受信機能に係るものを除きます。）、通話料（ａｕ国際通話
及び国際ＳＭＳ送信に係るものを除きます。）、付随サービスに関する料金等（料金安心サー
ビスに関する料金、３ＬＭセキュリティサービス利用料及びａｕスマートサポート接続サー
ビス利用料に限ります。）及びパケット通信料に限ります。）及び当社が別に定める料金をいい
ます。以下この附則において同じとします。）について、１の料金月ごとに税抜額 ９３４円（基
本使用料等の額がその額に満たない場合は、基本使用料等の額とします。）を控除する取扱い
を行います。
ただし、その料金月の末日において、その契約者回線に係るａｕサービスの利用の一時休

止（タイプⅡに限ります。）を行っているときは、この限りでありません。
３ 当社は、前項の申出があったときは、次の全てを満たす場合に限り、これを承諾します。
（１） その申出が、その契約者回線に係るａｕ契約の申込みと同時に行われたものであるこ

と。
（２） そのａｕ契約の申込みに際し、別記３（１１）に規定する携帯電話番号ポータビリティを

希望する旨の申出があること。
（３） そのａｕ契約の申込みに際し、当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める

特定携帯情報端末の購入を伴うこと。
（４） その契約者回線が、障がい者等用の基本使用料の適用又は（３）の２の適用を受けてい

ること。
（５） そのａｕ契約の申込みと同時に、料金表第１表第３（パケット通信料）１（適用）（

８）の２の適用の申込みがあること又は基本使用料の料金種別としてプランＦ（ＩＳ）
シンプルを選択していること。

４ 当社は、第２項に定める控除の取扱いを受けている契約者回線について、控除対象期間内
に次のいずれかに該当することとなった場合には、第２項の規定にかかわらず、その事由が
生じた日を含む料金月以降、その控除の取扱いを行いません。
（１） ａｕ契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止（タイプⅠに限ります。）があったとき。
（３） 新たな端末設備の購入があったとき。
（４） 料金表第１表第３（パケット通信料）１（適用）（８）の２の適用を受けていること又

は料金種別がプランＦ（ＩＳ）シンプル若しくは電話カケ放題プラン（ケータイ・デー
タ付）であることのいずれにも該当しなくなったとき。

５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０９１３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年９月１３日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２０９２１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年９月２１日から実施します。
（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施の日から平成２５年５月３１日までの間に、留守番伝言機能（追加機能に限
ります。以下この附則において同じとします。）の提供の請求があり当社が承諾した場合、当
社は、留守番伝言機能の加入を条件とする特定オプション機能使用料の減額適用（留守番伝
言機能の提供を開始した日を含む料金月から起算して６料金月の間（以下この項から第６項
において「控除対象期間」といいます。）、この約款の規定にかかわらず、料金表第１表第１
（基本使用料等）１（適用）（２９）に定める特定オプション機能に係るオプション機能使用料
の支払いを免除する取扱いをいいます。以下この項から第６項において「本取扱い」といい
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ます。）を行います。
ただし、その契約者回線について、この約款若しくは当社のＬＴＥ約款の附則又はＫＤＤ

Ｉ株式会社のＷＩＮ約款若しくはＬＴＥ約款の附則に定める留守番伝言機能の加入を条件と
する特定オプション機能使用料の減免適用を受けたことがある場合は、この限りでありませ
ん。

３ 前項の規定によるほか、この改正規定実施の際現に、留守番伝言機能の提供を受けている
契約者回線について、この改正規定実施の日から平成２４年１１月３０日までの間、特定オプショ
ン機能に係るオプション機能使用料の支払いを要しません。

４ 前２項の規定にかかわらず、この改正規定実施の日から平成２４年１１月３０日までの間は、そ
の料金月において、特定オプション機能の全ての提供を受けている場合に限り、前２項の取
扱いを行います。

５ 当社は、その契約者回線について、以下のいずれかに該当する場合には、控除対象期間内
であっても、本取扱いを廃止します。
（１） ａｕ契約の解除があったとき（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものであって、当社が

別に定める場合に該当するときを除きます。）。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） 留守番伝言機能の廃止があったとき。

６ 前項の規定により、本取扱いを廃止した場合における本取扱いについては、次表のとおり
とします。

区分 本取扱いの適用

１ 平成２４年１１月３０日以前に前項の各号に該当 その事由が生じた日を含む料金月までの
することとなったとき（その事由が生じた日 オプション機能使用料について、本取扱
を含む料金月について、第４項に規定する条 いの対象とします。
件を満たす場合に限ります。）。

２ 平成２４年１１月３０日以前に前項の各号に該当 その事由が生じた日を含む料金月の前料
することとなったとき（その事由が生じた日 金月までのオプション機能使用料につい
を含む料金月について、第４項に規定する条 て、本取扱いの対象とします。
件を満たす場合を除きます。）。

３ 平成２４年１２月１日以降に前項の各号に該当 その事由が生じた日の前日までのオプシ
することとなったとき。 ョン機能使用料について、本取扱いの対

象とします。

（料金等の支払いに関する経過措置）
７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
８ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のアの表中、ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２
項（１）欄のアの表中及びＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則第３項（１）欄のアの表中、料金月の欄
について、それぞれ次のように改めます。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金月（以下この欄に
おいて「適用承諾月」といいます。）の翌料金月から起算し、３６料金月
が経過するまでの各料金月であって、その契約者回線について、次欄
に定める適用条件のいずれも満たしている月。

９ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項中、ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項中及びＯＣＴ
営発第１２０１１８号の附則第３項中、「ａｕ通信サービス契約約款」をそれぞれ「ＷＩＮ約款」
に改めます。
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１０ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のキ及びＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項（
１）欄のキの次に、次のように加えます。

ク 当社は、本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約（当
社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに限ります。）への契約移行に係る
ものに限ります。）があった場合、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係
るａｕ（ＬＴＥ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります。）か
ら次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は、その料金額とします。）
を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次表に定める期間が
経過するまでの各料金月であって次欄に定める適用条件のいずれも満
たしている月。

適用承諾月の翌料金月から起算して、契約移行のあった日を含む
料金月の前料金月までの月数を、３６料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定める定期ＬＴＥ契約
であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥ
プランを選択していること。

控除額 税抜額 ４６７円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線について、ＬＴＥ
約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線についてａｕ契約
への契約移行があったときは、その契約移行があった日を含む料金月以降のそのａｕ
契約について、適用承諾月から継続してアに定める取扱いを受けているものとみなし
てアからキの規定を適用します。

１１ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（２）欄のキ及びＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項（
２）欄のキの次に、次のように加えます。

ク 当社は、本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約（当
社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに限ります。）への契約移行に係る
ものに限ります。）があった場合、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係
るａｕ（ＬＴＥ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります。）か
ら次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は、その料金額とします。）
。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次表に定める期間が
経過するまでの各料金月であって次欄に定める適用条件のいずれも満
たしている月。

適用承諾月（（１）欄のアの表に定める適用承諾月をいいます。以
下この欄において同じとします。）の翌料金月から起算して、契約
移行のあった日を含む料金月の前料金月までの月数を、３６料金月
から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定める定期ＬＴＥ契約
であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥ
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プランを選択していること。

控除額 税抜額 ４６７円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線について、ＬＴＥ
約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線についてａｕ契約
への契約移行があったときは、その契約移行があった日を含む料金月以降のそのａｕ
契約について、適用承諾月から継続してアに定める取扱いを受けているものとみなし
てアからキの規定を適用します。

１２ ＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則第３項（１）欄のキの次に、次のように加えます。
ク 当社は、本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約（当
社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに限ります。）への契約移行に係る
ものに限ります。）があった場合、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係
るａｕ（ＬＴＥ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります。）か
ら次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は、その料金額とします。）
。）を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次表に定める期間が
経過するまでの各料金月であって次欄に定める適用条件のいずれも満
たしている月。

適用承諾月の翌料金月から起算して、契約移行のあった日を含む
料金月の前料金月までの月数を、３６料金月から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定める定期ＬＴＥ契約
であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥ
プランを選択していること。

控除額 税抜額 ９３４円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線について、ＬＴＥ
約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線についてａｕ契約
への契約移行があったときは、その契約移行があった日を含む料金月以降のそのａｕ
契約について、適用承諾月から継続してアに定める取扱いを受けているものとみなし
てアからキの規定を適用します。

１３ ＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則第３項（２）欄のキの次に、次のように加えます。
ク 当社は、本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けたａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約（当
社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに限ります。）への契約移行に係る
ものに限ります。）があった場合、次表に定める料金月において、そのＬＴＥ契約に係
るａｕ（ＬＴＥ）通信サービスの料金額（控除対象額に相当するものに限ります。）か
ら次表に定める控除額（その料金額が控除額に満たない場合は、その料金額とします。）
を控除する取扱いを行います。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次表に定める期間が
経過するまでの各料金月であって次欄に定める適用条件のいずれも満
たしている月。

適用承諾月（（１）欄のアの表に定める適用承諾月をいいます。以
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下この欄において同じとします。）の翌料金月から起算して、契約
移行のあった日を含む料金月の前料金月までの月数を、１５料金月
（アに定めるａｕ契約の申込みにあたって、別記３（１１）に規定す
る携帯電話番号ポータビリティを希望した場合は３６料金月としま
す。）から除いた期間

適用条件 （ア） そのＬＴＥ契約が、当社のＬＴＥ約款に定める定期ＬＴＥ契約
であること。

（イ） 基本使用料の料金種別として当社のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥ
プランを選択していること。

控除額 税抜額 ９３４円

ケ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線について、ＬＴＥ
約款に定める他、エからキの規定を準用します。

コ 当社は、クに定める取扱いの適用を受けているＬＴＥ契約者回線についてａｕ契約
への契約移行があったときは、その契約移行があった日を含む料金月以降のそのａｕ
契約について、適用承諾月から継続してアに定める取扱いを受けているものとみなし
てアからキの規定を適用します。

附則（ＯＣＴ営発第１２１００１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１０月１日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１０１０号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１０月１０日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１０２５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１０月２５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１１月１日から実施します。
２ 削除
３ 削除
（料金等の支払いに関する経過措置）
４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１１０２号）
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（実施期日）
１ この改正規定は、平成２４年１１月２日から実施します。
（基本使用料の支払いに関する経過措置）
２ 当社は、この改正規定実施の日から平成２４年１２月３１日までの間（以下この附則において「
購入対象期間といいます。）に、ａｕ契約者（ａｕ契約を締結しようとする者であって、その
ａｕ契約の申込みにあたって、別記３（１１）に規定する携帯電話番号ポータビリティを希望す
るものを除きます。）が、当社が別に定めるサービス取扱所において当社が別に定める端末設
備を購入した場合（基本使用料の料金種別として、プランＺシンプルを選択している又は端
末設備の購入と同時に選択するときに限ります。）、その購入のあった日を含む料金月（以下
この附則において「購入月」といいます。）の翌料金月から起算し１２料金月の間（以下この附
則において「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線について、料金表第１表第１（
基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係る
ものを除きます。以下「控除対象額」といいます。）のうち、次表に定める控除額（基本使用
料を日割りした場合は、その日数に応じて次表に定める控除額を日割りした額とします。）を
控除する取扱い（以下この附則において「本減額適用」といいます。）を行います。
ただし、次のいずれかに該当する料金月についてはこの限りでありません。
（１） この約款の附則又は当社のＬＴＥ約款の附則に定める基本使用料の減額適用（当社

が別に定めるものに限ります。）を受ける料金月。
（２） その末日において、その契約者回線に係るａｕサービスの利用の一時休止（タイプ

Ⅱに限ります。）を行っている料金月。

控除額 税抜額 ４６７円

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、
控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。
（１） 契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。
（４） プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。
（５） 新たな端末設備の購入があったとき。

４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとおり
とします。

区分 本取扱いの適用

１ ２以外により本減額適用を廃止したと その事由が生じた日の前日までの基本使用料
き。 について、本減額適用の対象とします。

２ 新たな端末設備の購入があったとき（ 新たな端末設備の購入があった日を含む料金
前項の第３号又は第４号を伴う場合を除 月の末日までの基本使用料について、本減額
きます。）。 適用の対象とします。

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は第３項の規定により本減額適用を廃止
した場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使用料
の料金種別ごとに第２項に規定する控除額の日割りを行います。

区 分 起算日

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、第２項の規定により本減額適
用を開始した場合は、その料金月におけるプランＺシンプルの基本使用
料の適用開始日）
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適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第３項の規定により本減額適
用を廃止した場合は、廃止日）

（料金等の支払いに関する経過措置）
６ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１１１３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１１月１３日から実施します。
（ａｕサービスの利用の一時休止に関する経過措置）
２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定によりａｕサービスの利用の一時休止を行って
いる契約者回線については、この改正規定実施の日において、ａｕサービスの利用の一時休
止（タイプⅠ）を行っているものとみなします。

（料金等の支払いに関する経過措置）
３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
４ ＯＣＴ営発第１２０８０１号の附則第２項、ＯＣＴ営発第１２０８１０号の附則第２項及びＯＣＴ営発
第１２０９０７号の附則第２項の後にそれぞれ次のように加えます。
ただし、その料金月の末日において、その契約者回線に係るａｕサービスの利用の一時休

止（タイプⅡに限ります。）を行っているときは、この限りでありません。
５ ＯＣＴ営発第１２０８０１号の附則第４項、ＯＣＴ営発第１２０８１０号の附則第４項、ＯＣＴ営発第
１２０９０７号の附則第４項及びＯＣＴ営発第１２１１０２号の附則第３項における「ａｕサービスの利
用の一時休止」を「ａｕサービスの利用の一時休止（タイプⅠに限ります。）」にそれぞれ改
めます。

６ ＯＣＴ営発第１２１１０２号の附則第２項のただし書きを次のように改めます。
ただし、次のいずれかに該当する料金月についてはこの限りでありません。
（１） ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項、ＯＣＴ営発第１１０１２８号の附則第２項又はＯＣ

Ｔ営発第１２０１１８号の附則第３項の適用を受ける料金月。
（２） その末日において、その契約者回線に係るａｕサービスの利用の一時休止（タイプ

Ⅱに限ります。）を行っている料金月。

附則（ＯＣＴ営発第１２１１１５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１１月１５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１１２８号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１１月２８日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１２１１３０号）
（実施期日）
１ この改正規定は、平成２４年１１月３０日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
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の他の債務については、なお従前のとおりとします。
（その他）
３ ＯＣＴ営発第１２１１０２号の附則第３項を、次のように改めます。
３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合に
は控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。
（１） 契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。
（４） プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。
（５） 新たな端末設備の購入があったとき。

４ ＯＣＴ営発第１２１１０２号の附則第４項を第６項に改め、第３項の次に、次のように加えます。
４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとお
りとします。

区分 本取扱いの適用

１ ２以外により本減額適用を廃止したと その事由が生じた日の前日までの基本使用
き。 料について、本減額適用の対象とします。

２ 新たな端末設備の購入があったとき（ 新たな端末設備の購入があった日を含む料
前項の第３号又は第４号を伴う場合を除 金月の末日までの基本使用料について、本
きます。）。 減額適用の対象とします。

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は第３項の規定により本減額適用を廃
止した場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使
用料の料金種別ごとに第２項に規定する控除額の日割りを行います。

区 分 起算日

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、第２項の規定により本減額
適用を開始した場合は、その料金月におけるプランＺシンプルの基本
使用料の適用開始日）

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第３項の規定により本減額
適用を廃止した場合は、廃止日）

附則（ＯＣＴ営発第１２１２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１２月１日から実施します。
（基本使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改定規定実施の日から平成２５年２月１８日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった場合
（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限ります。）、そのａｕサ
ービスの提供を開始した日を含む料金月から起算して１３料金月の間（以下この附則第６項ま
でにおいて「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線について、料金表第１表第１（
基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係る
ものを除き、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定のＬ
ＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用を受ける場合は、それぞれ
適用する前の額とします。）のうち、次表に定める控除額（第５項の規定により控除額を日割
りした場合はその額とします。）を控除する取扱い（以下この附則第６項までにおいて「本減
額適用」といいます。）を行います。
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適用条件 （１） 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の
購入を伴うこと。

（２） 基本使用料の料金種別としてプランＥシンプルを選択すること。
（３） 平成２５年４月１日までに満１３歳に満たない契約者（そのａｕ契約

について利用者登録が行われているときは、登録利用者とします。）
からの申出であること。

控除額 税抜額 ７４３円

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、
控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。
（１） ａｕ契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。
（４） プランＥシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。
（５） 新たな端末設備の購入があったとき。

４ 前項の規定により本減額適用を廃止する場合、その事由が生じた日の前日までの基本使用
料について、本減額適用の対象とします。

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は前項の規定により本減額適用を廃止し
た場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使用料の
料金種別ごとに第２項に規定する控除額の日割りを行います。

区分 起算日

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、第２項の規定により本減額適
用を開始した場合は、開始日）

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第３項の規定により本減額適
用を廃止した場合は、廃止日）

６ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げま
す。

７ この改定規定実施の日から平成２４年１２月３１日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった場合
（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限ります。）、そのａｕサ
ービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して２４料金月の間（以下この附
則において「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線について、料金表第１表第１（
基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係る
ものを除き、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、特定のＬＴ
Ｅシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービスに係る契約
を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、それぞれ適用する前の額と
します。）のうち、次表に定める控除額（第１０項の規定により控除額を日割りした場合はその
額とします。）を控除する取扱い（以下この附則において「本減額適用」といいます。）を行い
ます。

適用条件 （１） 別記３（１１）に定める携帯電話番号ポータビリティを希望する旨の
申出があること。

（２） 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の
購入を伴うこと。

（３） 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択すること。

控除額 （１） （２）以外の場合 税抜額 ９３４円
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（２） そのａｕサービスの提供を開 税抜額 １，８６８円
始した日を含む料金月の末日に
おいて、契約者を単位とする金
額指定割引の適用を受けている
場合

８ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、
控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。
（１） ａｕ契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。
（４） プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。
（５） 新たな端末設備の購入があったとき。

９ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとおり
とします。

区分 本減額適用の適用

１ ２以外により本減額適用を廃止したと その事由が生じた日の前日までの基本使用料
き。 について、本減額適用の対象とします。

２ 新たな端末設備の購入があったとき（ 新たな端末設備の購入があった日を含む料金
前項の第３号又は第４号を伴う場合を除 月の末日までの基本使用料について、本減額
きます。）。 適用の対象とします。

１０ 第７項の規定により本減額適用を開始した場合又は前項の規定により本減額適用を廃止し
た場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使用料の
料金種別ごとに第７項に規定する控除額の日割りを行います。

区分 起算日

適用開始日 その料金月の初日

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第８項の規定により本減額適
用を廃止した場合は、廃止日）

１１ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げま
す。

（料金等の支払いに関する経過措置）
１２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
１３ ＯＣＴ営発第１２０８１０号の附則第２項中「この改正規定実施の日以降に」を「この改正規定
実施の日から平成２４年１１月３０日までの間に」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１２１２０６号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１２月６日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。
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附則（ＯＣＴ営発第１２１２１５号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２４年１２月１５日から実施します。
（料金等の支払いに関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１３０１０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２５年１月１日から実施します。
（基本使用料の支払いに関する経過措置）
２ この改定規定実施の日から平成２５年１月２１日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった場合
（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限ります。）、そのａｕサ
ービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して２４料金月の間（以下この附
則第６項までにおいて「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線について、料金表第
１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機能使
用料に係るものを除き、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、
特定のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービス
に係る契約を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、それぞれ適用す
る前の額とします。）のうち、次表に定める控除額（第５項の規定により控除額を日割りした
場合はその額とします。）を控除する取扱い（以下この附則第６項までにおいて「本減額適用
」といいます。）を行います。
（１） 適用条件

ア 別記３（１１）に定める携帯電話番号ポータビリティを希望する旨の申出があること。
イ 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の購入を伴うこと。
ウ 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択すること。

（２） 控除額
１契約ごとに月額

区分 控除額

ア イ以外の場合 税抜額 ９３４円

イ そのａｕサービスの提供を開始した日 税抜額 １，８６８円
を含む料金月の末日において、契約者を
単位とする金額指定割引の適用を受けて
いる場合

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、
控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。
（１） ａｕ契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。
（４） プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。
（５） 新たな端末設備の購入があったとき。

４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとおり
とします。

区分 本減額適用の適用
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１ ２以外により本減額適用を廃止したと その事由が生じた日の前日までの基本使用料
き。 について、本減額適用の対象とします。

２ 新たな端末設備の購入があったとき（ 新たな端末設備の購入があった日を含む料金
前項の第３号又は第４号を伴う場合を除 月の末日までの基本使用料について、本減額
きます。）。 適用の対象とします。

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は第３項の規定により本減額適用を廃止
した場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使用料
の料金種別ごとに第２項に規定する控除額の日割りを行います。

区分 起算日

適用開始日 その料金月の初日

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第３項の規定により本減額適
用を廃止した場合は、廃止日）

６ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げま
す。

（料金等の支払いに関する経過措置）
７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

附則（ＯＣＴ営発第１３０１２２号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２５年１月２２日から実施します。
（基本使用料の支払に関する経過措置）
２ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める基本使用料の減額適用を行います。

（１） 学生である ア 学生であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下この附
ことを条件と 則第２項において「本減額適用Ⅰ」といいます。）とは、平成２５年１
する基本使用 月２２日から平成２５年５月３１日までの間（以下この附則第２項におい
料の減額適用 て「申出対象期間」といいます。）に、ａｕ契約の申込み（契約変更

及びＬＴＥ契約からの契約移行に係るものを除きます。）と同時に申
出があり、当社が承諾した場合、そのａｕサービスの契約者回線に
ついて、次表に定める料金月において、料金表第１表第１（基本使
用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション
機能使用料に係るものを除きます。以下この（１）欄において「控除
対象額」といいます。）のうち、次表に定める控除額（控除対象額が
控除額に満たない場合は、控除対象額とします。）を控除する取扱い
を行うことをいいます。

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金
月の翌料金月（以下この附則第２項において「適用
開始月Ⅰ」といいます。）から起算して３６料金月が経
過するまでの各料金月であって、その契約者回線に
ついて、次欄に定める適用条件を全て満たしている
月。

適用条件 （ア） 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用
）（４）の２に規定する障がい者等に係る基本使
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用料の割引の適用又は第２種定期ａｕ契約に係
る基本使用料の適用を受けていること。

（イ） 基本使用料の料金種別がプランＺシンプル、
電話カケ放題プラン（ケータイ・データ付）又
は電話カケ放題プラン（ケータイ）であること
。

控除額 税抜額 ９３４円

イ 本減額適用Ⅰは、ａｕデュアル又はＵＩＭサービス（タイプⅠに
限ります。）の契約者回線であって、その契約者（そのａｕ契約につ
いて利用者登録が行われているときは、登録利用者とします。）が学
生（次のいずれかに該当する教育施設に在学し教育を受けている者
（単位制高等学校教育規程第９条に規定する科目履修生、通信によ
る教育を行う学校の科目履修生及び聴講生その他の当社が別に定め
る基準に適合しない者を除きます。）をいいます。以下同じとします
。）であるものに限り、申し出ることができます。
（ア） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校の

うち、当社が別に定めるもの。
（イ） 学校教育法第１条に規定する学校以外の国公立の学校又は学

校教育法第１２４ 条若しくは第１３４ 条の規定により成立した私立
学校のうち、当社が指定した学校。

ウ 当社は、イに定める申出があったときは、次のいずれかに該当す
る場合を除いて、これを承諾します。
（ア） その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している

若しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契
約者名義（利用者登録が行われているときは、登録利用者の名
義とします。以下この附則第２項において同じとします。）が、
申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります
。）について、次表の区分１に定める申出を当社が承諾している
とき。

（イ） 当社との間で締結している若しくは締結していたＬＴＥ契約
に係るＬＴＥ契約者回線（その契約者名義が、申出のあった契
約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）について、次
表の区分２に定める申出を当社が承諾しているとき。

（ウ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出の
あった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）につ
いて、次表の区分３に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾し
ているとき。

（エ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たＬＴＥ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出
のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）に
ついて、次表の区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾
しているとき。

区分 申出

１ 本減額適用Ⅰの申出又は（２）欄に定める本減額適用
Ⅱの申出

２ 当社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であることを
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条件とする基本使用料の減額適用の申出又は学生の
家族であることを条件とする基本使用料の減額適用
の申出

３ ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生
であることを条件とする基本使用料の減額適用の申
出又は学生の家族であることを条件とする基本使用
料の減額適用の申出

４ ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に定める学生
であることを条件とする基本使用料の減額適用の申
出又は学生の家族であることを条件とする基本使用
料の減額適用の申出

エ 当社は、本減額適用Ⅰの適用を受けている契約者回線について、
次のいずれかに該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める３６
料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅰを廃止します。
（ア） ａｕサービス利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅰを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅰの適用

１ ２以外により本減額適用を その事由が生じた日（ａｕサー
廃止したとき。 ビス利用権の譲渡又は契約者の

地位の承継により本減額適用Ⅰ
を廃止したときは、その譲渡承
諾日又は地位の承継の届出日と
します。）を含む料金月までの基
本使用料について、本減額適用
Ⅰの対象とします。

２ エの（ウ）又は（オ）の規定に その事由が生じた日の前日まで
より本減額適用Ⅰを廃止した の基本使用料について、本減額
とき。 適用Ⅰの対象とします。

カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において
同表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満
たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りしま
す。

キ 当社は、当社のＬＴＥ約款に定める学生であることを条件とする
基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰに相当するものをいいます。）
に係る申出の承諾を受けたＬＴＥ契約者回線について、ａｕ契約へ
の契約移行があった場合、そのａｕサービスの契約者回線について
、次表に定める料金月において、本減額適用Ⅰを適用します。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
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表に定める月数が経過するまでの各料金月であって
、その契約者回線について、アに定める適用条件を
全て満たしている月。

当社のＬＴＥ約款に定める適用開始月Ⅰ（アに
定める適用開始月Ⅰに相当するものをいいます
。）から起算して契約移行のあった日を含む料金
月の前料金月までの月数を、３６料金月から除い
た月数

ク 本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けた契約者回線について、Ｌ
ＴＥ契約への契約移行があった場合、そのＬＴＥ契約者回線に係る
学生であることを条件とする基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰ
に相当するものをいいます。）については、当社のＬＴＥ約款の規定
（キに相当するものをいいます。）に定めるところによります。

ケ 契約者は、本減額適用Ⅰの適用の可否を判断するために、その契
約者回線に係る情報（本減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります
。）を、当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただき
ます。

（２） 学生の家族 ア 学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（以下
であることを この附則第２項において「本減額適用Ⅱ」といいます。）とは、申出
条件とする基 対象期間に、ａｕ契約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契
本使用料の減 約移行に係るものを除きます。）と同時に申出があり、当社が承諾し
額適用 た場合、そのａｕサービスの契約者回線について、次表に定める料

金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支
払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを
除きます。以下この（１）欄において「控除対象額」といいます。）の
うち、次表に定める控除額（控除対象額が控除額に満たない場合は
、控除対象額とします。）を控除する取扱いを行うことをいいます。

料金月 本減額適用Ⅱの申出を当社が承諾した日を含む料金
月の翌料金月（以下この附則第２項において「適用
開始月Ⅱ」といいます。）から起算して１２料金月（そ
のａｕ契約の申込みにあたって、別記３（１１）に定め
る携帯電話番号ポータビリティを希望した場合は３６
料金月とします。）が経過するまでの各料金月であっ
て、その契約者回線について、次欄に定める適用条
件を全て満たしている月。

適用条件 （ア） 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用
）（４）の２に規定する障がい者等に係る基本使
用料の割引の適用又は第２種定期ａｕ契約に係
る基本使用料の適用を受けていること。

（イ） 基本使用料の料金種別がプランＺシンプル、
電話カケ放題プラン（ケータイ・データ付）又
は電話カケ放題プラン（ケータイ）であること
。

控除額 税抜額 ９３４円
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イ 本減額適用Ⅱは、ａｕデュアル又はＵＩＭサービス（タイプⅠに
限ります。）の契約者回線であって、アに定めるａｕ契約の申込みと
同時に、複数回線複合割引の適用の申出（その契約者が指定する割
引選択回線群に、次表の区分１若しくは区分２に定める申出を当社
が承諾した契約者回線若しくはＬＴＥ契約者回線（その減額適用を
廃止又は終了していないものに限ります。）又は次表の区分３若しく
は区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾した他網契約者回
線（その減額適用を廃止又は終了していないものに限ります。）が含
まれるものに限ります。）があったものに限り、申し出ることができ
ます。

区分 申出

１ 本減額適用Ⅰの申出

２ 当社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であることを
条件とする基本使用料の減額適用の申出

３ ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生
であることを条件とする基本使用料の減額適用の申
出

４ ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に定める学生
であることを条件とする基本使用料の減額適用の申
出

ウ 当社は、イに定める申出があったときは、次のいずれかに該当す
る場合を除いて、これを承諾します。
（ア） その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している

若しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契
約者名義が、申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のも
のに限ります。）について、（１）欄のウの表の区分１に定める申
出を当社が承諾しているとき。

（イ） 当社との間で締結している若しくは締結していたＬＴＥ契約
に係るＬＴＥ契約者回線（その契約者名義が、申出のあった契
約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）について、（
１）欄のウの表の区分２に定める申出を当社が承諾していると
き。

（ウ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出の
あった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）につ
いて、（１）欄のウの表の区分３に定める申出をＫＤＤＩ株式会
社が承諾しているとき。

（エ） ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結してい
たＬＴＥ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出
のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります。）に
ついて、（１）欄のウの表の区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式
会社が承諾しているとき。

エ 当社は、本減額適用Ⅱの適用を受けている契約者回線について、
次のいずれかに該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める１２
料金月又は３６料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅱを廃止
します。
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（ア） ａｕサービス利用権の譲渡があったとき。
（イ） 契約者の地位の承継があったとき。
（ウ） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（エ） ａｕ契約の解除があったとき。
（オ） そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の

変更が行われたとき。
オ エの規定により、本減額適用Ⅱを廃止した場合における取扱いに
ついては、次表のとおりとします。

区分 本減額適用Ⅱの適用

１ ２以外により本減額適用を その事由が生じた日（ａｕサー
廃止したとき。 ビス利用権の譲渡又は契約者の

地位の承継により本減額適用Ⅰ
を廃止したときは、その譲渡承
諾日又は地位の承継の届出日と
します。）を含む料金月までの基
本使用料について、本減額適用
Ⅱの対象とします。

２ エの（ウ）又は（オ）の規定に その事由が生じた日の前日まで
より本減額適用Ⅱを廃止した の基本使用料について、本減額
とき。 適用Ⅱの対象とします。

カ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において
同表の適用条件を満たさない日があった場合は、その適用条件を満
たした日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りしま
す。

キ 当社は、当社のＬＴＥ約款に定める学生の家族であることを条件
とする基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅱに相当するものをいい
ます。）に係る申出の承諾を受けたＬＴＥ契約者回線について、ａｕ
契約への契約移行があった場合、そのａｕサービスの契約者回線に
ついて、次表に定める料金月において、本減額適用Ⅱを適用します
。

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次
表に定める月数が経過するまでの各料金月であって
、その契約者回線について、アに定める適用条件を
全て満たしている月。

当社のＬＴＥ約款に定める適用開始月Ⅱ（アに
定める適用開始月Ⅱに相当するものをいいます
。）から起算して契約移行のあった日を含む料金
月の前料金月までの月数を、１２料金月（そのＬ
ＴＥ契約の申込みにあたって、当社のＬＴＥ約
款別記３（１０）に定める携帯電話番号ポータビリ
ティを希望した場合は３６料金月とします。）から
除いた月数

ク 本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けた契約者回線について、Ｌ
ＴＥ契約への契約移行があった場合、そのＬＴＥ契約者回線に係る
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学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（本減額
適用Ⅱに相当するものをいいます。）については、当社のＬＴＥ約款
の規定（キに相当するものをいいます。）に定めるところによります
。

ケ 契約者は、本減額適用Ⅱの適用の可否を判断するために、その契
約者回線に係る情報（本減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります
。）を、当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただき
ます。

３ この改定規定実施の日から平成２５年５月３１日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった場合
（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限ります。）、そのａｕサ
ービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して２４料金月の間（以下この附
則第７項までにおいて「控除対象期間」といいます。）、その契約者回線について、料金表第
１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプション機能使
用料に係るものを除き、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、
特定のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービス
に係る契約を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、それぞれ適用す
る前の額とします。）のうち、次表に定める控除額（第６項の規定により控除額を日割りした
場合はその額とします。）を控除する取扱い（以下この附則第７項までにおいて「本減額適用
」といいます。）を行います。
ただし、前項に定める学生であることを条件とする基本使用料の減額適用又は学生の家族

であることを条件とする基本使用料の減額適用を受ける料金月においては、この限りであり
ません。
（１） 適用条件

ア 別記３（１１）に定める携帯電話番号ポータビリティを希望する旨の申出があること。
イ 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の購入を伴うこと。
ウ 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択すること。

（２） 控除額
１契約ごとに月額

区分 控除額

ア イ以外の場合 税抜額 ９３４円

イ そのａｕサービスの提供を開始した日を含む料 税抜額 １，８６８円
金月の末日において、契約者を単位とする金額指
定割引の適用を受けている場合

４ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、
控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。
（１） ａｕ契約の解除があったとき。
（２） ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。
（３） ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。
（４） プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。
（５） 新たな端末設備の購入があったとき。

５ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとおり
とします。

区分 本減額適用の適用
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１ ２以外により本減額適用を廃止したと その事由が生じた日の前日までの基本使用料
き。 について、本減額適用の対象とします。

２ 新たな端末設備の購入があったとき（ 新たな端末設備の購入があった日を含む料金
前項の第３号又は第４号を伴う場合を除 月の末日までの基本使用料について、本減額
きます。）。 適用の対象とします。

６ 第３項の規定により本減額適用を開始した場合又は第４項の規定により本減額適用を廃止
した場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使用料
の料金種別ごとに第３項に規定する控除額の日割りを行います。

区分 起算日

適用開始日 その料金月の初日

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第４項の規定により本減額適
用を廃止した場合は、廃止日）

７ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げま
す。

（料金等の支払いに関する経過措置）
８ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
９ ＯＣＴ営発第１００２０９号の附則第２項（１）欄のオ及び（２）欄のオの表中、ＯＣＴ営発第１１０１
２８号の附則第２項（１）欄のオ及び（２）欄のオの表中及びＯＣＴ営発第１２０１１８号の附則第３項
（１）欄のオ及び（２）欄のオの表中、区分２について、それぞれ「定期ａｕ契約の更新日を含
む料金月にａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約（当社ＬＴＥ約款に定める定期ＬＴＥ契約に限りま
す。）への契約移行に係るものを除きます。）又はａｕサービスの利用の一時休止があったとき
。」に改めます。

１０ ＯＣＴ営発第１３０１０１号の附則第２項中「この改定規定実施の日から平成２５年１月３１日まで
の間に」を「この改定規定実施の日から平成２５年１月２１日までの間に」に改めます。

附則（ＯＣＴ営発第１３０１３０号）
この改正規定は、平成２５年１月３０日から実施します。

附則（ＯＣＴ営発第１３０２０１号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２５年２月１日から実施します。
（料金等の支払に関する経過措置）
２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ
の他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）
３ ＯＣＴ営発第１２１１０２号の附則第２項のただし書き（１）について、次のように改めます。

（１） この約款の附則又は当社のＬＴＥ約款の附則に定める基本使用料の減額適用（当社
が別に定めるものに限ります。）を受ける料金月。

附則（ＯＣＴ営発第１３０２１３号）
（実施時期）
１ この改正規定は、平成２５年２月１３日から実施します。
（手続きに関する料金の経過措置）
２ この改正規定実施前に請求のあった手続きが、この改正規定実施の日において完了してい
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ない場合、その手続きに関する料金の支払いについては、改正後の規定によるものとしま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130219 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年２月 19 日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ この改定規定実施から平成 30 年３月 31 日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった場合

（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限ります｡)、そのａｕ

サービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して 12 料金月の間（以下こ

の附則第６項までにおいて「控除対象期間」といいます｡)、その契約者回線について、料

金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプショ

ン機能使用料に係るものを除き、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割

引の適用又は特定のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用を

受ける場合は、それぞれ適用する前の額とします｡) のうち、次表に定める控除額（第５項

の規定により控除額を日割りした場合はその額とします｡)を控除する取扱い（以下この附

則第６項までにおいて「本減額適用」といいます｡)を行います。 

適用条件 (１) 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の

購入を伴うこと。 

(２) 基本使用料の料金種別としてプランＥシンプルを選択すること。 

(３) そのａｕ契約の申込があった日（以下この附則第６項までにおい

て「申込日」といいます｡)を含む年の翌年（申込日が１月１日から３

月 31 日までの間である場合は、申込日を含む年とします｡)の４月１日

までに満 13 歳に満たない契約者（そのａｕ契約について利用者登録が

行われているときは、登録利用者とします｡)からの申出であること。 

控除額 税抜額 743 円 

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合に

は、控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。 

(４) プランＥシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。 

(５) 新たな端末設備の購入があったとき。 

４ 前項の規定により本減額適用を廃止する場合、その事由が生じた日の前日までの基本使

用料について、本減額適用の対象とします。 

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は前項の規定により本減額適用を廃止

した場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使用

料の料金種別ごとに第２項に規定する控除額の日割りを行います。 

区分 起算日 

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、第２項の規定により本減額適 

用を開始した場合は、開始日） 
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適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第３項の規定により本減額適 

用を廃止した場合は、廃止日） 

６ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げ

ます。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

８ ＯＣＴ営発 121201 号の附則第２項中「この改正規定実施の日以降に」を「この改正規定

実施の日から平成 25 年２月 18 日までの間に」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発 130301 号) 

（実施時期） 

１ この改正規定は､平成 25 年３月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発 130308 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年３月８日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発 130315 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年３月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発 130318 号) 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年３月 18 日から実施します。 

（料金等の支払に関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ ＯＣＴ営発 121101 号の附則第２項及び第３項について、それぞれ「削除」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発 130320 号） 

（実施時期） 
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１ この改正規定は、平成 25 年３月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130401 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙に係るものを含みます｡)は、平成 25 年４月１日から実施します。 

（第３種定期ａｕ契約及び第４種定期ａｕ契約に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の約款の規定（以下この附則おいて「旧規定」とい

います｡)に基づき締結されている次表左欄の契約（以下この附則おいて「旧契約」といい

ます｡)がある場合、この改正規定実施の日において、その旧契約を解除すると同時に新た

に改正後の約款の規定（以下この附則おいて「新規定」といいます｡)に基づき次表右欄の

契約（以下この附則において「新契約」といいます｡)を締結する契約変更があったものと

して取り扱います。 

第３種定期ａｕ契約 第１種定期ａｕ契約 

第４種定期ａｕ契約 第１種定期ａｕ契約 

３ 新契約において適用される料金その他の提供条件は、この附則に定めるほか、新規定に

相応の規定がある限りにおいて、旧契約のものと同等とします。 

  この場合において、旧契約において適用されている料金その他の取扱いは当該契約変更

の日の前日末まで、新契約において適用される料金その他の取扱いは当該契約変更の日よ

り、それぞれ適用されるものとします。 

（契約解除料に関する経過措置） 

４ この改正規定実施の際現に、旧契約を締結している定期ａｕ契約者は、第２項に定める

契約変更に伴う旧契約の解除によっては、料金表第１表第４（契約解除料）に規定する料

金の支払いを要しません。 

（繰越控除可能額に関する経過措置） 

５ この改正規定実施の日を含む料金月の前料金月において、旧契約に係る翌料金への繰越

控除可能額は、第２項に定める契約変更に伴う旧契約の解除によっては、無効とならない

ものとします。 

（回線群に関する経過措置） 

６ この改正規定実施の際現に、旧回線等（契約者回線であって旧契約に係るもの又は他網

契約者回線であってＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則（この附則に相当するものに限

ります。以下この附則において「ＫＤＤＩ附則」といいます｡)第２項に定める旧契約に係

るものをいいます。以下この附則において同じとします｡)が属する回線群に関して適用さ

れている旧規定に定める料金その他の取扱いは、契約変更等（第２項に定める契約変更又

はＫＤＤＩ附則第２項に定める契約変更をいいます。以下この附則において同じとしま

す｡)に伴う旧契約等（旧契約又はＫＤＤＩ附則第２項に定める旧契約をいいます。以下こ

の附則において同じとします｡)の解除によっては、終了しないものとします。 

この場合において、その回線群に属する旧回線等は、新規定に当該取扱いに係る相応の

規定がある限りにおいて、契約変更等と同時に、相応の新回線等（契約者回線であって旧

契約に係るもの又は他網契約者回線であってＫＤＤＩ附則第２項に定める新契約に係るも

のをいいます。以下この附則において同じとします｡)へ変更されたものとみなします。 
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（指定等に関する経過措置） 

７ この改正規定実施の際現に、旧回線等を指定等することにより適用されている料金その

他の取扱いは、第２項に定める契約変更等に伴う旧契約等の解除によっては、終了しない

ものとします。 

この場合において、その指定等に係る旧回線等は、新規定に当該取扱いに係る相応の規

定がある限りにおいて、契約変更等と同時に、相応の新回線等へ変更されたものとみなし

ます。 

（契約者を単位とする基本使用料割引Ⅲ等に関する経過措置） 

８ この改正規定実施の際現に、改正前の規定に基づき旧契約に係る契約者回線（以下この

附則において「旧回線」といいます｡)に適用されている次表に掲げる取扱いは、この改正

規定実施の日においてその適用を廃止する申出があったものとして取り扱います。 

料金表第１表（ａｕ（ＷＩＮ）通信サービスに関する料金）第１（基本使用料）１（適

用）(９)「契約者を単位とする基本使用料割引Ⅲ」 

料金表第１表（ａｕ（ＷＩＮ）通信サービスに関する料金）第２（通話料）１（適用）

(22)「特定サービス等の電気通信回線への通話に係る料金に応じた通話料の割引」 

（手続きに関する経過措置） 

９ この改正規定実施の前に、旧規定により行った旧契約に係る手続きその他の行為は、新

規定中にこれに相当する規定があるときは、新規定に基づいて行ったものとみなします。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

10 この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

11 次に掲げる規定は「削除」に改めます。 

ＯＣＴ営発第 1313 号（平成 17 年 11 月 11 日）の附則第４項 

ＯＣＴ営発第 060801 号（平成 18 年７月 28 日）の附則第６項 

ＯＣＴ営発第 061101 号（平成 18 年 10 月 30 日）の附則第３項 

ＯＣＴ営発第 080801 号の附則第３項 

ＯＣＴ営発第 090201 号の附則第３項 

ＯＣＴ営発第 090701 号の附則第３項 

ＯＣＴ営発第 090810 号の附則第３項 

ＯＣＴ営発第 20110209 号の附則第５項及び第６項 

ＯＣＴ営発第 110301 号の附則第７項 

ＯＣＴ営発第 110901 号の附則第３項 

ＯＣＴ営発第 111109 号の附則第５項 

ＯＣＴ営発第 120418 号の附則第３項 

12 ＯＣＴ営発第 2415 号（平成 16 年４月１日）の附則第６項の表を次のとおりに改めます。 

１契約ごとに 

区分 料金額 

税抜額 

第１種定期ａｕ契約 更新回数が０回のもの 3,000 円

更新回数が１回のもの 1,000 円

備考 更新回数が２回以上の場合は、その契約解除料の支払いを要しません。 

13 ＯＣＴ営発第 120723 号の附則第９項の表を次のとおりに改めます。 

第４種定期ａｕ契約（第５種ａｕパケット 第２種定期ａｕ契約 
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に係るものを除きます｡) 

第１種定期ａｕ契約（第２種ａｕパケット

（カテゴリーⅡに限ります｡)又は第５種ａ

ｕパケットに係るものに限ります｡)  

第１種定期ａｕモジュール契約 

第４種定期ａｕ契約（第５種ａｕパケット

に係るものに限ります｡)   

第２種定期ａｕモジュール契約 

14 ＯＣＴ営初第 120118 号の第３項(２)ア「適用条件」(ア)中「又は(３)の４」を削ります。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130416 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年４月 16 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130425） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年４月 25 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130501 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年５月１日から実施します。 

（払込取扱票の発行等に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、当社が指定するサービス取扱所又は金融機関等における料

金等の支払いを選択している場合、この改正規定実施の日において、別記３(３)のアに定

める請求があったものとみなして取り扱います。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130525 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年５月 25 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130527 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年５月 27 日から実施します。 
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（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130601 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年６月１日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日から平成 25 年８月 31 日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった

場合（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限ります｡)、その

ａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して 24 料金月の間（以

下この附則第６項までにおいて「控除対象期間」といいます｡)、その契約者回線について、

料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オプシ

ョン機能使用料に係るものを除き、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の

割引の適用、特定のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又

は特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、

それぞれ適用する前の額とします｡)のうち、次表に定める控除額（第５項の規定により控

除額を日割りした場合はその額とします｡)を控除する取扱い（以下この附則第６項までに

おいて「本減額適用」といいます｡)を行います。 

  ただし、この約款の附則又は当社のＬＴＥ約款の附則に定める基本使用料の減額適用

（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金月については、この限りでありません。 

(１) 適用条件 

ア 別記３(11)に定める携帯電話番号ポータビリティ（ＫＤＤＩ株式会社又は株式会社

ケイ・オプティコムからのものを除きます｡)を希望する旨の申出があること。 

イ 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の購入を伴うこと。 

ウ 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択すること。 

(２) 控除額 

１契約ごとに月額 

区分 控除額 

ア イ以外の場合 税抜額 934 円

イ そのａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の末日

において、契約者を単位とする金額指定割引の適用を受けて

いる場合 

税抜額 1,868 円

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合に

は、控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。 

(４) プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。 

(５) 新たな端末設備の購入があったとき。 

４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとお

りとします。 

区分 本減額適用の適用 
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１ ２以外により本減額適用を廃止したと

き。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用

料について、本減額適用の対象とします。 

２ 新たな端末設備の購入があったとき

（前項の第３号又は第４号を伴う場合を

除きます｡)。 

新たな端末設備の購入があった日を含む料

金月の末日までの基本使用料について、本

減額適用の対象とします。 

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は第３項の規定により本減額適用を廃

止した場合は、次表の適用開始日から適用終了日までの期間に係る日数に応じて、基本使

用料の料金種別ごとに第２項規定する控除額の日割りを行います。 

区分 起算日 

適用開始日 その料金月の初日 

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、第３項の規定により本減額適

用を廃止した場合は、廃止日） 

６ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げ

ます。 

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置） 

７ この改正規定実施の日から平成 25 年８月 31 日までの間に、留守番伝言機能（追加機能

に限ります。以下この附則において同じとします｡)の提供の請求があり当社が承諾した場

合、当社は、留守番伝言機能の加入を条件とする特定オプション機能使用料の減額適用

（留守番伝言機能の提供を開始した日を含む料金月から起算して３料金月の間（以下この

項から第９項において「控除対象期間」といいます｡)、この約款の規定にかかわらず、料

金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）(29)に定める特定オプション機能に係るオプ

ション機能使用料の支払いを免除する取扱いをいいます。以下この項から第９項において

「本取扱い」といいます｡)を行います。 

  ただし、その契約者回線について、この約款若しくは当社のＬＴＥ約款の附則又はＫＤ

ＤＩ株式会社のＷＩＮ約款若しくはＬＴＥ約款の附則に定める留守番伝言機能の加入を条

件とする特定オプション機能使用料の減免適用を受けたことがある場合は、この限りであ

りません。 

８ 当社は、本取扱いを受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、 

控除対象期間内であっても、本取扱いを廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものであって、当社

が別に定める場合に該当するときを除きます｡)。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) 留守番伝言機能の廃止があったとき。 

９ 前項の規定により、本取扱いを廃止した場合、その事由が生じた日の前日までのオプシ

ョン機能使用料について、本取扱いの対象とします。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

10 この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

11 ＯＣＴ営発第 120921 号の附則第２項について、次のように改めます。 

２ この改正規定実施の日から平成 25 年５月 31 日までの間に、留守番伝言機能（追加機

能に限ります。以下この附則において同じとします｡)の提供の請求があり当社が承諾し

た場合、当社は、留守番伝言機能の加入を条件とする特定オプション機能使用料の減額
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適用（留守番伝言機能の提供を開始した日を含む料金月から起算して６料金月の間（以

下この項から第６項において「控除対象期間」といいます｡)、この約款の規定にかかわ

らず、料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）(29)に定める特定オプション機能

に係るオプション機能使用料の支払いを免除する取扱いをいいます。以下この項から第

６項において「本取扱い」といいます｡)を行います。 

ただし、その契約者回線について、この約款若しくは当社のＬＴＥ約款の附則又はＫ

ＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款若しくはＬＴＥ約款の附則に定める留守番伝言機能の加入

を条件とする特定オプション機能使用料の減免適用を受けたことがある場合は、この限

りでありません。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130603 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年６月３日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130606 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年６月６日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ ＯＣＴ営発第 120810 号の附則第２項及びＯＣＴ営発第 120907 号の附則第２項における

「及び当社が別に定める料金をいいます。」を「、付随サービスに関する料金等（料金安

心サービスに関する料金、３ＬＭセキュリティサービス利用料及びａｕスマートサポート

接続サービス利用料に限ります｡)及び当社が別に定める料金をいいます。」にそれぞれ改

めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130618 号） 

この改正規定は、平成 25 年６月 18 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130620 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年６月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130701 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年７月１日から実施します。 
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（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130703 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年７月３日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130717 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年７月 17 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 23 年１月 28 日から実施の附則第２項(１)欄のアの表中、平成 24 年１月 18 日から

実施の附則第３項(１)欄及び(２)欄中、平成 24 年８月 10 日から実施の附則第３項第４号

中及び平成 24 年９月８日から実施の附則第３項第４号中「料金表第１表第１（基本使用料

等）１（適用）(３)に規定する障害者用の基本使用料」を「障がい者等用の基本使用料」

に、平成 25 年１月 22 日から実施の附則第２項(１)欄及び(２)欄中「障害者用の基本使用

料」を「障がい者等用の基本使用料」に、それぞれ改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130725 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年７月 25 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130731 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年７月 31 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中この附則第３項に定める部分については、平成 25 年８月１日か

ら実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 24 年 11 月２日から実施の附則第２項中「料金表第１表第１（基本使用料等）の規

定により支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを除き、契約
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者を単位とする基本使用料割引Ⅰ又は契約者を単位とする金額指定割引の適用を受ける場

合は、適用する前の額とします。以下「控除対象額」といいます｡)のうち、次表に定める

控除額（基本使用料を日割りした場合は、その日数に応じて次表に定める控除額を日割り

した額、その契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます｡)で

あって、購入月の末日において、第２種定期ａｕ契約に係る基本使用料の取扱い又は契約

者を単位とする金額指定割引の適用を受けている場合は、控除対象額に 50％を乗じて得た

額とします｡)を控除する取扱い」とあるのは「料金表第１表第１（基本使用料等）の規定

により支払いを要することとされる額（オプション機能使用料に係るものを除きます。以

下「控除対象額」といいます｡)のうち、次表に定める控除額（基本使用料を日割りした場

合は、その日数に応じて次表に定める控除額を日割りした額とします｡)を控除する取扱い」

に改めます。 

４ 平成 24 年 12 月１日から実施の附則第７項、平成 25 年１月１日から実施の附則第２項、

平成 25 年１月 22 日から実施の附則第３項及び平成 25 年６月１日第２項中「、契約者を単

位とする基本使用料割引Ⅰ、契約者を単位とする金額指定割引の適用」を削ります。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130801 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年８月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130821 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 25 年８月 21 日から実施し

ます。 

（基本使用料及びパケット通信料の支払いに関する経過措置） 

２ 当社は、次表に定める基本使用料及びパケット通信料の減額適用を行います。 

 (１) 特定の

端 末 設 備

を 接 続 す

る ａ ｕ 契

約 の 申 込

み を 条 件

と す る 基

本 使 用 料

の 減 額 適

用 

ア 特定の端末設備を接続するａｕ契約の申込みを条件とする基本使用

料の減額適用（以下この(１)欄において「本減額適用Ⅰ」といいま

す｡)とは、平成 25 年８月 21 日から平成 25 年 11 月 30 日までの間（以

下この附則第２項において「申込み対象期間」といいます｡)に、ａｕ

契約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契約移行に係るものを

除きます｡)があった場合（その申込みに際し、次表に定める適用条件

の全てを満たすときに限ります｡)、そのａｕサービスの提供を開始し

た日を含む料金月から起算して 24 料金月の間（以下この(１)欄におい

て「控除対象期間Ⅰ」といいます｡)、その契約者回線（以下この(１)

欄において「控除対象回線」といいます｡)について、料金表第１表第

１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる額（オ

プション機能使用料に係るものを除き、特定サービスに係る契約を条

件とする基本使用料等の割引の適用、特定のＬＴＥシングルに係る契

約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービスに係る契

約を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、そ

れぞれ適用する前の額とします｡)のうち、次表に定める控除額（エの



 - 附 109 -

規定により控除額を日割りした場合は、その額とします｡)を控除する

取扱いをいいます。 

適用条件 (ア) 控除対象回線に接続しようとする端末設備が、

当社が別に定める特定携帯情報端末であって、その

ａｕ契約者又はその家族（当社が別に定める基準に

該当するものをいいます。以下この附則において同

じとします｡)が締結していた他のａｕ契約（ＫＤＤ

Ｉ株式会社のＷＩＮ約款に定めるａｕ契約を含み、

ＬＴＥ契約（当社又はＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約

款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに限ります｡)

への契約移行により解除されたものに限ります｡)に

係る契約者回線（以下この(１)欄において「判定対

象回線」といいます｡)に関して、当社が別に定める

サービス取扱所において最後に購入されたものであ

ること。 

(イ) (ア)に定めるＬＴＥ契約への契約移行が、当社

が別に定めるサービス取扱所において端末設備の購

入を伴うものであって、控除対象回線に係るａｕ契

約の申込みのあった日を含む料金月から起算し、前

３料金月の間に行われたものであること。 

(ウ) 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプル

を選択すること。 

控除額 税抜額 934 円 

イ 当社は、控除対象回線又は判定対象回線について、次のいずれかに

該当する場合には、控除対象期間Ⅰ内であっても、本減額適用Ⅰを廃

止します。 

(ア) 控除対象回線に係る事由 

① ａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥ契約への契約移行があったとき。 

③ ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき（ａｕサービス利用権

を譲り受けようとする者と譲渡しようとする者との関係が、当社が

別に定める基準に該当するときを除きます｡)。 

④ 契約者の地位の承継があったとき。 

⑤ ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

⑥ 新たな端末設備の購入があったとき（⑦を伴うときを除きま

す｡)。 

⑦ プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があった

とき。 

(イ) 判定対象回線に係る事由 

① ＬＴＥ契約の解除（ａｕ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥサービスの利用権の譲渡があったとき。 

③ 契約者の地位の承継があったとき。 

④ ＬＴＥサービスの利用の一時休止があったとき。 
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ウ イの規定により、本減額適用Ⅰを廃止する場合における取扱いに

ついては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅰの適用 

１ ２以外により本減額適用Ⅰを

廃止したとき。 

その事由が生じた日を含む料金月

の末日までの基本使用料につい

て、本減額適用Ⅰの対象としま

す。 

２ イの(ア)の①、②、⑤又は⑦

により本減額適用Ⅰを廃止した

とき。 

その事由が生じた日の前日までの

基本使用料について、本減額適用

Ⅰの対象とします。 

エ アの規定により本減額適用Ⅰを開始した場合又はイの規定により本

減額適用Ⅰを廃止した場合は、次表の適用開始日から適用終了日まで

の期間に係る日数に応じて、アに定める控除額の日割りを行います。 

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、アの規定に

より本減額適用Ⅰを開始した場合は、開始日） 

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、イの規定に

より本減額適用Ⅰを廃止した場合は、廃止日） 

オ エの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

カ  契約者は、アの適用条件の(ア)に定める家族がＫＤＤＩ株式会社の

他網契約者回線に係る者である場合又はＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約

款附則に定める特定の端末設備を接続するａｕ契約の申込みを条件と

する基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰに相当するものをいいま

す。以下この(１)欄において「特定減額適用Ⅰ」といいます｡)の適用

条件に定める家族が契約者回線に係る者である場合、当社又はＫＤＤ

Ｉ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅰ又は特定減額適用Ⅰの適用の可否

を判断するために、その控除対象回線に係る情報（本減額適用Ⅰ又は

特定減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります｡)を、当社がＫＤＤＩ

株式会社に通知することを承諾していただきます。 

(２) 特定の

端 末 設 備

を 接 続 す

る ａ ｕ 契

約 の 申 込

み を 条 件

と す る パ

ケ ッ ト 通

信 料 の 減

額適用 

ア  特定の端末設備を接続するａｕ契約の申込みを条件とするパケッ

ト通信料の減額適用（以下この(２)欄において「本減額適用Ⅱ」とい

います｡)とは、申込み対象期間に、ａｕ契約の申込み（契約変更及び

ＬＴＥ契約からの契約移行に係るものを除きます｡)があった場合（そ

の申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たすときに限りま

す｡)、そのａｕサービスの提供を開始した料金月から起算して 24 料金

月の間（以下この(２)欄において「控除対象期間Ⅱ」といいます｡)、

その契約者回線（以下この(２)欄において「控除対象回線」といいま

す｡)について、料金表第１表第３（パケット通信料）に定める特定パ

ケット通信２段階定額制（ダブル定額スーパーライトに限ります｡)に

係る最小定額料)のうち、次表に定める控除額（エの規定により控除額

を日割りした場合は、その額とします｡)を控除する取扱いをいいます

す。 

適用条件 (ア) 控除対象回線に接続しようとする端末設備が、

当社が別に定める特定携帯情報端末であって、その

ａｕ契約者又はその家族が締結していた他のａｕ契
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約（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款に定めるａｕ契

約を含み、ＬＴＥ契約（当社又はＫＤＤＩ株式会社

のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに

限ります｡)への契約移行により解除されたものに限

ります｡)に係る契約者回線（以下この(２)欄におい

て「判定対象回線」といいます｡)に関して、当社が

別に定めるサービス取扱所において最後に購入され

たものであること。 

(イ) (ア)に定めるＬＴＥ契約への契約移行が、当社

が別に定めるサービス取扱所において端末設備の購

入を伴うものであって、控除対象回線に係るａｕ契

約の申込みのあった日を含む料金月から起算し、前

３料金月の間に行われたものであること。 

(ウ) 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプル

を選択すること。 

(エ) 特定パケット通信２段階定額制（ダブル定額ス

ーパーライトに限ります｡)の適用を申し込むこと。

控除額 税抜額 372 円 

イ 当社は、控除対象回線又は判定対象回線について、次のいずれかに

該当する場合には、控除対象期間Ⅱ内であっても、本減額適用Ⅱを廃

止します。 

(ア) 控除対象回線に係る事由 

① ａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥ契約への契約移行があったとき。 

③ ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき（ａｕサービス利用権

を譲り受けようとする者と譲渡しようとする者との関係が、当社が

別に定める基準に該当するときを除きます｡)。 

④ 契約者の地位の承継があったとき。 

⑤ ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

⑥ 新たな端末設備の購入があったとき（⑦を伴うときを除きま

す｡)。 

⑦ ダブル定額スーパーライトの適用の廃止があったとき。 

(イ) 判定対象回線に係る事由 

① ＬＴＥ契約の解除（ａｕ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥサービスの利用権の譲渡があったとき。 

③ 契約者の地位の承継があったとき。 

④ ＬＴＥサービスの利用の一時休止があったとき。 

ウ イの規定により、本減額適用Ⅱを廃止する場合における取扱いに

ついては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅱの適用 

１ ２以外により本減額適用Ⅱを

廃止したとき。 

その事由が生じた日を含む料金月

の末日までの最小定額料につい

て、本減額適用Ⅱの対象としま
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す。 

２ イの(ア)の②は⑦により本減

額適用Ⅱを廃止したとき。 

その事由が生じた日の前日までの

最小定額料について、本減額適用

Ⅱの対象とします。 

エ アの規定により本減額適用Ⅱを開始した場合又はイの規定により本

減額適用Ⅱを廃止した場合は、次表の適用開始日から適用終了日まで

の期間に係る日数に応じて、アに定める控除額の日割りを行います。 

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、アの規定に

より本減額適用Ⅱを開始した場合は、開始日） 

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、イの規定に

より本減額適用Ⅱを廃止した場合は、廃止日） 

オ エの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

カ  契約者は、アの適用条件の(ア)に定める家族がＫＤＤＩ株式会社の

他網契約者回線に係る者である場合又はＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約

款附則に定める特定の端末設備を接続するａｕ契約の申込みを条件と

するパケット通信料の減額適用（本減額適用Ⅱに相当するものをいい

ます。以下この(２)欄において「特定減額適用Ⅱ」といいます｡)の適

用条件に定める家族が契約者回線に係る者である場合、当社又はＫＤ

ＤＩ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅰ又は特定減額適用Ⅱの適用の可

否を判断するために、その控除対象回線に係る情報（本減額適用Ⅱ又

は特定減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります｡)を、当社がＫＤＤ

Ｉ株式会社に通知することを承諾していただきます。 

（テレビ電話機能に関する経過措置） 

３ 削除 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130826 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙に係るものを含みます｡)は、平成 25 年８月 26 日から実施しま

す。 

ただし、この改正規定中、料金表第１表第２（通話料）１（適用）(８)の２に定める支

払いを要しない通話先の電気通信回線に係る表中エの部分については、平成 25 年９月１日

から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130901 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 25 年９月１日から実施しま

す。 
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（基本使用料の料金種別に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、次表に定める基本使用料の料金種別を選択している場合の

料金その他の提供条件については、次項及びこの約款の規定によるほか、附則別紙３のと

おりとします。 

基本使用料の料金種別 ＷＮＤプラン、リーダー３ＧプランⅠ、リーダー３ＧプランⅡ 

（定期ａｕモジュール契約に関する経過措置） 

３ 当社は、第３種ａｕモジュール（当社が別に定める移動無線装置を利用しているものに

限ります。以下この第３項において同じとします｡)に係る第１種定期ａｕモジュール契約

者について、特定協業事業者（第３種ａｕモジュールの提供に係る当社が別に定める第三

者をいいます。以下同じとします｡)とその第１種定期ａｕモジュール契約者との間で締結

された当社が別に定める契約が終了したことを知ったときは、その第１種定期ａｕモジュ

ール契約を解除します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

４ この改定規定実施の日から平成 26 年８月 31 日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった

場合（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たす場合に限ります｡)、その

ａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して 24 料金月の間（以

下この附則第８項までにおいて「控除対象期間」といいます｡)、その契約者回線について、

料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）の規定により支払いを要することとされる

基本使用料の額（特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、特定

のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービスに

係る契約を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、それぞれ適用す

る前の額とします｡)のうち、次表に定める控除額（第７項の規定により控除額を日割りし

た場合はその額とします｡)を控除する取扱い（以下この附則第８項までにおいて「本減額

適用」といいます｡)を行います。 

  ただし、この約款の附則若しくは当社のＬＴＥ約款の附則に定める基本使用料の減額適

用（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金月又はプランＺシンプルの基本使用

料の適用を受けない料金月については、この限りでありません。 

(１) 適用条件 

ア 別記３(11)に定める携帯電話番号ポータビリティ（ＫＤＤＩ株式会社又は株式会社

ケイ・オプティコムからのものを除きます｡)を希望する旨の申出があること。 

イ 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の購入を伴うこと。 

ウ 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択すること。 

エ 特定パケット通信定額制の適用の申込みがあること。 

(２) 控除額 

１契約ごとに月額 

控除額 税抜額 934 円 

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合に

は、控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。 

(４) 特定パケット通信定額制の適用の廃止があったとき。 

(５) 新たな端末設備の購入があったとき。 
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４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとお

りとします。 

区分 本減額適用の適用 

１ ２以外により本減額適用を廃止したと

き。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用

料について、本減額適用の対象とします。 

２ 新たな端末設備の購入があったとき

（前項の第３号又は第４号を伴う場合を

除きます｡)。 

新たな端末設備の購入があった日を含む料

金月の末日までの基本使用料について、本

減額適用の対象とします。 

７ 第４項の規定により本減額適用を開始した場合、第５項の規定により本減額適用を廃止

した場合又は基本使用料の料金種別の変更（プランＺシンプルとそれ以外の料金種別の間

のものに限ります｡)があった場合は、その料金月におけるプランＺシンプルの基本使用料

の適用を受ける日数に応じて、第４項に規定する控除額の日割りを行います。 

８ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げ

ます。 

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置） 

９ この改正規定実施の日以降、留守番伝言機能（追加機能に限ります。以下この附則にお

いて同じとします｡)の提供の請求があり当社が承諾した場合、当社は、留守番伝言機能の

加入を条件とする特定オプション機能使用料の減額適用（留守番伝言機能の提供を開始し

た日を含む料金月から起算して３料金月の間（以下この附則第 11 項までにおいて「控除対

象期間」といいます｡)、この約款の規定にかかわらず、料金表第１表第１（基本使用料等）

１（適用）(29)に定める特定オプション機能に係るオプション機能使用料の支払いを免除

する取扱いをいいます。以下この附則第 11 項までににおいて「本取扱い」といいます｡)を

行います。 

  ただし、その契約者回線について、この約款若しくは当社のＬＴＥ約款の附則又はＫＤ

ＤＩ株式会社のＷＩＮ約款若しくはＬＴＥ約款の附則に定める留守番伝言機能の加入を条

件とする特定オプション機能使用料の減免適用を受けたことがある場合は、この限りであ

りません。 

10 当社は、本取扱いを受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合には、 

控除対象期間内であっても、本取扱いを廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものであって、当社

が別に定める場合に該当するときを除きます｡)。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) 留守番伝言機能の廃止があったとき。 

11 前項の規定により、本取扱いを廃止した場合、その事由が生じた日の前日までのオプシ

ョン機能使用料について、本取扱いの対象とします。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

12 この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

13 平成 25 年６月１日から実施の附則第２項中「この改正規定実施の日以降」を「この改正

規定実施の日から平成 25 年８月 31 日までの間に」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130902 号） 
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（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年９月２日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130909 号） 

この改正規定は、平成 25 年９月９日から実施します。 

                         

附則（ＯＣＴ営発第 130920 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年９月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年８月 21 日から実施の附則第２項(１)のア中、「平成 25 年８月 21 日から平成

25 年９月 30 日までの間」を「平成 25 年８月 21 日から平成 25 年 11 月 30 日までの間」に

改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 130925 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年９月 25 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131001 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 10 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営業発第 131010 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 10 月 10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131101 号） 

（実施時期） 
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１ この改正規定は、平成 25 年 11 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年８月 21 日から実施の附則第３項の表の(２)のア中、「契約者回線（ＵＩＭサ

ービスのものであって、当社が別に定める移動無線装置を利用しているものに限ります。」

を「契約者回線（当社が別に定める移動無線装置を利用しているＵＩＭサービスの契約者

回線であって、その電話番号が当社が別に定める電気通信番号であるものに限ります。」

に、「ＫＤＤＩ株式会社の他網契約者回線（ＫＤＤＩ株式会社が提供するＵＩＭサービス

のものであって、ＫＤＤＩ株式会社が別に定める移動無線装置を利用しているものに限り

ます。」を「ＫＤＤＩ株式会社の他網契約者回線（ＫＤＤＩ株式会社が別に定める移動無

線装置を利用している同社が提供するＵＩＭサービスの他網契約者回線であって、その電

話番号が同社が別に定める電気通信番号であるものに限ります。」に、それぞれ改めます。 

４ 平成 25 年８月 21 日から実施の附則第３項の表の備考(１)中「契約者回線（当社が別に

定める移動無線装置を利用しているものに限ります｡)」を「契約者回線（当社が別に定め

る移動無線装置を利用している契約者回線であって、その電話番号が当社が別に定める電

気通信番号であるものに限ります｡)」に改めます。 

５ 平成 25 年８月 21 日から実施の附則第３項の表の備考中「(８)」を「(９)」とし、

「(７)」の次に、次のように加えます。 

 (８) 提供条件欄及び備考(１)に定める当社が別に定める電気通信番号は、080 又は 

090 から始まるものをいいます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131112 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 11 月 12 日から実施します。 

（基本使用料等の支払いに関する経過措置） 

２ 削除 

３ 削除 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

５ 平成 23 年 10 月 14 日から実施の附則第３項(１)のイの(オ)、ウ、(２)のウの(イ)及びエ

中並びに平成 24 年３月１日から実施の附則第２項、第４項、第５項、第６項のウの(イ)及

びエ中「料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）(26)」を「料金表第１表第１（基

本使用料等）１（適用）(27)」に、それぞれ改めます。 

６ 平成 24 年９月 21 日から実施の附則第２項中、平成 25 年６月１日から実施の附則第７項

及び第 11 項中並びに平成 25 年９月１日から実施の附則第９項中「料金表第１表第１（基

本使用料等）１（適用）(29)」を「料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）(30)」

に、それぞれ改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131115 号） 
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（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 11 月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131125 号） 

この改正規定は、平成 25 年 11 月 25 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131128 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 11 月 28 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131201 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 12 月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、株式会社コミュニティテレビこもろ及び株式会社ケーブルネ

ット鈴鹿に関する改正規定については、平成 25 年 12 月２日から実施します。 

（基本使用料及びパケット通信料の支払いに関する経過措置） 

２ 当社は、次表に定める基本使用料及びパケット通信料の減額適用を行います。 

(１) 特定の

端 末 設 備

を 接 続 す

る ａ ｕ 契

約 の 申 込

み を 条 件

と す る 基

本 使 用 料

の 減 額 適

用 

ア 当社は、この改正規定実施の日から平成 27 年９月 30 日までの間

に、ａｕ契約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契約移行に係

るものを除きます｡)があった場合（その申込みに際し、次表に定める

適用条件の全てを満たすときに限ります｡)、そのａｕサービスの提供

を開始した日を含む料金月から起算して 24 料金月の間（以下この(１)

欄において「控除対象期間Ⅰ」といいます｡)、その契約者回線（以下

この(１)欄において「控除対象回線」といいます｡)について、料金表

第１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされ

る額（オプション機能使用料に係るものを除き、特定サービスに係る

契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、特定のＬＴＥシングル

に係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービス

に係る契約を条件とする基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場

合は、それぞれ適用する前の額とします｡)のうち、次表に定める控除

額（エの規定により控除額を日割りした場合は、その額とします｡)を

控除する取扱い（以下この(１)欄において「本減額適用Ⅰ」といいま

す｡)を行います。 

適用条件 (ア) 控除対象回線に接続しようとする端末設備が、

当社が別に定める特定携帯情報端末であって、その

ａｕ契約者又はその家族（当社が別に定める基準に

該当するものをいいます。以下この附則第２項にお

いて同じとします｡)が締結していた他のａｕ契約
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（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款に定めるａｕ契約

を含み、ＬＴＥ契約（当社又はＫＤＤＩ株式会社の

ＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに限

ります｡)への契約移行により解除されたものに限り

ます｡)に係る契約者回線（以下この(１)欄において

「判定対象回線」といいます｡)に関して、当社が別

に定めるサービス取扱所において最後に購入された

ものであること。 

(イ) (ア)に定めるＬＴＥ契約への契約移行が、当社

が別に定めるサービス取扱所において端末設備の購

入を伴うものであって、控除対象回線に係るａｕ契

約の申込みのあった日を含む料金月から起算し、前

３料金月の間に行われたものであること。 

(ウ) 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプル

を選択すること。 

控除額 税抜額 934 円 

イ 当社は、控除対象回線又は判定対象回線について、次のいずれかに

該当する場合には、控除対象期間Ⅰ内であっても、本減額適用Ⅰを廃

止します。 

(ア) 控除対象回線に係る事由 

① ａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥ契約への契約移行があったとき。 

③ ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき（ａｕサービス利用権

を譲り受けようとする者と譲渡しようとする者との関係が、当社が

別に定める基準に該当するときを除きます｡)。 

④ 契約者の地位の承継があったとき。 

⑤ ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

⑥ 新たな端末設備の購入があったとき（⑦を伴うときを除きま

す｡)。 

⑦ プランＺシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があった

とき。 

(イ) 判定対象回線に係る事由 

① ＬＴＥ契約の解除（ａｕ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥサービスの利用権の譲渡があったとき。 

③ 契約者の地位の承継があったとき。 

④ ＬＴＥサービスの利用の一時休止があったとき。 

ウ イの規定により、本減額適用Ⅰを廃止する場合における取扱いに

ついては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅰの適用 

１ ２以外により本減額適用Ⅰを

廃止したとき。 

その事由が生じた日を含む料金月

の末日までの基本使用料につい

て、本減額適用Ⅰの対象としま

す。 
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２ イの(ア)の①、②、⑤又は⑦

により本減額適用Ⅰを廃止した

とき。 

その事由が生じた日の前日までの

基本使用料について、本減額適用

Ⅰの対象とします。 

エ アの規定により本減額適用Ⅰを開始した場合又はイの規定により本

減額適用Ⅰを廃止した場合は、次表の適用開始日から適用終了日まで

の期間に係る日数に応じて、アに定める控除額の日割りを行います。 

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、アの規定に

より本減額適用Ⅰを開始した場合は、開始日） 

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、イの規定に

より本減額適用Ⅰを廃止した場合は、廃止日） 

オ エの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

カ  契約者は、アの適用条件の(ア)に定める家族がＫＤＤＩ株式会社の

他網契約者回線に係る者である場合又はＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約

款附則に定める特定の端末設備を接続するａｕ契約の申込みを条件と

する基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰに相当するものをいいま

す。以下この(１)欄において「特定減額適用Ⅰ」といいます｡)の適用

条件に定める家族が契約者回線に係る者である場合、当社又はＫＤＤ

Ｉ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅰ又は特定減額適用Ⅰの適用の可否

を判断するために、その控除対象回線に係る情報（本減額適用Ⅰ又は

特定減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります｡)を、当社がＫＤＤＩ

株式会社に通知することを承諾していただきます。 

(２) 特定の

端 末 設 備

を 接 続 す

る ａ ｕ 契

約 の 申 込

み を 条 件

と す る パ

ケ ッ ト 通

信 料 の 減

額適用 

ア 当社は、この改正規定実施の日から平成 27 年９月 30 日までの間

に、ａｕ契約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契約移行に係

るものを除きます｡)があった場合（その申込みに際し、次表に定める

適用条件の全てを満たすときに限ります｡)、そのａｕサービスの提供

を開始した料金月から起算して 24 料金月の間（以下この(２)欄におい

て「控除対象期間Ⅱ」といいます｡)、その契約者回線（以下この(２)

欄において「控除対象回線」といいます｡)について、料金表第１表第

３（パケット通信料）に定める特定パケット通信２段階定額制（ダブ

ル定額スーパーライトに限ります｡)に係る最小定額料のうち、次表に

定める控除額（エの規定により控除額を日割りした場合は、その額と

します｡)を控除する取扱い（以下この(２)欄において「本減額適用

Ⅱ」といいます｡)を行います。 

適用条件 (ア) 控除対象回線に接続しようとする端末設備が、

当社が別に定める特定携帯情報端末であって、その

ａｕ契約者又はその家族が締結していた他のａｕ契

約（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款に定めるａｕ契

約を含み、ＬＴＥ契約（当社又はＫＤＤＩ株式会社

のＬＴＥ約款に定めるＬＴＥデュアルに係るものに

限ります｡)への契約移行により解除されたものに限

ります｡)に係る契約者回線（以下この(２)欄におい

て「判定対象回線」といいます｡)に関して、当社が

別に定めるサービス取扱所において最後に購入され

たものであること。 
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(イ) (ア)に定めるＬＴＥ契約への契約移行が、当社

が別に定めるサービス取扱所において端末設備の購

入を伴うものであって、控除対象回線に係るａｕ契

約の申込みのあった日を含む料金月から起算し、前

３料金月の間に行われたものであること。 

(ウ) 基本使用料の料金種別としてプランＺシンプル

を選択すること。 

(エ) 特定パケット通信２段階定額制（ダブル定額ス

ーパーライトに限ります｡)の適用を申し込むこと。

控除額 税抜額 372 円 

イ 当社は、控除対象回線又は判定対象回線について、次のいずれかに

該当する場合には、控除対象期間Ⅱ内であっても、本減額適用Ⅱを廃

止します。 

(ア) 控除対象回線に係る事由 

① ａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥ契約への契約移行があったとき。 

③ ａｕサービスの利用権の譲渡があったとき（ａｕサービス利用権

を譲り受けようとする者と譲渡しようとする者との関係が、当社が

別に定める基準に該当するときを除きます｡)。 

④ 契約者の地位の承継があったとき。 

⑤ ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

⑥ 新たな端末設備の購入があったとき（⑦を伴うときを除きま

す｡)。 

⑦ ダブル定額スーパーライトの適用の廃止があったとき。 

(イ) 判定対象回線に係る事由 

① ＬＴＥ契約の解除（ａｕ契約への契約移行に係るものを除きま

す｡)があったとき。 

② ＬＴＥサービスの利用権の譲渡があったとき。 

③ 契約者の地位の承継があったとき。 

④ ＬＴＥサービスの利用の一時休止があったとき。 

ウ イの規定により、本減額適用Ⅱを廃止する場合における取扱いに

ついては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅱの適用 

１ ２以外により本減額適用Ⅱを

廃止したとき。 

その事由が生じた日を含む料金月

の末日までの最小定額料につい

て、本減額適用Ⅱの対象としま

す。 

２ イの(ア)の②は⑦により本減

額適用Ⅱを廃止したとき。 

その事由が生じた日の前日までの

最小定額料について、本減額適用

Ⅱの対象とします。 

エ アの規定により本減額適用Ⅱを開始した場合又はイの規定により本

減額適用Ⅱを廃止した場合は、次表の適用開始日から適用終了日まで

の期間に係る日数に応じて、アに定める控除額の日割りを行います。 

適用開始日 その料金月の初日（その料金月において、アの規定に
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より本減額適用Ⅱを開始した場合は、開始日） 

適用終了日 その料金月の末日（その料金月において、イの規定に

より本減額適用Ⅱを廃止した場合は、廃止日） 

オ エの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

カ  契約者は、アの適用条件の(ア)に定める家族がＫＤＤＩ株式会社の

他網契約者回線に係る者である場合又はＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約

款附則に定める特定の端末設備を接続するａｕ契約の申込みを条件と

するパケット通信料の減額適用（本減額適用Ⅱに相当するものをいい

ます。以下この(２)欄において「特定減額適用Ⅱ」といいます｡)の適

用条件に定める家族が契約者回線に係る者である場合、当社又はＫＤ

ＤＩ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅰ又は特定減額適用Ⅱの適用の可

否を判断するために、その控除対象回線に係る情報（本減額適用Ⅱ又

は特定減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります｡)を、当社がＫＤＤ

Ｉ株式会社に通知することを承諾していただきます。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

４ 平成 24 年 12 月１日から実施の附則第２項及び平成 25 年２月 19 日から実施の附則第２

項中「特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用」を「特定サービ

スに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定のＬＴＥシングルに係る契

約を条件とする基本使用料等の割引の適用」に、平成 24 年 12 月１日から実施の附則第７

項、平成 25 年１月１日から実施の附則第２項、平成 25 年１月 22 日から実施の附則第３項、

平成 25 年６月１日から実施の附則第２項、平成 25 年８月 21 日から実施の附則第２項(１)

欄のア及び平成 25 年９月１日から実施の附則第４項中「特定サービスに係る契約を条件と

する基本使用料等の割引の適用」を「特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等

の割引の適用、特定のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用」

にそれぞれ改めます。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 131204 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 12 月４日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131214 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 12 月 14 日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日以降、ａｕモジュール契約（基本使用料の料金種別があんしんＧ

ＰＳプラン又はＰＨＯＴＯ－Ｕ ＴＶプランの契約者回線に係るものに限ります｡)の申込
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みがあり当社が承諾した場合、そのａｕモジュールの提供を開始した日を含む料金月から

起算して 24 料金月の間（以下この附則において「控除対象期間」といいます｡)、その契約

者回線について、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することと

される基本使用料の額のうち、次表に定める控除額（第４項の規定により控除額を日割り

した場合は、その額とします｡)を控除する取扱い（以下この附則において「本減額適用」

といいます｡)を行います。 

１契約ごとに月額 

区分 控除額 

税抜額 

あんしんＧＰＳプラン 380 円

ＰＨＯＴＯ－Ｕ ＴＶプラン 850 円

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、ａｕモジュール契約の解除があ

った場合、控除対象期間であっても、その契約解除日の前日をもって本減額適用を廃止し

ます。 

４ 当社は、第２項に定める控除額について、その料金月においてあんしんＧＰＳプラン又

はＰＨＯＴＯ－Ｕ ＴＶプランの基本使用料の適用を受ける日数に応じて、基本使用料の

料金種別ごとに日割りします。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

５ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131216 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 12 月 16 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、株式会社ジェイコム札幌、株式会社ジェイコム東京、株式会

社ジェイコム湘南、土浦ケーブルテレビ株式会社、株式会社ジェイコムさいたま、株式会

社ジェイコム千葉及び株式会社ジェイコムイーストに関する改正規定については、平成 25

年 12 月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131217 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 12 月 17 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 131227 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 25 年 12 月 27 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 
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２ この改正規定実施の日から平成 26 年１月 13 日までの間に、ａｕスマートサポート契約

（当社の「ａｕスマートサポート会員利用規約」に定めるａｕスマートサポートの提供を

受けるための契約をいいます。以下この附則において同じとします｡)の申込みがあり当社

が承諾した場合、そのａｕスマートサポート契約の締結があった日を含む料金月において、

その契約者回線（その契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含み

ます｡)以外であるものに限ります｡)について、この約款の規定により支払いを要すること

とされるａｕ（ＷＩＮ）通信サービスの料金のうち、税抜額 1,500 円を控除する取扱いを

行います。 

  ただし、そのａｕスマートサポート契約を締結した後、同一料金月内において、次のい

ずれかに該当することとなった場合は、この限りでありません。 

(１) その契約者回線について、ａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものを

除きます｡)があったとき。 

(２) その契約者回線について、ａｕサービスの利用の一時休止があったとき（その一時

休止日を含む料金月において再利用を行ったときを除きます｡)。 

(３) ａｕスマートサポート契約が終了したとき。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年１月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等合計額の

割引の適用に関する改正規定については、平成 26 年１月６日から、Korek Telecom Ltd.に

関する改正規定については、平成 26 年１月８日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140116 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年１月 16 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、ＺＩＰ Ｔｅｌｅｃｏｍ株式会社に関する改正規定について

は、平成 26 年１月 17 日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める基本使用料の減額適用を行います。 

(１) 学生で

あ る こ と

を 条 件 と

す る 基 本

使 用 料 の

減額適用 

ア この改正規定実施の日から平成 26 年６月１日までの間（以下この

附則第２項において「申出対象期間」といいます｡)に、ａｕ契約の

申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契約移行に係るものを除き

ます｡)と同時に申出があり当社が承諾した場合、当社は、そのａｕ

サービスの契約者回線について、次表に定める料金月において、料

金表第１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要すること

とされる基本使用料の額のうち、次表に定める控除額（基本使用料

の額が控除額に満たない場合は、基本使用料の額とします｡)を控除
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する取扱い（以下この附則において「本減額適用Ⅰ」といいます｡)

を行います。 

料金月 本減額適用Ⅰの申出を当社が承諾した日を含む料金月

の翌料金月（以下この附則第２項において「適用開始

月Ⅰ」といいます｡)から起算して 36 料金月が経過す

るまでの各料金月であって、その契約者回線につい

て、次欄に定める適用条件を全て満たしている月。 

適用条件 (ア) 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）

(４)の２に規定する障がい者等に係る基本使用料の

割引の適用又は第２種定期ａｕ契約に係る基本使用

料の適用を受けていること。 

(イ) 基本使用料の料金種別がプランＺシンプル、カ

ケホ（３Ｇケータイ・データ付）又はカケホ（３Ｇ

ケータイ）であること。 

控除額 税抜額 934 円 

イ 本減額適用Ⅰは、ａｕデュアル又はＵＩＭサービスの契約者回線で

あって、その契約者（そのａｕ契約について利用者登録が行われてい

るときは、登録利用者とします｡)が学生又は満 25 歳以下であるものに

限り、申し出ることができます。 

ウ 当社は、イに定める申出があったときは、次のいずれかに該当する

場合を除いて、これを承諾します。 

(ア) その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している若

しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契約者名

義（利用者登録が行われているときは、登録利用者の名義としま

す。以下この附則第２項において同じとします｡)が、申出のあった

契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次表

の区分１に定める申出を当社が承諾しているとき。 

(イ) 当社との間で締結している若しくは締結していたＬＴＥ契約に

係るＬＴＥ契約者回線（その契約者名義が、申出のあった契約者回

線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次表の区分２

に定める申出を当社が承諾しているとき。 

(ウ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあった

契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次表

の区分３に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾しているとき。 

(エ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ＬＴＥ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあっ

た契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次

表の区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾しているとき。 

区分 申出 

１ 本減額適用Ⅰの申出、(２)欄に定める本減額適用Ⅱの申

出、この約款の附則に定める学生であることを条件とす

る基本使用料の減額適用の申出又は学生の家族であるこ

とを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

２ 当社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であることを条件
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とする基本使用料の減額適用の申出又は学生の家族であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

３ ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出又は学

生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用

の申出 

４ ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出又は学

生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用

の申出 

エ アに定めるａｕ契約の申込みにあたって、別記３(11)のアに定める

取扱いの申出（ＫＤＤＩ株式会社からの変更に係るものを除きます｡)

を行った場合は、当社又はＫＤＤＩ株式会社との間で締結していたａ

ｕ契約若しくはＬＴＥ契約に係る契約者回線、ＬＴＥ契約者回線若し

くは他網契約者回線について、ウの(ア)から(エ)に定める事由に該当

しないものとします。 

オ 当社は、本減額適用Ⅰの適用を受けている契約者回線について、次

のいずれかに該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める 36 料金

月が経過する前であっても、本減額適用Ⅰを廃止します。 

(ア) ａｕ契約の解除があったとき。 

(イ) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(ウ) ａｕサービス利用権の譲渡があったとき。 

(エ) 契約者の地位の承継があったとき。 

(オ) そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の変

更が行われたとき。 

カ オの規定により、本減額適用Ⅰを廃止する場合における取扱いにつ

いては、次表のとおりとします。 

  区分 本減額適用Ⅰの適用 

１ ２以外により本減

額適用Ⅰを廃止した

とき。 

その事由が生じた日（ａｕサービス利用権の

譲渡又は契約者の地位の承継により本減額適

用Ⅰを廃止したときは、その譲渡承諾日又は

地位の承継の届出日とします｡)を含む料金月

の末日までの基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。 

２ オの(ア)又は(イ)

の規定により本減額

適用Ⅰを廃止したと

き。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用料

について、本減額適用Ⅰの対象とします。 

キ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において同

表の適用条件を満たさない日があった場合は、適用条件を満たした日

の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りします。 

ク キの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

ケ 当社は、当社のＬＴＥ約款に定める学生であることを条件とする基

本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰに相当するものをいいます｡)に係
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る申出の承諾を受けたＬＴＥ契約者回線について、ａｕ契約への契約

移行があった場合、そのａｕサービスの契約者回線について、次表に

定める料金月において、本減額適用Ⅰを適用します。 

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次表

に定める月数が経過するまでの各料金月であって、そ

の契約者回線について、アに定める適用条件を全て満

たしている月。 

当社のＬＴＥ約款に定める適用開始月Ⅰ（アに定め

る適用開始月Ⅰに相当するものをいいます｡)から起

算して契約移行のあった日を含む料金月の前料金月

までの月数を、36 料金月から除いた月数 

  

コ 本減額適用Ⅰに係る申出の承諾を受けた契約者回線について、ＬＴ

Ｅ契約への契約移行があった場合、そのＬＴＥ契約者回線に係る学生

であることを条件とする基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰに相当

するものをいいます｡)については、当社のＬＴＥ約款の規定（ケに相

当するものをいいます｡)に定めるところによります。 

サ 契約者は、当社又はＫＤＤＩ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅰ又は

特定減額適用Ⅰ（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生

であることを条件とする基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅰに相当

するものをいいます。以下この附則第２項において同じとします｡)の

適用の可否を判断するために、その契約者回線に係る情報（本減額適

用Ⅰ又は特定減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります｡)を、当社が

ＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。 

(２) 学生の

家 族 で あ

る こ と を

条 件 と す

る 基 本 使

用 料 の 減

額適用 

ア 申出対象期間に、ａｕ契約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約から

の契約移行に係るものを除きます｡)と同時に申出があり当社が承諾し

た場合、当社は、そのａｕサービスの契約者回線について、次表に定

める料金月において、料金表第１表第１（基本使用料等）の規定によ

り支払いを要することとされる基本使用料の額のうち、次表に定める

控除額（基本使用料の額が控除額に満たない場合は、基本使用料の額

とします｡)を控除する取扱い（以下この附則第２項において「本減額

適用Ⅱ」といいます｡)を行います。 

料金月 本減額適用Ⅱの申出を当社が承諾した日を含む料金月

の翌料金月（以下この附則第２項において「適用開始

月Ⅱ」といいます｡)から起算して 12 料金月（そのａ

ｕ契約の申込みにあたって、別記３(11)に定める携帯

電話番号ポータビリティ（ＫＤＤＩ株式会社からのも

のを除きます｡)を希望した場合は 36 料金月としま

す｡)が経過するまでの各料金月であって、その契約者

回線について、次欄に定める適用条件を全て満たして

いる月月。 

適用条件 (ア) 料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）

(４)の２に規定する障がい者等に係る基本使用料の

割引の適用又は第２種定期ａｕ契約に係る基本使用

料の適用を受けていること。 
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(イ) 基本使用料の料金種別がプランＺシンプル、カ

ケホ（３Ｇケータイ・データ付）又はカケホ（３Ｇ

ケータイ）であること。 

控除額 税抜額 934 円 

イ 本減額適用Ⅱは、ａｕデュアル又はＵＩＭサービスの契約者回線で

あって、アに定めるａｕ契約の申込みと同時に、複数回線複合割引の

適用の申出（その契約者が指定する割引選択回線群に、次表の区分１

若しくは区分２に定める申出を当社が承諾した契約者回線若しくはＬ

ＴＥ契約者回線（その減額適用を廃止又は終了していないものに限り

ます｡)又は次表の区分３若しくは区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式

会社が承諾した他網契約者回線（その減額適用を廃止又は終了してい

ないものに限ります｡)が含まれるものに限ります｡)があったものに限

り、申し出ることができます。 

区分 申出 

１ 本減額適用Ⅰの申出又はこの約款の附則に定める学生で

あることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

２ 当社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であることを条件

とする基本使用料の減額適用の申出 

３ ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

４ ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

ウ 当社は、イに定める申出があったときは、次のいずれかに該当する

場合を除いて、これを承諾します。 

(ア) その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している若

しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契約者名

義が、申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限りま

す｡)について、(１)欄のウの表の区分１に定める申出を当社が承諾

しているとき。 

(イ) 当社との間で締結している若しくは締結していたＬＴＥ契約に

係るＬＴＥ契約者回線（その契約者名義が、申出のあった契約者回

線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、(１)欄のウの

表の区分２に定める申出を当社が承諾しているとき。 

(ウ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあった

契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、(１)

欄のウの表の区分３に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾してい

るとき。 

(エ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ＬＴＥ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあっ

た契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、

(１)欄のウの表の区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾し

ているとき。 

エ アに定めるａｕ契約の申込みにあたって、別記３(11)のアに定める

取扱いの申出（ＫＤＤＩ株式会社からの変更に係るものを除きます｡)
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を行った場合は、当社又はＫＤＤＩ株式会社との間で締結していたａ

ｕ契約若しくはＬＴＥ契約に係る契約者回線、ＬＴＥ契約者回線若し

くは他網契約者回線について、ウの(ア)から(エ)に定める事由に該当

しないものとします。 

オ 当社は、本減額適用Ⅱの適用を受けている契約者回線について、次

のいずれかに該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める 12 料金

月又は 36 料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅱを廃止しま

す。 

(ア) ａｕ契約の解除があったとき。 

(イ) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(ウ) ａｕサービス利用権の譲渡があったとき。 

(エ) 契約者の地位の承継があったとき。 

(オ) そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の変

更が行われたとき。 

カ オの規定により、本減額適用Ⅱを廃止する場合における取扱いにつ

いては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅱの適用 

１ ２以外により本減

額適用Ⅱを廃止した

とき。 

その事由が生じた日（ａｕサービス利用権の

譲渡又は契約者の地位の承継により本減額適

用Ⅱを廃止したときは、その譲渡承諾日又は

地位の承継の届出日とします｡)を含む料金月

の末日までの基本使用料について、本減額適

用Ⅱの対象とします。 

２ オの(ア)又は(イ)

の規定により本減額

適用Ⅱを廃止したと

き。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用料

について、本減額適用Ⅱの対象とします。 

キ 当社は、アの表に規定する控除額について、その料金月において同

表の適用条件を満たさない日があった場合は、適用条件を満たした日

の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りします。 

ク キの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

ケ 当社は、当社のＬＴＥ約款に定める学生の家族であることを条件と

する基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅱに相当するものをいいま

す｡)に係る申出の承諾を受けたＬＴＥ契約者回線について、ａｕ契約

への契約移行があった場合、そのａｕサービスの契約者回線につい

て、次表に定める料金月において、本減額適用Ⅱを適用します。 

料金月 契約移行のあった日を含む料金月から起算して、次表

に定める月数が経過するまでの各料金月であって、そ

の契約者回線について、アに定める適用条件を全て満

たしている月。 

当社のＬＴＥ約款に定める適用開始月Ⅱ（アに定め

る適用開始月Ⅱに相当するものをいいます｡)から起

算して契約移行のあった日を含む料金月の前料金月

までの月数を、12 料金月（そのａｕ契約の申込み
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にあたって、当社のＬＴＥ約款別記３(11)に定める

携帯電話番号ポータビリティ（ＫＤＤＩ株式会社か

らのものを除きます｡)を希望した場合は 36 料金月

とします｡)から除いた月数 

  

コ 本減額適用Ⅱに係る申出の承諾を受けた契約者回線について、ＬＴ

Ｅ契約への契約移行があった場合、そのＬＴＥ契約者回線に係る学生

の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅱ

に相当するものをいいます｡)については、当社のＬＴＥ約款の規定

（クに相当するものをいいます｡)に定めるところによります。 

サ 契約者は、当社又はＫＤＤＩ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅱ又は

特定減額適用Ⅱ（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生

の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用（本減額適用Ⅱ

に相当するものをいいます。以下この附則第２項において同じとしま

す｡)の適用の可否を判断するために、その契約者回線に係る情報（本

減額適用Ⅱ又は特定減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります｡)を、

当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきます。 

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置） 

３ 削除 

（料金等の支払に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140201 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 26 年２月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140215 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年２月 15 日から実施します。 

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置） 

２ 削除 

３ 削除 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140218 号） 

（実施時期） 
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１ この改正規定は、平成 26 年２月 18 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140222 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年２月 22 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140301 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年３月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、株式会社 ケーブルワンに関する改正規定については、平成

26 年３月３日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

３ 平成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項(１)欄及び(２)欄中「エ」を「オ」に、「オ」

を「カ」に、「カ」を「キ」に、「キ」を「ク」に、「ク」を「ケ」に、「ケ」を「コ」

に、「コ」を「サ」にそれぞれ改め、「ウ」の次に、それぞれ次のように加えます。 

エ アに定めるＬＴＥ契約の申込みにあたって、別記３(11)のアに定める取扱いの申出

（ＫＤＤＩ株式会社からの変更に係るものを除きます｡)を行った場合は、当社又はＫＤ

ＤＩ株式会社との間で締結していたａｕ契約若しくはＬＴＥ契約に係る契約者回線、Ｌ

ＴＥ契約者回線若しくは他網契約者回線について、ウの(ア)から(エ)に定める事由に該

当しないものとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140305 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年３月５日から実施します。 

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置） 

２ 削除 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140315 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年３月 15 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、ＣＴＢメディア株式会社に関する改正規定については、平成

26 年３月 17 日から実施します。 
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（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140319 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年３月 19 日から実施します。 

（ａｕスマートパス接続機能に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定によりａｕスマートパス接続機能の提供を受

けている者は、当社のａｕスマートパス利用規約（以下この附則において「利用規約」と

いいます｡)に定めるところにより、利用規約に定めるａｕスマートパス接続サービスにお

いて提供する各種サービス（以下この附則において「ａｕスマートパスサービス」といい

ます｡)の提供を継続して受けるものとします。 

（オプション機能使用料の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施の際現に、改正前の附則（平成 26 年１月 16 日から実施の附則第３項、

平成 26 年２月 15 日から実施の附則第２項及び第３項並びに平成 26 年３月５日から実施の

附則第２項をいいます｡)の規定により、ａｕスマートパス接続機能に係るオプション機能

使用料の支払いを免除する取扱いを受けている場合、それぞれ次に定める料金月において、

利用規約に定めるａｕスマートパスサービスの接続利用料の支払いを免除する取扱いを行

います。 

(１) 平成 26 年１月 16 日から実施の附則第３項に係るもの 

平成 26 年３月１日から平成 26 年 12 月 31 日までの各料金月（その初日において、平

成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項に定める学生であることを条件とする基本使用

料の減額適用又は学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用を受けてい

る料金月に限ります｡)。 

(２) 平成 26 年２月 15 日から実施の附則第２項に係るもの 

平成 26 年３月１日から平成 26 年５月 31 日までの各料金月（次のいずれかに該当する

料金月を除きます｡）。 

ア 判定日（その料金月の前料金月の末日をいいます。以下この附則において同じとし

ます｡)における最終購入端末（判定日以前に購入した端末設備であって、最後の購入

に係るものをいいます。以下この附則において同じとします｡)が当社が別に定める端

末設備でない料金月。 

イ この附則に定めるａｕスマートパスサービスの接続利用料の支払いを免除する取扱

い（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金月。 

(３) 平成 26 年２月 15 日から実施の附則第３項に係るもの 

平成 26 年３月１日から平成 26 年５月 31 日までの各料金月（この附則に定めるａｕス

マートパスサービスの接続利用料の支払いを免除する取扱い（当社が別に定めるものに

限ります｡)を受ける料金月を除きます｡）。 

(４) 平成 26 年３月５日から実施の附則第２項に係るもの 

平成 26 年３月１日から平成 26 年５月 31 日までの各料金月（この附則に定めるａｕス

マートパスサービスの接続利用料の支払いを免除する取扱い（当社が別に定めるものに

限ります｡)を受ける料金月を除きます｡）。 

４ この改正規定実施の日から平成 26 年 11 月 30 日までの間に、利用規約に定めるａｕスマ
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ートパスサービスの利用に関する契約（以下この附則において「ａｕスマートパス利用契

約」といいます｡)の申込みがあり当社が承諾した場合、ａｕスマートパスサービスの提供

を開始した日を含む料金月の翌料金月から平成 26 年 12 月 31 日までの各料金月（その初日

において、平成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項に定める学生であることを条件とす

る基本使用料の減額適用又は学生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用を

受けている料金月に限ります｡)において、利用規約に定めるａｕスマートパスサービスの

接続利用料の支払いを免除する取扱いを行います。 

５ この改正規定実施の日から平成 26 年４月 30 日までの間に、ａｕスマートパス利用契約

の申込みがあり当社が承諾した場合、ａｕスマートパスサービスの提供を開始した日を含

む料金月の翌料金月から平成 26 年５月 31 日までの各料金月（前項第２号のア又はイに該

当する料金月を除きます｡)において、利用規約に定めるａｕスマートパスサービスの接続

利用料の支払いを免除する取扱いを行います。 

６ この改正規定実施の日から平成 26 年３月 31 日までの間に、ａｕスマートパス利用契約

の申込みがあり当社が承諾した場合（次表に定める適用条件を全て満たす場合に限りま

す｡)、ａｕスマートパスサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から平成 26

年５月 31 日までの各料金月（この附則に定めるａｕスマートパスサービスの接続利用料の

支払いを免除する取扱い（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金月を除きま

す｡)において、利用規約に定めるａｕスマートパスサービスの接続利用料の支払いを免除

する取扱いを行います。 

適用条件 (１) 平成 26 年 1 月 31 日において、３ＬＭセキュリティサービスの

提供を受けていること。 

(２) 平成 26 年 1 月 31 日において、ａｕスマートパスサービスの提

供を受けていないこと。 

７ この改正規定実施の日から平成 26 年４月 30 日までの間に、ａｕスマートパス利用契約

の申込みがあり当社が承諾した場合（次表に定める適用条件を全て満たす場合に限りま

す｡)、ａｕスマートパスサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から平成 26

年５月 31 日までの各料金月（この附則に定めるａｕスマートパスサービスの接続利用料の

支払いを免除する取扱い（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金月を除きま

す｡)において、利用規約に定めるａｕスマートパスサービスの接続利用料の支払いを免除

する取扱いを行います。 

適用条件 (１) 平成 26 年２月９日において、当社の「安心ナビ利用規約」に

定める有料サービスの提供を受けていること。 

(２) 平成 26 年２月９日において、ａｕスマートパスサービスの提

供を受けていないこと。 

（料金等の支払に関する経過措置） 

８ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

９ 平成 24 年２月 17 日から実施の附則第２項、平成 24 年６月１日から実施の附則第５項、

平成 24 年８月１日から実施の附則第２項、平成 24 年８月 10 日から実施の附則第２項及び

平成 24 年９月７日から実施の附則第２項中「オプション機能使用料（着信短縮ダイヤル機

能、海外ローミング機能、番号変換機能、保留転送機能、番号変換文字メッセージ受信機

能及びａｕスマートパス接続機能に係るものを除きます｡)」を「オプション機能使用料
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（着信短縮ダイヤル機能、海外ローミング機能、番号変換機能、保留転送機能及び番号変

換文字メッセージ受信機能に係るものを除きます｡)」にそれぞれ改めます。 

10 平成 24 年９月 21 日の附則第２項、平成 25 年６月１日から実施の附則第７項及び平成

25 年９月１日から実施の附則第９項中「料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）

(31)に定める特定オプション機能に係るオプション機能使用料の支払いを免除する取扱い」

を「料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）(29)に定める特定オプション機能に係

るオプション機能使用料の支払いを免除する取扱い」にそれぞれ改めます。 

11 平成 26 年１月 16 日から実施の附則第３項、平成 26 年２月 15 日から実施の附則第２項

及び第３項並びに平成 26 年３月５日から実施の附則第２項について、それぞれ「削除」に

改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140320 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年３月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140328 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年３月 28 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、ビィーティーヴィーケーブルテレビ株式会社及び皇徳寺ケー

ブルテレビ株式会社に関する改正規定については、平成 26 年３月 31 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140401 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙に係るものを含みます｡)は、平成 26 年４月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年８月 21 日から実施の附則第３項について、「削除」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140410 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年４月 10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 
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附則（ＯＣＴ営発第 140501 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年５月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、株式会社ケーブルネットテレビ富山に関する改正規定につい

ては、平成 26 年５月 12 日から、日本海ケーブルネットワーク株式会社に関する改正規定

については、平成 26 年５月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140519 号） 

この改正規定は、平成 26 年５月 19 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140601 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年６月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、特定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等合計額の

割引の適用に関する改正規定については、平成 26 年６月２日から、ケーブルテレビ株式会

社に関する改正規定については、平成 26 年６月 21 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140603 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年６月３日から実施します。 

（その他） 

２ 平成 25 年９月１日から実施の附則第４項(１)のア中「ＫＤＤＩ株式会社からのものを除

きます」を「ＫＤＤＩ株式会社又は株式会社ケイ・オプティコムからのものを除きます」

に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 1406013 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年６月 13 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、株式会社秋田ケーブルテレビに関する改正規定については、

平成 26 年６月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140620 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年６月 20 日から実施します。 
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（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140630 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年６月 30 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140701 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 26 年７月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年 11 月 12 日から実施の附則第３項について、「削除」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140718 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年７月 18 日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ この改定規定実施の日から平成 26 年８月 31 日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった

場合（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たす場合に限ります｡)、その

ａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して６料金月の間（以

下この附則において「控除対象期間」といいます｡)、その契約者回線について、料金表第

１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる基本使用料の額（特

定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、特定のＬＴＥシングルに

係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービスに係る契約を条件とす

る基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、それぞれ適用する前の額とします｡)

のうち、次表に定める控除額（第５項の規定により控除額を日割りした場合はその額とし

ます｡)を控除する取扱い（以下この附則において「本減額適用」といいます｡)を行います。 

  ただし、この約款の附則又は当社のＬＴＥ約款の附則に定める基本使用料の減額適用

（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金月については、この限りでありません。 

(１) 適用条件 

ア 別記３(11)に定める携帯電話番号ポータビリティ（ＫＤＤＩ株式会社又は株式会社

ケイ・オプティコムからのものを除きます｡)を希望する旨の申出があること。 

イ 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の購入を伴うこと。 

ウ 基本使用料の料金種別としてプランＭシンプルを選択すること。 

(２) 控除額 
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１契約ごとに月額 

控除額 税抜額 2,500 円 

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合に

は、控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。 

(４) プランＭシンプル以外への基本使用料の料金種別の変更があったとき。 

(５) 新たな端末設備の購入があったとき。 

４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとお

りとします。 

区分 本減額適用の適用 

１ ２以外により本減額適用を廃止したと

き。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用

料について、本減額適用の対象とします。 

２ 新たな端末設備の購入があったとき

（前項の第３号又は第４号を伴う場合を

除きます｡)。 

新たな端末設備の購入があった日を含む料

金月の末日までの基本使用料について、本

減額適用の対象とします。 

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合又は第３項の規定により本減額適用を廃

止した場合は、その料金月におけるプランＭシンプルの基本使用料の適用を受ける日数に

応じて、第２項に規定する控除額の日割りを行います。 

６ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げ

ます。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

                                          

附則（ＯＣＴ営発第 140801 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年８月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、諫早ケーブルテレビ株式会社に関する改正規定については、

平成 26 年７月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

                                          

附則（ＯＣＴ営発第 140813 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年８月 13 日から実施します。 

（基本使用料等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日から平成 27 年２月 28 日までの間、料金表第１表第１（基本使用

料等）１（適用）(26)に定める特定のＬＴＥシングルに係る契約を条件とする基本使用料

等の割引の適用について、同(26)のアの(イ)の表を次表に読み替えて適用します。 

１契約ごとに月額 
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割引額 税抜額 934 円 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

４ 平成 24 年１月 18 日から実施の附則第３項(１)のアの適用条件の(イ)及び同項(２)のア

の適用条件の(イ)中「基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択しているこ

と。」を「基本使用料の料金種別としてプランＺシンプル、電話カケ放題プラン（ケータ

イ・データ付）又は、電話カケ放題プラン（ケータイ）を選択していること。」にそれぞ

れ改めます。 

５ 平成 25 年１月 22 日から実施の附則第２項(１)のアの適用条件の(イ)及び同項(２)のア

の適用条件の(イ)並びに平成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項(１)のアの適用条件の

(イ)及び同項(２)のアの適用条件の(イ)中、「基本使用料の料金種別がプランＺシンプル

であること。」を「基本使用料の料金種別がプランＺシンプル、電話カケ放題プラン（ケ

ータイ・データ付）又は、電話カケ放題プラン（ケータイ）であること。」にそれぞれ改

めます。 

６ 平成 24 年９月７日から実施の附則第４項第５号中「料金種別がプランＦ（ＩＳ）シンプ

ルである」を「料金種別がプランＦ（ＩＳ）シンプル、電話カケ放題プラン（ケータイ・

データ付)若しくは電話カケ放題プラン（ケータイ）である」に改めます。 

                                          

附則（ＯＣＴ営発第 140822 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年８月 22 日から実施します。 

（契約解除料の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日以降、第２種定期ａｕモジュール契約（基本使用料の料金種別が

ＷＮＤプランに係るものに限ります｡)に係る契約解除料については、この約款の規定にか

かわらず、その支払いを要しません。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140827 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年８月 27 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140901 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年９月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金
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その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年９月１日から実施の附則第３項中「この改定規定実施の日以降」を「この改定

規定実施の日から平成 26 年８月 31 日までの間に」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 140910 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年９月 10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141001 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 10 月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、料金表第１表第１（基本使用料等）１（適用）(23)及び(24)

に関する改正規定については、平成 26 年 10 月３日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141015 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙に係るものを含みます｡)は、平成 26 年 10 月 15 日から実施しま

す。（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 11 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141112 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 11 月 12 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141125 号） 
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（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 11 月 25 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141201 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 12 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141212 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 12 月 12 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141218 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 12 月 18 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、電話カケ放題プラン（ケータイ・データ付）又は電話カケ放

題プラン（ケータイ）の契約者回線に係る通話料の適用に関する改定規定については、平

成 26 年 12 月 25 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 141226 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 26 年 12 月 26 日から実施します。 

（付随サービスに関する料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日から平成 27 年１月 12 日までの間に、ａｕスマートサポート契約

（当社の「ａｕスマートサポート会員利用規約」に定めるａｕスマートサポートの提供を

受けるための契約をいいます。以下この附則において同じとします｡)の申込みがあり当社

が承諾した場合、そのａｕスマートサポート契約の締結があった日を含む料金月において、

その契約者回線（その契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含み

ます｡)以外であるものに限ります｡)について、この約款の規定により支払いを要すること

とされるａｕ（ＷＩＮ）通信サービスの料金のうち、税抜額 1,500 円を控除する取扱いを

行います。 

  ただし、そのａｕスマートサポート契約を締結した後、同一料金月内において、次のい
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ずれかに該当することとなった場合は、この限りでありません。 

(１) その契約者回線について、ａｕ契約の解除（ＬＴＥ契約への契約移行に係るものを

除きます｡)があったとき。 

(２) その契約者回線について、ａｕサービスの利用の一時休止があったとき（その一時

休止日を含む料金月において再利用を行ったときを除きます｡)。 

(３) ａｕスマートサポート契約が終了したとき。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年１月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150113 号、第 150115 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年１月 13 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、加賀テレビ株式会社に関する改正規定については、平成 27 年

１月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 150121 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年１月 21 日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ 当社は、ａｕ契約者からの申出により、次表に定める基本使用料の減額適用を行います。 

(１) 学生で

あ る こ と

を 条 件 と

す る 基 本

使 用 料 の

減額適用 

ア この改正規定実施の日から平成 27 年５月 31 日までの間に、ａｕ契

約の申込み（契約変更及びａｕ契約からの契約移行に係るもの並びに

ＫＤＤＩ株式会社又は特定ＭＶＮＯ事業者からのＭＮＰ加入申出（別

記３(11)に定める携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティを希望する旨

の申出をいいます。以下この附則第２項において同じとします｡)を伴

うものを除きます｡)と同時に申出があり当社が承諾した場合、当社

は、そのａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月

（以下この附則第２項において「減額開始月Ⅰ」といいます｡)から起

算して次表に定める減額対象期間Ⅰが経過するまでの各料金月（その

契約者回線について、次表に定める適用条件を全て満たしている料金

月に限ります｡)において、その契約者回線について、料金表第１表第

１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる基本使

用料の額のうち、次表に定める控除額（基本使用料の額が控除額に満
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たない場合は、基本使用料の額とします｡)を控除する取扱い（以下こ

の附則第２項において「本減額適用Ⅰ」といいます｡)を行います。 

ただし、この約款の附則又は当社のＬＴＥ約款の附則に定める基本

使用料の減額適用（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける料金

月については、この限りでありません。 

(ア) 減額対象期間Ⅰ 

① ②以外の場合 24 料金月 

② そのａｕ契約の申込みに際し、基本使用料の料

金種別として、プランＺシンプルを選択した場合

（ａｕサービスの提供を開始した日以降に、基本

使用料の料金種別の変更があった場合を除きま

す｡) 

36 料金月 

(イ) 適用条件 

① 障がい者等に係る基本使用料の割引の適用又は第２種定期ａｕ契

約に係る基本使用料の適用を受けていること。 

② 基本使用料の料金種別がプランＺシンプルであること。 

(ウ) 控除額 

１契約ごとに月額

税抜額 934 円 

イ 本減額適用Ⅰは、ａｕデュアル又はＵＩＭサービスの契約者回線で

あって、その契約者（そのａｕ契約について利用者登録が行われてい

るときは、登録利用者とします｡)が学生又は満 25 歳以下であるものに

限り、申し出ることができます 

ウ 当社は、イに定める申出があったときは、次のいずれかに該当する

場合を除いて、これを承諾します。 

(ア) その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している若

しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契約者名

義（利用者登録が行われているときは、登録利用者の名義としま

す。以下この附則第２項において同じとします｡)が、申出のあった

契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次表

の区分１に定める申出を当社が承諾しているとき。 

(イ) 当社との間で締結している若しくは締結していたＬＴＥ契約に

係るＬＴＥ契約者回線（その契約者名義が、申出のあった契約者回

線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次表の区分２

に定める申出を当社が承諾しているとき。 

(ウ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあった

契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次表

の区分３に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾しているとき。 

(エ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ＬＴＥ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあっ

た契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、次

表の区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾しているとき。 

区分 申出 

１ 本減額適用Ⅰの申出、(２)欄に定める本減額適用Ⅱの申
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出、この約款の附則に定める学生であることを条件とす

る基本使用料の減額適用の申出又は学生の家族であるこ

とを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

２ 当社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であることを条件

とする基本使用料の減額適用の申出又は学生の家族であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

３ ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出又は学

生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用

の申出 

４ ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出又は学

生の家族であることを条件とする基本使用料の減額適用

の申出 

エ アに定めるａｕ契約の申込みが、ＭＮＰ加入申出を伴うものである

場合は、当社又はＫＤＤＩ株式会社との間で締結していたａｕ契約若

しくはＬＴＥ契約に係る契約者回線、ＬＴＥ契約者回線若しくは他網

契約者回線について、ウの(ア)から(エ)に定める事由に該当しないも

のとします。 

オ 当社は、本減額適用Ⅰの適用を受けている契約者回線について、次

のいずれかに該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める減額対

象料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅰを廃止します。 

(ア) ａｕ契約の解除があったとき。 

(イ) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(ウ) ａｕサービス利用権の譲渡があったとき。 

(エ) 契約者の地位の承継があったとき。 

(オ) そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の変

更が行われたとき。 

(カ) そのａｕ契約の申込みに際し、基本使用料の料金種別としてプ

ランＺシンプルを選択した場合であって、減額開始月Ⅰから起算し

て 25 料金月以降に基本使用料の料金種別の変更があったとき。 

カ オの規定により、本減額適用Ⅰを廃止する場合における取扱いにつ

いては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅰの適用 

１ ２以外により本減

額適用Ⅰを廃止した

とき。 

その事由が生じた日（ａｕサービス利用権の

譲渡又は契約者の地位の承継により本減額適

用Ⅰを廃止したときは、その譲渡承諾日又は

地位の承継の届出日とします｡)を含む料金月

の末日までの基本使用料について、本減額適

用Ⅰの対象とします。 

２ オの(ア)、(イ)又

は(カ)の規定により

本減額適用Ⅰを廃止

したとき。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用料

について、本減額適用Ⅰの対象とします。 

キ 当社は、アに定める控除額について、その料金月においてアに定め
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る適用条件を満たさない日があった場合は、適用条件を全て満たした

日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りします。 

ク キの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

ケ 当社は、ＬＴＥ減額適用Ⅰ（当社のＬＴＥ約款に定める学生である

ことを条件とする基本使用料の減額適用であって、本減額適用Ⅰに相

当するものをいいます。以下この附則第２項において同じとします｡)

に係る申出の承諾を受けたＬＴＥ契約者回線について、ａｕ契約への

契約移行があった場合、そのａｕサービスの契約者回線について、契

約移行のあった日を含む料金月から起算して、減額対象残期間Ⅰ（次

表に定める減額対象合算期間Ⅰから次表に定める減額適用合算月数Ⅰ

を除いた月数をいいます。以下この附則第２項において同じとしま

す｡)が経過するまでの各料金月であって、アに定める適用条件を全て

満たしている料金月において、本減額適用Ⅰを適用します。 

(ア) 減額対象合算期間Ⅰ 

① ②以外の場合 24 料金月 

② そのａｕ契約又はＬＴＥ契約の申込みに際し、

基本使用料の料金種別としてプランＺシンプル又

はＬＴＥプラン若しくはＬＴＥプラン（Ｖ）を選

択した場合（ａｕサービス又はＬＴＥサービスの

提供を開始した日以降に、その他の基本使用料の

料金種別の変更があった場合を除きます｡) 

36 料金月 

(イ) 減額適用合算月数Ⅰ 

本減額適用Ⅰの適用を受けた料金月数及びＬＴＥ減額適用Ⅰの適用を

受けた料金月数を合算した月数（それぞれの減額適用に係る適用条件

を満たさない料金月の数を含みます｡) 

コ 本減額適用Ⅰの申出の承諾を受けた契約者回線について、ＬＴＥ契

約への契約移行があった場合、そのＬＴＥ契約者回線に係るＬＴＥ減

額適用Ⅰの取扱いについては、当社のＬＴＥ約款の規定（ケに相当す

るものをいいます｡)に定めるところによります。 

サ 契約者は、当社又はＫＤＤＩ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅰ又は

特定減額適用Ⅰ（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生

であることを条件とする基本使用料の減額適用であって、本減額適用

Ⅰに相当するものをいいます。以下この附則第２項において同じとし

ます｡)の適用の可否を判断するために、その契約者回線に係る情報

（本減額適用Ⅰ又は特定減額適用Ⅰの適用に必要な範囲に限ります｡)

を、当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきま

す。 

(２) 学生の

家 族 で あ

る こ と を

条 件 と す

る 基 本 使

用 料 の 減

額適用 

ア この改正規定実施の日から平成 27 年５月 31 日までの間に、ａｕ契

約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契約移行に係るもの並

びにＫＤＤＩ株式会社又は特定ＭＶＮＯ事業者からのＭＮＰ加入申出

を伴 うものを除きます｡)と同時に申出があり当社が承諾した場合、

その ａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月（以

下こ の附則第２項において「減額開始月Ⅱ」といいます｡)から起算

して 次表に定める減額対象期間Ⅱが経過するまでの各料金月（その
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契約 者回線について、次表に定める適用条件を全て満たしている料

金月 に限ります｡)において、その契約者回線について、料金表第１

表第 １（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる

基本 使用料の額のうち、次表に定める控除額（基本使用料の額が控

除額 に満たない場合は基本使用料の額とします｡)を控除する取扱い

（以 下この附則第２項において「本減額適用Ⅱ」といいます｡)を行

いま す。 

  ただし、この約款の附則又は当社のＬＴＥ約款の附則に定める基

本使用料の減額適用（当社が別に定めるものに限ります｡)を受ける

料金月については、この限りでありません。 

 (ア) 減額対象期間Ⅰ 

Ⅰ Ⅱ以外の場合 12 料金月 

Ⅱ そのａｕ

契約の申み

が、ＭＮＰ

加入申出を

伴うもので

ある場合 

① ②以外の場合 24 料金月 

② そのａｕ契約の申込みに際

し、基本使用料の料金種別とし

てプランＺシンプルを選択した

場合（ａｕサービスの提供を開

始した日以降に、基本使用料の

料金種別の変更があった場合を

除ます｡) 

36 料金月 

(イ) 適用条件 

① 障がい者等に係る基本使用料の割引の適用又は第２種定期ａｕ契

約に係る基本使用料の適用を受けていること。 

② 基本使用料の料金種別がプランＺシンプルであること。 

(ウ) 控除額 

１契約ごとに月額

税抜額 934 円 

イ 本減額適用Ⅱは、ａｕデュアル又はＵＩＭサービスの契約者回線で

あって、アに定めるａｕ契約の申込みと同時に、複数回線複合割引の

適用の申出（その契約者が指定する割引選択回線群に、次表の区分１

若しくは区分２に定める申出を当社が承諾した契約者回線若しくはＬ

ＴＥ契約者回線（その減額適用を廃止又は終了していないものに限り

ます｡)又は次表の区分３若しくは区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式

会社が承諾した他網契約者回線（その減額適用を廃止又は終了してい

ないものに限ります｡)が含まれるものに限ります｡)があったものに限

り、申し出ることができます。 

区分 申出 

１ 本減額適用Ⅰの申出又はこの約款の附則に定める学生で

あることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

２ 当社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であることを条件

とする基本使用料の減額適用の申出 

３ ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 

４ ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に定める学生であ

ることを条件とする基本使用料の減額適用の申出 
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ウ 当社は、イに定める申出があったときは、次のいずれかに該当する

場合を除いて、これを承諾します。 

(ア) その申出のあった契約者回線又は当社との間で締結している若

しくは締結していた他のａｕ契約に係る契約者回線（その契約者名

義が、申出のあった契約者回線の契約者名義と同一のものに限りま

す｡)について、(１)欄のウの表の区分１に定める申出を当社が承諾

しているとき。 

(イ) 当社との間で締結している若しくは締結していたＬＴＥ契約に

係るＬＴＥ契約者回線（その契約者名義が、申出のあった契約者回

線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、(１)欄のウの

表の区分２に定める申出を当社が承諾しているとき。 

(ウ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ａｕ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあった

契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、(１)

欄のウの表の区分３に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾してい

るとき。 

(エ) ＫＤＤＩ株式会社との間で締結している若しくは締結していた

ＬＴＥ契約に係る他網契約者回線（その契約者名義が、申出のあっ

た契約者回線の契約者名義と同一のものに限ります｡)について、

(１)欄のウの表の区分４に定める申出をＫＤＤＩ株式会社が承諾し

ているとき。 

エ アに定めるａｕ契約の申込みが、ＭＮＰ加入申出を伴うものである

場合は、当社又はＫＤＤＩ株式会社との間で締結していたａｕ契約若

しくはＬＴＥ契約に係る契約者回線、ＬＴＥ契約者回線若しくは他網

契約者回線について、ウの(ア)から(エ)に定める事由に該当しないも

のとします。 

オ 当社は、本減額適用Ⅱの適用を受けている契約者回線について、次

のいずれかに該当する場合には、アの表の料金月の欄に定める減額対

象料金月が経過する前であっても、本減額適用Ⅱを廃止します。 

(ア) ａｕ契約の解除があったとき。 

(イ) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(ウ) ａｕサービス利用権の譲渡があったとき。 

(エ) 契約者の地位の承継があったとき。 

(オ) そのａｕ契約について、新たな利用者登録又は登録利用者の変

更が行われたとき。 

(カ) そのａｕ契約の申込み（ＭＮＰ加入申出を伴うものに限りま

す｡)に際し、基本使用料の料金種別としてプランＺシンプルを選択

した場合であって、減額開始月Ⅱから起算して 25 料金月以降に基本

使用料の料金種別の変更があったとき。 

カ オの規定により、本減額適用Ⅱを廃止する場合における取扱いにつ

いては、次表のとおりとします。 

区分 本減額適用Ⅱの適用 

１ ２以外により本減

額適用Ⅱを廃止した

とき。 

その事由が生じた日（ａｕサービス利用権の

譲渡又は契約者の地位の承継により本減額適

用Ⅱを廃止したときは、その譲渡承諾日又は
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地位の承継の届出日とします｡)を含む料金月

の末日までの基本使用料について、本減額適

用Ⅱの対象とします。 

２ オの(ア)、(イ)又

は(カ)の規定により

本減額適用Ⅱを廃止

したとき。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用料

について、本減額適用Ⅱの対象とします。 

キ 当社は、アに定める控除額について、その料金月においてアに定め

る適用条件を満たさない日があった場合は、適用条件を全て満たした

日の日数に応じて、基本使用料の料金種別ごとに日割りします。 

ク キの規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げます。 

ケ 当社は、ＬＴＥ減額適用Ⅱ（当社のＬＴＥ約款に定める学生である

ことを条件とする基本使用料の減額適用であって、本減額適用Ⅱに相

当するものをいいます。以下この附則第２項において同じとします｡)

に係る申出の承諾を受けたＬＴＥ契約者回線について、ａｕ契約への

契約移行があった場合、そのａｕサービスの契約者回線について、契

約移行のあった日を含む料金月から起算して、減額対象残期間Ⅱ（次

表に定める減額対象合算期間Ⅱから次表に定める減額適用合算月数Ⅱ

を除いた月数をいいます。以下この附則第２項において同じとしま

す｡)が経過するまでの各料金月であって、アに定める適用条件を全て

満たしている料金月において、本減額適用Ⅱを適用します。 

(ア) 減額対象合算期間Ⅱ 

Ⅰ Ⅱ以外の場合 12 料金月 

Ⅱ そのａｕ

契約又はＬ

ＴＥ契約の

申込みが、

ＭＮＰ加入

申出を伴う

ものである

場合 

① ②以外の場合 24 料金月 

② そのａｕ契約又はＬＴＥ契約

の申込みに際し、基本使用料の

料金種別として、プランＺシン

プル又はＬＴＥプラン若しくは

ＬＴＥプラン（Ｖ）を選択した

場合（ａｕサービス又はＬＴＥ

サービスの提供を開始した日以

降に、その他の基本使用料の料

金種別の変更があった場合を除

きます｡) 

36 料金月 

(イ) 減額適用合算月数Ⅱ 

本減額適用Ⅱの適用を受けた料金月数及びＬＴＥ減額適用Ⅱの適用を

受けた料金月数を合算した月数（それぞれの減額適用に係る適用条件

を満たさない料金月の数を含みます｡) 

コ 本減額適用Ⅱの申出の承諾を受けた契約者回線について、ＬＴＥ契

約への契約移行があった場合、そのＬＴＥ契約者回線に係るＬＴＥ減

額適用Ⅱの取扱いについては、当社のＬＴＥ約款の規定（ケに相当す

るものをいいます｡)に定めるところによります。 

サ アからエの規定によるほか、次の全てを満たす場合、その契約者回

線について、平成 27 年５月１日から本減額適用Ⅱを行います。 
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(ア) 平成 26 年 12 月１日から平成 27 年３月 30 日までの間に、ａｕ

契約の申込み（契約変更及びＬＴＥ契約からの契約移行に係るもの

並びにＫＤＤＩ株式会社又は特定ＭＶＮＯ事業者からのＭＮＰ加入

申出を伴うものを除きます｡)があること。 

(イ) 平成 27 年４月１日時点で、障がい者等用の基本使用料の適用又

は第２種定期ａｕ契約に係る基本使用料の適用を受けていること。 

(ウ) 平成 27 年４月１日時点で、基本使用料の料金種別がプランＺシ

ンプルであること。 

(エ) 平成 27 年３月 31 日時点で、その契約者回線が属する複数回線

複合割引に係る割引選択回線群に、判定用契約者回線等（次表に定

める申出を当社又はＫＤＤＩ株式会社が承諾した契約者回線若しく

はＬＴＥ契約者回線又は他網契約者回線（それぞれの減額適用を廃

止又は終了していないものに限ります｡)をいいます。以下この附則

第２項において同じとします｡)が含まれていること。 

申出 

本減額適用Ⅰの申出、ＬＴＥ減額適用Ⅰの申出、特定減額適用Ⅰの申

出、ＬＴＥ特定減額適用Ⅰ（ＫＤＤＩ株式会社のＬＴＥ約款の附則に

定める学生であることを条件とする基本使用料の減額適用であって、

ＬＴＥ減額適用Ⅰに相当するものをいいます｡)の申出 

(オ) (ア)に定めるａｕ契約の申込みのあった日が、(ウ)に定める判

定用契約者回線等に係るａｕ契約又はＬＴＥ契約の申込のあった日

より前であること。 

(カ) ウの(ア)から(エ)に定める事由に該当しないこと。 

シ 契約者は、当社又はＫＤＤＩ株式会社がそれぞれ本減額適用Ⅱ又は

特定減額適用Ⅱ（ＫＤＤＩ株式会社のＷＩＮ約款の附則に定める学生

であることを条件とする基本使用料の減額適用であって、本減額適用

Ⅱに相当するものをいいます。以下この附則第２項において同じとし

ます｡)の適用の可否を判断するために、その契約者回線に係る情報

（本減額適用Ⅱ又は特定減額適用Ⅱの適用に必要な範囲に限ります｡)

を、当社がＫＤＤＩ株式会社に通知することを承諾していただきま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150123 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年１月 23 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150130 号） 

（実施時期） 
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１ この改正規定は、平成 27 年１月 30 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 27 年１月 21 日から実施の附則第２項の(１)欄のイ中「学生であるもの」を「学生

又は満 25 歳以下であるもの」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150201 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年２月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 150210 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年２月 10 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、佐賀シティビジョン株式会社に関する改正規定は、平成 27 年

２月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150220 号） 

１ この改正規定は、平成 27 年２月 20 日から実施します。 

（基本使用料の支払いに関する経過措置） 

２ この改定規定実施の日から平成 27 年５月 31 日までの間に、ａｕ契約の申込みがあった

場合（その申込みに際し、次表に定める適用条件の全てを満たす場合に限ります｡)、その

ａｕサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して 36 料金月の間（以

下この附則において「控除対象期間」といいます｡)、その契約者回線について、料金表第

１表第１（基本使用料等）の規定により支払いを要することとされる基本使用料の額（特

定サービスに係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用、特定のＬＴＥシングルに

係る契約を条件とする基本使用料等の割引の適用又は特定サービスに係る契約を条件とす

る基本使用料等合計額の割引の適用を受ける場合は、それぞれ適用する前の額とします｡)

のうち、次表に定める控除額（第５項の規定により控除額を日割りした場合はその額とし

ます｡)を控除する取扱い（以下この附則において「本減額適用」といいます｡)を行います。 

ただし、この約款又は当社ＬＴＥ約款に定める基本使用料の減額適用（当社が別に定め

るものに限ります｡)を受ける料金月又はプランＳＳシンプル若しくはプランＺシンプルの

基本使用料の適用を受けない料金月については、この限りでありません。 

(１) 適用条件 

ア 別記３(11)に定める携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ（ＫＤＤＩ株式会社又は

特定ＭＶＮＯ事業者からのものを除きます｡)を希望する旨の申出を伴うこと。 
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イ 当社が別に定めるサービス取扱所において別に定める端末設備の購入を伴うこと。 

ウ 基本使用料の料金種別としてプランＳＳシンプル又はプランＺシンプルを選択する

こと。 

エ 特定パケット通信２段階定額制（ダブル定額スーパーライト、ダブル定額ライト又

はダブル定額に限ります。以下この附則において同じとします｡)の適用の申込みがあ

ること。 

(２) 控除額 

１契約ごとに月額 

控除額 税抜額 934 円 

３ 当社は、本減額適用を受けている契約者回線について、次のいずれかに該当する場合に

は、控除対象期間内であっても、本減額適用を廃止します。 

(１) ａｕ契約の解除があったとき。 

(２) ａｕサービスの利用の一時休止があったとき。 

(３) ａｕパケットへのａｕサービスの種類の変更があったとき。 

(４) 特定パケット通信２段階定額制の適用を廃止したとき。 

(５) 新たな端末設備の購入があったとき。 

４ 前項の規定により、本減額適用を廃止する場合における取扱いについては、次表のとお

りとします。 

区分 本減額適用の適用 

１ ２以外により本減額適用を廃止したと

き。 

その事由が生じた日の前日までの基本使用

料について、本減額適用の対象とします。 

２ 前項第４号又は第５号（前項第３号を

伴う場合を除きます｡)により本減額適用

を廃止したとき 

新たな端末設備の購入があった日を含む料

金月の末日までの基本使用料について、本

減額適用の対象とします。 

５ 第２項の規定により本減額適用を開始した場合、第３項の規定により本減額適用を廃止

した場合又は基本使用料の料金種別の変更（プランＳＳシンプル又はプランＺシンプルと

それ以外の料金種別の間のものに限ります｡)があった場合は、その料金月におけるプラン

ＳＳシンプル又はプランＺシンプルの基本使用料の適用を受ける日数に応じて、第２項に

規定する控除額の日割りを行います。 

６ 前項の規定により日割りした額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げ

ます。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150224 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年２月 24 日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150301 号） 
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（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年３月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、株式会社ニューメディアに関する改正規定は、平成 27 年２月

10 日から、ビッグローブ株式会社に関する改定規定は、平成 27 年３月２日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 150310 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年３月 10 日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150316 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年３月 16 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、テレビ小山放送株式会社に関する改正規定は、平成 27 年２月

10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150401 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年４月１日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150410 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年４月 10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150501 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年５月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 
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２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 150515 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年５月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 150520 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年５月 20 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 150601 号、第 150610 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年６月１日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、横浜ケーブルビジョン株式会社に関する改正規定は、平成 27

年６月 10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150701 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年７月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150710 号） 

この改正規定は、平成 27 年７月 10 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150801 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年８月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 
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附則（ＯＣＴ営発第 150806 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年８月６日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150807 号） 

この改正規定は、平成 27 年８月７日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150817 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年８月 17 日から実施します。 

（ＳＭＳ機能に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日以降、契約者は、新たにＳＭＳ安心ブロック（別表１（付加機能） 

３欄の備考に定める、当社が別に定める方法により電気通信番号（当社が別に定めるもの

に限ります｡)又はＵＲＬが含まれるＳＭＳの受信を行わないようにすることをいいます｡)

の提供を受けることはできません。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150824 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２及び附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 27 年８月

24 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、次表に定めるもの以外に関する改正規定については、平成 27

年９月１日から実施します。 

ａｕサービスの利用の一時中断の取扱い、一般用の基本使用料の取扱い、料金表第１表第

１（基本使用料等）１（適用）(６)に定める契約者を単位とする基本使用料割引Ⅰ、(９)

の２に定める複数回線の利用を条件とするａｕパケットに関する基本使用料の減額適用、

(13)に定めるａｕ．ＮＥＴ機能に係るオプション機能使用料の減額適用、第２（通話料）

１（適用）(13)に定める特定電話番号への通話料の月極割引、(15)に定める契約者を単位

とする通話料の月極割引、(20)に定める特定加入電話からの通話に係る通話料の割引、

(25)に定める特定電話番号への通話料の月極割引Ⅱ及び改正前の規定による料金表第１表

第１（基本使用料等）１（適用）(２)のウの取扱い 

（基本使用料の料金種別に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、次表に定める基本使用料の料金種別を選択している場合の

料金その他の提供条件については、この約款の規定によるほか、附則別紙２のとおりとし

ます。 

区分 基本使用料の料金種別 

ａｕデュアル又は

ＵＩＭサービスに

係るもの 

プランＬＬ、プランＬ、プランＭ、プランＳ、プランＳＳ、デイタイ

ムＬ、デイタイムＳ、プランＥ、プランＦ（ＩＳ）、プランＷ、プラ

ンＬＬシンプル、プランＬシンプル、プランＭシンプル、デイタイム

Ｌシンプル、デイタイムＳシンプル、プランＦ（ＩＳ）シンプル、プ

ランＷシンプル 
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第１種ａｕパケッ

トに係るもの 

ＷＩＮシングルＬＬ、ＷＩＮシングルＬ、ＷＩＮシングルＭ、ＷＩＮ

シングルＳ、ＷＩＮシングルＳＳ 

第２種ａｕパケッ

トに係るもの 

ＷＩＮシングルＬＬ ＷｉＭＡＸ フルサポート、ＷＩＮシングルＬ

ＷｉＭＡＸ フルサポート、ＷＩＮシングルＭ ＷｉＭＡＸ フルサ

ポート、ＷＩＮシングルＬＬ ＷｉＭＡＸ シンプル、ＷＩＮシング

ルＬ ＷｉＭＡＸ シンプル、ＷＩＮシングルＭ ＷｉＭＡＸ シン

プル、ＷＩＮシングル定額 ＷｉＭＡＸ フルサポート、ＷＩＮシン

グル定額 ＷｉＭＡＸ シンプル、ビジネスＷＩＮシングル定額 Ｗ

ｉＭＡＸ フルサポート、ビジネスＷＩＮシングル定額 ＷｉＭＡＸ

シンプル 

第２種ａｕモジュ

ールに係るもの 

ＷＩＮシングルＬＬ、ＷＩＮシングルＬ、ＷＩＮシングルＭ、ＷＩＮ

シングルＳ、ＷＩＮシングルＳＳ 

（一般用の基本使用料に関する経過措置） 

３ この改正規定実施の際現に、一般用の基本使用料の適用を受けている場合の料金その他

の提供条件については、この約款の規定によるほか、附則別紙２のとおりとします。 

（料金安心サービスに関する経過措置） 

４ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄に定める料金安心サービス

（限度額設定コースに限ります｡)に係る利用防止措置の種類を選択している者は、この改

正規定実施の日において、同表右欄に定める利用防止措置の種類を選択したものとみなし

て取り扱います。 

通常防止措置（一回停止） 段階防止措置（段階停止） 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150901 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 27 年９月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150903 号） 

この改正規定は、平成 27 年９月３日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 150917 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年９月 17 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年 12 月１日から実施の附則第２項の表(１)のア及び(２)のア中「この改正規定

実施の日以降」を「この改正規定実施の日から平成 27 年９月 30 日までの間に」にそれぞ

れ改めます。 
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附則（ＯＣＴ営発第 151001 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 27 年 10 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 151101 号） 

（実施時期）        

１ この改正規定は、平成 27 年 11 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。  

 

附則（ＯＣＴ営発第 151109 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 27 年 11 月９日から実施し

ます。 

（基本使用料の料金種別に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、次表に定める基本使用料の料金種別を選択している場合の

料金その他の提供条件については、次項及びこの約款の規定によるほか、附則別紙３のと

おりとします。 

基本使用料の料金種別 ｂｉｂｌｉｏ Ｌｅａｆプラン 

（契約解除料の支払いに関する経過措置） 

３ 削除 

 

附則（ＯＣＴ営発第 151117 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２及び附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 27 年 11 月

17 日から実施します。 

  ただし、この改正規定中、ＳＭＳ安心ブロック（当社が別に定める方法により電気通信

番号（当社が別に定めるものに限ります｡)又はＵＲＬが含まれるＳＭＳの受信を行わない

ようにすることをいいます｡)に関する改正規定は、平成 27 年 11 月 18 日から実施します。 

（用語の定義に関する経過措置） 

２ この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

第１種定期ａｕ契約 契約期間が、その契約に基づいて当社がａｕサービスの提供を開

始した日（契約を更新した場合は、更新した日とします｡)から、

その日を含む料金月の翌料金月（契約を更新した場合は、更新し

た日を含む料金月とします｡)から起算して 12 料金月が経過する

こととなる料金月の末日までのものである定期ａｕ契約 

第１種定期ａｕ契約者 当社と第１種定期ａｕ契約を締結している者 
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（ａｕ契約の種別に関する経過措置） 

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のａｕ契約を締結している

者は、この改正規定実施の日において、同表右欄のａｕ契約を締結しているものとみなし

ます。 

第１種定期ａｕ契約（基本使用料の区別が

一般用のものに限ります｡) 

第１種定期ａｕ契約 

４ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により次表の左欄のａｕ契約を締結している

者は、この改正規定実施の日において、同表中央欄のａｕ契約を締結し、同表右欄の基本

使用料の割引の適用を受けているものとみなします。 

第１種定期ａｕ契約（基本

使用料の区別が障がい者等

用のものに限ります｡) 

一般ａｕ契約 料金表第１表第１（基本使

用料等）１（適用）(４)の

２に規定する障がい者等に

係る基本使用料の割引 

（第１種定期ａｕ契約に関する経過措置） 

５ この改正規定実施の際現に、第１種定期ａｕ契約（基本使用料の区別が一般用のものに

限 ります｡)を締結している場合の料金その他の提供条件については、この約款の規定に

よるほ か、この附則及び附則別紙２のとおりとします。 

(１) 第１種定期ａｕ契約の満了 

ア 第１種定期ａｕ契約は、その契約に基づいて当社がａｕサービスの提供を開始した

日を含む料金月の翌料金月（その契約が第 24 条（定期ａｕ契約の更新）の規定により

更新されたものであるときは、その更新があった日を含む料金月とします｡)から起算

して、次表に規定する料金月が経過することとなる料金月の末日をもって満了となり

ます。 

区分 内容 

第１種定期ａｕ契約 12 料金月 

イ アの規定にかかわらず、その第１種定期ａｕ契約が、一般ＬＴＥ契約（当社のＬＴ

Ｅ約款に定める障がい者等に係る基本使用料の割引の適用を受けるものに限ります｡)

からの契約移行により締結されたものであるときは、その一般ＬＴＥ契約に係るＬＴ

Ｅサービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月（改正前の規定により、その

契約が更新されたものであるときは、その更新があった日を含む料金月とします｡)か

ら起算して、12 料金月が経過することとなる料金月の末日をもって満了となります。 

(２) 第１種定期ａｕ契約の更新 

当社は、前号の規定により第１種定期ａｕ契約が満了した場合は、満了した日（以

下「満了日」といいます｡)の翌日（以下「更新日」といいます｡)に第１種定期ａｕ契

約を更新します。 

（請求を保留した契約解除料の支払いに関する経過措置） 

６ 平成 27 年 11 月 16 日以前にａｕサービスの利用の一時休止（タイプⅡに限ります｡)があ

った契約者回線（そのａｕ契約の種別が、改正前の規定による第１種定期ａｕ契約（基本

使用料の区別が障がい者等用のものに限ります｡)であったものに限ります｡)について、こ

の改正規定実施の日以降にａｕサービスの再利用があった場合、別記 20 の２の規定に基づ

き当社が請求を保留した契約解除料の債務については、なお従前のとおりとします。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 
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７ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

８ 平成 25 年１月 22 日から実施の附則第２項、平成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項

及び平成 27 年１月 21 日から実施の附則第２項中「障がい者等用の基本使用料の適用」を

「障がい者等に係る基本使用料の割引の適用」にそれぞれ改めます。 

９ 平成 25 年１月 22 日から実施の附則第２項(１)のオの表及び同項(２)のオの表について、

それぞれ次表のように改めます。 

(１) 第２項(１)のオの表 

区分 本減額適用Ⅰの適用 

１ ２以外により本減額適

用を廃止したとき。 

その事由が生じた日（ａｕサービス利用権の譲渡又は契約

者の地位の承継により本減額適用Ⅰを廃止したときは、そ

の譲渡承諾日又は地位の承継の届出日とします｡)を含む料

金月までの基本使用料について、本減額適用Ⅰの対象とし

ます。 

２ エの(ウ)又は(オ)の規

定により本減額適用Ⅰを

廃止したとき 

その事由が生じた日の前日までの基本使用料について、本

減額適用Ⅰの対象とします。 

(１) 第２項(２)のオの表 

区分 本減額適用Ⅱの適用 

１ ２以外により本減額適

用を廃止したとき。 

その事由が生じた日（ａｕサービス利用権の譲渡又は契約

者の地位の承継により本減額適用Ⅱを廃止したときは、そ

の譲渡承諾日又は地位の承継の届出日とします｡)を含む料

金月までの基本使用料について、本減額適用Ⅱの対象とし

ます。 

２ エの(ウ)又は(オ)の規

定により本減額適用Ⅱを

廃止したとき 

その事由が生じた日の前日までの基本使用料について、本

減額適用Ⅱの対象とします。 

10 平成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項(１)のカの表及び同項(２)のカの表並びに平

成 27 年１月 21 日から実施び附則第２項(１)のカの表及び同項(２)のカの表について、そ

れぞれ区分２中の「（３に該当するときを除きます｡)」及び区分３の欄を削除し、区分１

中「２又は３以外により」を「２以外により」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 151201 号） 

この改正規定は、平成 27 年 12 月１日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 151221 号） 

この改正規定は、平成 27 年 12 月 21 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 28 年１月１日から実施しま

す。 
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（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160105 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年１月５日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160114 号） 

この改正規定は、平成 28 年１月 14 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160115 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年１月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160120 号） 

この改正規定は、平成 28 年１月 20 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160129 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年１月 29 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160201 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年２月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160210 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年２月 10 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金
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その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160217 号） 

この改正規定は、平成 28 年２月 17 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160301 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年３月１日から実施します。 

（ａｕサービス利用権等の譲渡に関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に行われたａｕサービス利用権、ａｕモジュール利用権又はＷＩＮ

特定接続サービス利用権の譲渡の取扱いについては、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160401 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 28 年４月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営業発第 160405 号） 

この改正規定は、平成 28 年４月５日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160501 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２及び附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 28 年５月１

日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 27 年 11 月９日から実施の附則第３項について、「削除」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160517 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年５月 17 日から実施します。 

ただし、この改正規定中、携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ取扱手数料に関する改

正規定については、平成 28 年５月 17 日以降に行われたＬＴＥ契約の解除について実施し

ます。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 
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附則（ＯＣＴ営発第 160521 号） 

この改正規定は、平成 28 年５月 21 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160601 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 28 年６月１日から実施しま

す。 

（第２種定期ａｕ契約（タイプⅡ）への契約変更又は契約移行に係る基本使用料の  適用

に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日から当社が別に定める日までの間、料金表第１表第１（基本使用

料等）１（適用）(３)に定める第２種定期ａｕ契約に係る基本使用料の取扱いについて、

同(３)のエ中、次表の左欄の部分を同表の右欄に読み替えて適用します。 

契約変更又は契約移行を行う前のａｕ契約

又はＬＴＥ契約の契約種別に応じて、その

ａｕ契約又はＬＴＥ契約に係る基本使用料

の料金種別の料金額を適用します。 

契約変更又は契約移行を行う前のａｕ契約

又はＬＴＥ契約の契約種別を第２種定期ａ

ｕ契約（タイプⅠに限ります｡)又は第２種

定期ＬＴＥ契約（タイプⅠに限ります｡)と

して、そのａｕ契約又はＬＴＥ契約に係る

基本使用料の料金種別の料金額を適用しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160701 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年７月１日から実施します。 

（メタルプラス電話サービス等の廃止等に関する経過措置） 

２ 削除 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160716 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年７月 16 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160722 号） 

この改正規定は、平成 28 年７月 22 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160801 号） 
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この改正規定は、平成 28 年８月１日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 160901 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙３に係るものを含みます｡)は、平成 28 年９月１日から実施しま

す。 

（ａｕモジュール契約に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により締結しているａｕモジュール契約（基

本使用料の料金種別がリーダー３ＧプランⅠ又はリーダー３ＧプランⅡのものに限りま

す｡)は、この改正規定実施の日において、契約の解除があったものとみなして取り扱いま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161001 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年 10 月 1 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161006 号） 

この改正規定は、平成 28 年 10 月６日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年 11 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 28 年７月１日から実施の附則第２項について、「削除」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161109 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 28 年 11 月９日から実施し

ます。 

（基本使用料の料金種別に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、この約款の規定により次表の左欄の基本使用料の料金種別

の提供を受けている者は、この改正規定実施の日において、同表右欄の基本使用料の料金

種別の提供を受けているものとみなします。 

電話カケ放題プラン（ケータイ・データ付） カケホ（３Ｇケータイ・データ付） 
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電話カケ放題プラン（ケータイ） カケホ（３Ｇケータイ） 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。（その他） 

４ 平成 26 年１月 16 日から実施の附則第２項(１)のアの適用条件の(イ)及び同項(２)のア

の適用条件の(イ)中、「基本使用料の料金種別がプランＺシンプル、電話カケ放題プラン

（ケータイ・データ付）又は電話カケ放題プラン（ケータイ）であること。 」を「基本使

用料の料金種別がプランＺシンプル、カケホ（３Ｇケータイ・データ付）又は、カケホ

（３Ｇケータイ）であること。」にそれぞれ改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161201 号） 

この改正規定は、平成 28 年 12 月１日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161215 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 28 年 12 月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 161222 号） 

この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 28 年 12 月 22 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 29 年１月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170119 号） 

この改正規定は、平成 29 年１月 19 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170203 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年２月３日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170301 号） 

この改正規定は、平成 29 年３月１日から実施します。 
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附則（ＯＣＴ営発第 170401 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年４月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170421 号） 

この改正規定は、平成 29 年４月 21 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170525 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年５月 25 日から実施します。 

（付随サービスの提供に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の日以降、改正前の規定により提供していた位置情報検索サービスに

ついては、当社の「位置検索サポートご利用規約」に定めるところにより提供するものと

します。  

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170601 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年６月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170701 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年７月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170714 号） 

この改正規定は、平成 29 年７月 14 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170801 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年８月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 
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２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170829 号） 

この改正規定は、平成 29 年８月 29 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170917 号） 

この改正規定は、平成 29 年９月 17 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 170922 号） 

この改正規定は、平成 29 年９月 22 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 171101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年 11 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 171201 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年 12 月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 171215 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 29 年 12 月 15 日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180101 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 30 年１月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180116 号） 

この改正規定は、平成 30 年１月 16 日から実施します。 
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附則（ＯＣＴ営発第 180201 号） 

この改正規定は、平成 30 年２月１日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180216 号） 

この改正規定は、平成 30 年２月 16 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180219 号） 

この改正規定は、平成 30 年２月 19 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180301 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 30 年３月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 

３ 平成 25 年２月 19 日から実施の附則第２項中「この改定規定実施の日以降に」を「この

改定規定実施の日から平成 30 年３月 31 日までの間に」に改めます。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180401 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 30 年４月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180501 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 30 年５月１日から実施しま

す。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180509 号） 

この改正規定は、平成 30 年５月９日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180528 号） 

この改正規定は、平成 30 年５月 28 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180601 号） 

（実施時期） 
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１ この改正規定は、平成 30 年６月１日から実施します。 

（ａｕでんきサービスに係る契約を条件とする減額等適用に関する経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定によりａｕでんきサービスに係る契約を条件

とする減額等適用の適用を受けていた場合の取扱いについては、当社のａｕでんきセット

割利用規約に定めるところによります。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180701 号） 

この改正規定は、平成 30 年７月１日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180815 号） 

この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 30 年８月 15 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180904 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 30 年９月４日から実施します。 

（ＷｉＭＡＸ利用機能の提供終了） 

２ 当社は、平成 32 年３月 31 日をもって、ＷｉＭＡＸ利用機能の提供を終了します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 180926 号） 

この改正規定（附則別紙２に係るものを含みます｡)は、平成 30 年９月 26 日から実施します。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 181108 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 30 年 11 月８日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附則（ＯＣＴ営発第 190301 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 31 年３月１日から実施します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金

その他の債務については、なお従前のとおりとします。 
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